
再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課
担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省
一般国道11号 小松バイパス 区分 一般国道 主体 四国地方整備局

こ ま つ

起終点 自：愛媛県西条市小松町新屋敷 延長
えひめけんさいじょうしこまつちょうしんやしき

至：愛媛県西条市小松町安井 7.5km
えひめけんさいじょうしこまつちょうやすい

事業概要
一般国道11号は、徳島市を起点とし、四国の北部を瀬戸内海沿いに徳島県、香川県、愛媛県の主要都市

を経て松山市に至る全長約260kmの幹線道路である。瀬戸内海沿線の各市町村の産業・経済を支える大動
脈であるとともに、日常生活に欠かせない生活道路としての役割をもつ重要路線である。

小松バイパスは、国道11号西条市バイパス及び主要地方道壬生川新居浜野田線と一体となり、国道11号
のバイパスとして機能し、いよ小松北IC・いよ小松ICと西条臨海工業団地や東予港とのアクセスが向上す
るなど、地元産業、経済の活性化を図る道路である。
平成3年度事業化 H3年度都市計画決定 H4年度用地着手 H10年度工事着手

（H-年度変更）
全体事業費 160億円 事業進捗率 約43％ 供用済延長 2.0km
計画交通量 8，000～19，600台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)
分析結果 1.4 75/162億円 209/228億円 平成25年(事業全体)

58/142億円 走行時間短縮便益： 166/185億円事 業 費：
17/ 20億円 走行経費減少便益： 32/ 32億円(残事業) 2.8 維持管理費：

交通事故減少便益： 11/ 10億円
感度分析の結果

交通量 ：B/C= 1.4～1.4（交通量±10%） 交通量 ：B/C= 2.7～2.9（交通量±10%）【 【事業全体】 残事業】
事業費 ：B/C= 1.4～1.5（事業費±10%） 事業費 ：B/C= 2.6～3.2（事業費±10%）
事業期間：B/C= 1.2～1.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C= 2.4～3.2（事業期間±20%）

事業の効果等
国道11号で発生している慢性的な交通渋滞の解消や、交通量や大型車混入率の大幅な減少による騒音の

低減効果による沿道環境の改善、救命救急センターへの搬送時間の短縮による救命率の向上など、多様な
整備効果が期待できる。
①円滑なモビリティの確保
・現道等の時間損失の削減が見込まれる
・国道11号の渋滞緩和により路線バスの利便性向上(旅行速度が改善)
・特急停車駅（壬生川駅、伊予西条駅）へのアクセス向上
・西条市から松山空港（第二種空港）へのアクセスが向上
②物流効率化の支援
・いよ小松北IC・いよ小松ICと西条臨海工業団地、東予港(重要港湾)の所要時聞が短縮し、物流の効率化

を支援
・西条市が目指す総合6次産業都市の実現を支援
都市の再生③

・西条地区の愛媛地域高度技術産業集積活性化計画を支援
④国土・地域ネットワークの構築
・日常活動圏中心都市（旧小松町～西条市役所）へのアクセス向上
⑤個性ある地域の形成
・主要な観光地へのアクセス向上(いよ小松IC～四国鉄道文化館)
⑥安全で安心できるくらしの確保

三次医療施設（東予救命救急センター）への搬送時間が短縮し、重篤患者の救命率向上が見込まれる・
・二次医療施設のカバー圏人口拡大
⑦災害への備え
・一次緊急輸送道路に指定されている
・緊急輸送道路である国道11号と松山自動車道が通行止になった場合の代替路線を形成
⑧地球環境の保全
・CO2排出量の削減が見込まれる
⑨生活環境の改善・保全
・NOX、SPM排出量の削減が見込まれる
・騒音レベルが夜間要請限度を超過している現道で、要請限度を下回ることが期待



⑩その他
・小松バイパスへ交通が転換することにより現道区間の交通安全（歩行者・自動車）向上が期待
関係する地方公共団体等の意見
地域から頂いた主な意見等
・周辺の自治体である西条市より、積極的な整備促進について要望活動が続けられている。
愛媛県知事の意見：
・ 対応方針（原案 」案については異議ありません。小松バイパスについては、今治小松自動車道への「 ）

アクセス強化や国道11号の交通混雑の緩和を図る重要な道路であり、整備の促進をお願いします。
事業評価監視委員会の意見
「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・平成18年5月 (主)壬生川新居浜野田線（東予有料道路）延長3.5km 無料化
・平成19年2月 (主)壬生川新居浜野田線 開通
・平成20年3月 (一)丹原小松線 開通
・平成20年3月 (一)南川壬生川停車場線 開通
(その他)
・平成19年4月 大型ショッピングセンター(西条市新田)オープン
・平成19年11月 観光エリア(鉄道歴史パークinSAIJO) オープン
事業の進捗状況、残事業の内容等
・西条市小松町北川～西条市小松町妙口間（延長2.0km）については、平成20年3月までに暫定開通。
・平成28年3月末で用地取得率38％、事業進捗率43％。
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・西条市小松町新屋敷地区において、用地買収推進中。また、平成28年度から西条市小松町新屋敷地区
～西条市小松町北川地区の詳細設計、設計協議を推進中。
施設の構造や工法の変更等

今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮・
した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

事業継続対応方針
対応方針決定の理由
・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
※ 費用対効果分析結果及び感度分析の結果の欄に係る数値は、平成25年度評価時点。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課
担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省
区分 一般国道 主体 四国地方整備局一般国道56号 松山外環状道路空港線

まつやまそとかんじょうどうろくうこうせん

起終点 自：愛媛県松山市余戸南 延長
えひめけんまつやましようごみなみ

至：愛媛県松山市北吉田町 3.8km
えひめけんまつやましきたよしだまち

事業概要
松山外環状道路は、松山環状線の外側に計画された環状道路で、松山IC、松山空港、松山港、FAZ等の

広域交通拠点や地域開発拠点とのアクセス性向上、市内中心部へ流入する交通の分散を図る地域高規格道
路である。

松山外環状道路が開通すると、郊外からは市街地を通過せずに目的地への移動が可能になるため、市街
地に用事のない通過交通の市内流入を減らし、市内の渋滞緩和が期待されている。

松山外環状道路のうち、国道56号から主要地方道松山空港線間（3.8km）は、一般国道56号松山外環状
道路空港線として、自動車専用道路部は国土交通省、一般道路部は国土交通省、愛媛県、松山市が協同で
整備を推進している。
H20年度事業化 H2年度都市計画決定 H23年度用地着手 H25年度工事着手

（H19年度変更）
全体事業費 529億円 事業進捗率 約25％ 供用済延長 0.0km
計画交通量 12，100～17，200台／日
費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)
分析結果 1.2 322/392億円 487/487億円 平成25年(事業全体)

316/386億円 走行時間短縮便益： 389/389億円事 業 費：
5.8/5.8億円 走行経費減少便益： 67/ 67億円(残事業) 1.5 維持管理費：

交通事故減少便益： 31/ 31億円
感度分析の結果

交通量 ：B/C= 1.00～1.4（交通量±10%） 交通量 ：B/C= 1.2～1.7（交通量±10%）【 【事業全体】 残事業】
事業費 ：B/C= 1.1 ～1.4（事業費±10%） 事業費 ：B/C= 1.4～1.7（事業費±10%）

（ ） （ ）事業期間：B/C= 1.1 ～1.4 事業期間±20% 事業期間：B/C= 1.3～1.7 事業期間±20%
事業の効果等

松山空港、松山港等の広域交通拠点とのアクセス性の向上や、市内中心部へ流入する交通を松山IC、
分散することで、市内の交通渋滞緩和など、多様な整備効果が期待できる。
①円滑なモビリティの確保
・現道等の時間損失の削減が見込まれる
・現道等における旅行速度が向上

松山市内中心部の渋滞緩和により路線バスの定時性が向上し、利用者の利便性が向上・
・松山ICから松山空港（第二種空港）へのアクセスが向上し、松山空港1時間圏域人口が増加
②物流効率化の支援

と松山港（重要港湾）へのアクセスが向上・松山IC
③都市の再生
・ 愛媛県広域道路整備基本計画」で位置付けられた環状道路「
④国土・地域ネットワークの構築
・地域高規格道路の整備区間指定あり
・日常活動圏中心都市（伊予市、東温市、砥部町）へのアクセス向上
⑤個性ある地域の形成
・H29年開催予定「愛媛国体」のメイン会場である松山中央公園と松山空港間の円滑な交通確保
・主要観光地（松山城、道後温泉）へのアクセス向上
⑥安全で安心できるくらしの確保

周辺道路網の混雑が解消され、三次医療施設へのアクセス環境が改善・
⑦安全な生活環境の確保
・周辺道路の交通量が減少することで交通事故の減少が見込まれる
⑧災害への備え
・一次緊急輸送道路に指定されている
⑨地球環境の保全
・CO2排出量の削減が見込まれる
⑩生活環境の改善・保全
・NOX、SPM排出量の削減が見込まれる
・松山都市圏幹線道路懇談会において景観検討を展開
⑪その他
・松山広域都市計画区域マスタープランに位置付けられている



・FAZへのアクセスを支援
・南海トラフ巨大地震発生時における迅速な輸送・救援を支援
関係する地方公共団体等の意見
地域から頂いた主な意見等
・松山都市圏道路整備促進期成同盟会より、積極的な整備促進について要望活動が続けられている。
愛媛県知事の意見：
・ 対応方針（原案 」案については異議ありません。松山外環状道路空港線については、高速道路の松「 ）

山ICと松山空港等を結ぶとともに、松山都市圏の渋滞緩和による観光の振興や地域産業の活性化等に資
する重要な道路であり、早期の供用に向けた整備の促進をお願いします。

事業評価監視委員会の意見
「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。
事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・平成24年３月 全線開通（都）千舟町古川線
・平成25年６月 延長1.3km 部分開通松山外環状道路インター線（側道部）
・平成26年３月 延長1.2km 暫定2車線開通（井門IC～古川IC）松山外環状道路インター線（本線部）

（ ）・平成27年３月 1.8km 暫定2車線開通 市坪IC～余戸南IC松山外環状道路インター線 本線部 延長（ ）
（その他）

大型ショッピングセンター（松前町）オープン・平成20年４月

事業の進捗状況、残事業の内容等
・平成28年3月末で用地取得率約80％、事業進捗率約25％。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・平成29年の余戸南IC（仮称）～東垣生IC（仮称）間の側道部（延長2.4km）開通に向け、用地買収・改
良及び橋梁工事を推進中。
施設の構造や工法の変更等

今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮・
した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

事業継続対応方針
対応方針決定の理由
・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。
事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
※ 費用対効果分析結果及び感度分析の結果の欄に係る数値は、平成25年度評価時点。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省
一般国道196号 今治道路

区分 一般国道 主体 四国地方整備局

いまばりどうろ

起終点 自：愛媛県今治市矢田 延長
えひめけんいまばり し や た

至：愛媛県今治市長沢 10.3km
えひめけんいまばりしながさわ

事業概要

一般国道196号は、松山市を起点とし、今治市を経て、西条市小松町に至る全長約69ｋｍの幹線道路で

あるとともに、通勤等日常生活を支える生活道路としての役割をもつ重要な路線である。

今治道路（今治IC～今治湯ノ浦IC：延長10.3km）は、高規格幹線道路網を構成する一般国道の自動車専

用道路である「今治小松自動車道」の一部であり、西瀬戸自動車道（瀬戸内しまなみ海道）及び四国縦貫

自動車道（松山自動車道等）と一体となり、産業・文化などの分野における地域間の交流を促し、地域の

活性化を図る高規格幹線道路である。

H13年度事業化 H3年度都市計画決定 H15年度用地着手 H24年度工事着手

（H-年度変更）

全体事業費 706億円 事業進捗率 約41％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 12,000～12,500台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.01 303/660億円 666/666億円 平成28年

事 業 費： 272/630億円 走行時間短縮便益： 557/557億円

(残事業) 2.2 維持管理費： 31/ 31億円 走行経費減少便益： 73/ 73億円

交通事故減少便益： 37/ 37億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C= 0.9 ～1.1（交通量±10%）【残事業】交通量 ：B/C= 2.1～2.4（交通量±10%）

事業費 ：B/C= 0.97～1.1（事業費±10%） 事業費 ：B/C= 2.0～2.4（事業費±10%）

事業期間：B/C= 0.9 ～1.1（事業期間±20%） 事業期間：B/C= 2.1～2.3（事業期間±20%）

事業の効果等

流通の利便性の向上による産業の振興や、走行性が高い高速道路を利用することで緊急施設へのアクセ

ス性が向上するなど、多様な整備効果が期待できる。

①円滑なモビリティの確保

・現道等の時間損失の削減が見込まれる

・現道等における旅行速度が向上

・高速バスの速達性・定時性が向上し、利用者の利便性が向上

・今治市から松山空港（第二種空港）へのアクセス向上により広域交流を支援

②物流効率化の支援

・新居浜市（臨海工業地）へのアクセス向上により広域交流を支援

・愛媛県の農水産品の大都市への流通利便性が向上

③国土・地域ネットワークの構築

・四国と本州を連絡する高規格幹線道路の一部を構成し、高速道路のミッシングリンクの解消

・日常生活圏中心都市（西条市）へのアクセス向上

④個性ある地域の形成

・今治ICに隣接する今治新都市開発整備事業に進出した企業が、四国内外の出荷に活用できるなど地域開

発を支援

・本州方面から松山圏域や今治圏域への新たな観光客の訪問に繋がり観光産業に寄与

⑤安全で安心できるくらしの確保

・三次医療施設（愛媛大学医学部附属病院）へのアクセス向上

⑥安全な生活環境の確保

・周辺道路の交通量が減少することで交通事故の減少が見込まれる

⑦災害への備え

・高規格幹線道路による第一次緊急輸送道路ネットワークが形成され、しまなみ海道から山陽道の高速ネ

ットワークを迂回ルートとして活用可能

・南海トラフ巨大地震など災害時における広域高速ネットワークの安全性・信頼性の確保

⑧地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる

⑨生活環境の改善・保全

・NOX、SPM排出量の削減が見込まれる



⑩その他

・近隣市からの救急搬送を支援（西条市から今治市への救急搬送時間の短縮）

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等

・今治小松自動車道建設促進期成同盟会から、本事業の整備促進について、積極的な要望活動が続けられ

ている。

愛媛県知事の意見：

・「対応方針（原案）」案については異議ありません。今治道路は、しまなみ海道と四国８の字ネットワ

ークを結び、今治小松自動車道のミッシングリンクを解消する重要な道路であり、早期の供用に向けた

整備の促進をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・平成13年７月 今治小松自動車道（今治湯ノ浦IC～東予丹原IC）延長9.0km 開通

・平成18年４月 西瀬戸自動車道（瀬戸内しまなみ海道）大島道路(大島北IC～大島南IC 延長6.3km)及び

生口島道路(生口島北IC～生口島南IC 延長6.5km) 暫定2車線開通により瀬戸内しまな

み街道全線開通

・平成21年３月 県道今治丹原線 開通

・平成26年３月 (都)喜田村新谷線 開通

（その他）

・平成17年３月 大型電気店開店

・平成18年９月 今治新都市第１地区分譲受付開始

・平成18年10月 今治新都市第２地区分譲受付開始

・平成18年11月 大型商業施設開店

・平成18年12月 大型商業施設開店

・平成25年10月 大型商業施設開店

・平成28年４月 大型商業施設開店

事業の進捗状況、残事業の内容等

・用地進捗率約83％、事業進捗率約41％（平成28年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・今治朝倉IC（仮称）～今治湯ノ浦IC区間は、平成24年度より工事着手し全面展開中。今治IC～今治朝倉

IC（仮称）区間は、平成27年度より工事着手し全面展開中。

・未取得用地の工事着手に向け事業認定準備中。

施設の構造や工法の変更等

・今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮

した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道56号 窪川佐賀道路 区分 一般国道 主体 四国地方整備局
くぼかわ さ が

起終点 自：高知県高岡郡四万十町平串 延長
こう ち けんたかおかぐんしまんとちょうひらぐし

至：高知県幡多郡黒 潮 町佐賀 11.2km
こう ち けんはた ぐ ん くろしおちょう さ が

事業概要

一般国道56号は、高知県高知市を起点として、愛媛県松山市に至る全長約336ｋｍの主要幹線道路であ

り、高知西南地域の産業・経済・生活を支える大動脈である。このうち、窪川佐賀道路に並行する現道区

間においては、線形不良・災害危険箇所が多い等、様々な課題を抱えている。

一般国道56号窪川佐賀道路は、四国8の字ネットワークを形成し、高知県西南地域の交流の促進及び地

域活性化を支援する道路である。また、高知新港、高知龍馬空港へのアクセス向上による地域産業の活性

化、南海トラフ巨大地震や津波発生時の緊急輸送道路の確保などの支援を目的としている。

H24年度事業化 H16年度都市計画決定 H26年度用地着手 H27年度工事着手

（H20年度都市計画変更）

全体事業費 370億円 事業進捗率 約6％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 5,200～6,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 総便益 基準年(残事業)/(事業全体) (残事業)/(事業全体)

分析結果 1.03 264/320億円 330/330億円 平成28年(事業全体)

億円 走行時間短縮便益： 270/270億円事 業 費： 248/304

億円 走行経費減少便益： 44/44億円(残事業) 1.2 維持管理費： 16/16

交通事故減少便益： 16/16億円

感度分析の結果

( )交通量変動 ：B/C= 0.9～1.1 （交通量±10%） ( ) B/C= 1.1～1.4（交通量±10%）事業全体 残事業

事業費変動 ：B/C= 0.96～1.1（事業費±10%） B/C= 1.1～1.4（事業費±10%）

事業期間変動：B/C= 0.97～1.1（事業期間±20%） B/C= 1.2～1.4（事業期間±20%）

事業の効果等

国道56号の四万十町から黒潮町における線形不良の解消や災害危険箇所を回避するとともに、高知西南

地域から高知市内へのアクセスの向上による地域の産業・観光振興の支援など、多様な整備効果が期待で

きる。

①円滑なモビリティの確保

・現道等の時間損失の削減が見込まれる

・現道等の路線バスの利便性や快適性向上

・黒潮町から高知龍馬空港へのアクセス向上

②物流効率化の支援

・高知県西南部における農林水産品（清水さば等）の流通の利便性の向上が見込まれる

③国土・地域ネットワークの構築

・高知県における四国8の字ネットワークの一部を形成

・拠点都市間（高知市～四万十市）を高規格幹線道路で連絡するルートを形成

・日常活動圏中心都市間（須崎市～四万十市）を最短時間で連絡するルートを形成

・日常活動圏中心都市（黒潮町～四万十町）へのアクセス向上

④個性ある地域の形成

・観光資源が多くある高知西南地域へのアクセス向上

⑤安全で安心できるくらしの確保

・二次医療施設（幡多けんみん病院、くぼかわ病院）から三次医療施設（高知赤十字病院、高知医療セン

ター）への搬送時間が短縮し、重篤患者の救命率向上が見込まれる

⑥災害への備え

・国道56号が通行止めになった場合の代替路を形成する

・国道56号は第一次緊急輸送道路に指定されている

・南海トラフ巨大地震など災害時における救急輸送道路のリダンダンシーの確保

・国道56号の防災危険箇所が回避したルートを形成



⑦地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる

⑧生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる

・SPM排出量の削減が見込まれる

⑨その他

・線形不良箇所を回避したルートを形成

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等

・四国西南地域道路整備促進協議会（Ｈ２７．１２）や黒潮町道路建設促進期成同盟会(Ｈ２７．１１)、

一般国道56号バイパス建設促進期成同盟会（Ｈ２７．１１）より積極的な整備促進要望を受けている。

高知県知事の意見：

・事業継続に異議はありません。

四国８の字ネットワークを構成する一般国道56号片坂バイパスと窪川佐賀道路は、県中央部と西部地域

をつなぐ唯一の幹線道路の代替機能を担い、南海トラフ地震などの大規模災害発生時の着実で円滑な支援

物資の輸送、地域間交流や商圏の拡大による地域経済の活性化に資する重要な路線です。このため、国に

おいては早期の供用を目指し、より一層の事業進捗をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・平成23年3月 四国横断自動車道（須崎西IC～中土佐IC）L＝7.0km 2車線開通

・平成24年12月 四国横断自動車道（中土佐IC～四万十町中央IC）L＝14.8km 2車線開通

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成27年度末で用地取得率約15％、事業進捗率約6％。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

早期供用に向け、調査設計、用地買収、改良・橋梁下部工事を推進。・
施設の構造や工法の変更等

今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮・
した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

事業継続対応方針

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道56号 片坂バイパス 区分 一般国道 主体 四国地方整備局
かたさか

起終点 自：高知県高岡郡四万十町金上野 延長
こう ち けんたかおかぐんしまんとちょうきんじょうの

至：高知県幡多郡黒 潮 町拳ノ川 6.1km
こう ち けんはた ぐ ん くろしおちょうこぶしのかわ

事業概要

一般国道56号は、高知県高知市を起点として、愛媛県松山市に至る全長約336ｋｍの主要幹線道路であ

り、高知西南地域の産業・経済・生活を支える大動脈である。このうち、片坂バイパスは、線形不良・災

害危険箇所が多い等、様々な課題を抱えている現道区間8.7kmの代替路線を形成する。

一般国道56号片坂バイパスは、四国8の字ネットワークを形成し、高知県西南地域の交流の促進及び地

域活性化を支援する道路である。また、高知新港、高知龍馬空港へのアクセス向上による地域産業の活性

化、南海トラフ巨大地震や津波発生時の緊急輸送道路の確保などの支援を目的としている。

H17年度事業化 H16年度都市計画決定 H21年度用地着手 H20年度工事着手

（H20年度都市計画変更）

全体事業費 250億円 事業進捗率 約81％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 7,000台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.04 24/275億円 287/287億円 平成28年

事 業 費： 11/262億円 走行時間短縮便益： 238/238億円

(残事業) 11.8 維持管理費： 14/14億円 走行経費減少便益： 37/37億円

交通事故減少便益： 12/12億円

感度分析の結果

(事業全体)交通量変動 ：B/C= 0.9～1.2（交通量±10%） (残事業) B/C= 10.3～13.4（交通量±10%）

事業費変動 ：B/C= 1.04～1.05（事業費±10%） B/C= 11.3～12.0（事業費±10%）

事業期間変動：B/C= 0.99～1.1（事業期間±20%） B/C= 11.7～12.1（事業期間±20%）

事業の効果等

国道56号の四万十町から黒潮町における線形不良の解消や災害危険箇所を回避するとともに、高知西南

地域から高知市内へのアクセスの向上による地域の産業・観光振興の支援など、多様な整備効果が期待で

きる。

①円滑なモビリティの確保

・現道等の時間損失の削減が見込まれる

・現道等の路線バスの利便性や快適性向上

・黒潮町から高知龍馬空港へのアクセス向上

②物流効率化の支援

・高知県西南部における農林水産品（清水さば等）の流通の利便性の向上が見込まれる

③国土・地域ネットワークの構築

・高知県における四国8の字ネットワークの形成に寄与する

・拠点都市間（高知市～四万十市）を高規格幹線道路で連絡するルートを形成

・日常活動圏中心都市間（須崎市～四万十市）を最短時間で連絡するルートを形成

・日常活動圏中心都市（黒潮町～四万十町）へのアクセス向上

④個性ある地域の形成

・観光資源が多くある高知西南地域へのアクセス向上

⑤安全で安心できるくらしの確保

・二次医療施設（幡多けんみん病院、くぼかわ病院）から三次医療施設（高知赤十字病院、高知医療セン

ター）への搬送時間が短縮し、重篤患者の救命率向上が見込まれる

⑥災害への備え

・国道56号が通行止めになった場合の代替路を形成する

・国道56号は第一次緊急輸送道路に指定されている

・南海トラフ巨大地震など災害時における救急輸送道路のリダンダンシーの確保

・国道56号の防災危険箇所を回避したルートを形成



⑦地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる

⑧生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる

・SPM排出量の削減が見込まれる

⑨その他

・線形不良箇所を回避したルートを形成

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等

・四国西南地域道路整備促進協議会（Ｈ２７．１２）や黒潮町道路建設促進期成同盟会(Ｈ２７．１１)、

一般国道56号バイパス建設促進期成同盟会（Ｈ２７．１１）より積極的な整備促進要望を受けている。

高知県知事の意見：

・事業継続に異議はありません。

四国８の字ネットワークを構成する一般国道56号片坂バイパスと窪川佐賀道路は、県中央部と西部地域

をつなぐ唯一の幹線道路の代替機能を担い、南海トラフ地震などの大規模災害発生時の着実で円滑な支援

物資の輸送、地域間交流や商圏の拡大による地域経済の活性化に資する重要な路線です。このため、国に

おいては早期の供用を目指し、より一層の事業進捗をお願いします。特に、片坂バイパスにおいては、平

成30年度の供用に向け、着実な整備促進をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・平成21年3月 須崎道路 L=4.6km 2車線開通

・平成22年6月～平成23年3月 高速道路無料化社会実験（高知IC～須崎東IC）実施

・平成23年3月 四国横断自動車道（須崎西IC～中土佐IC）L＝7.0km 2車線開通

・平成24年12月 四国横断自動車道（中土佐IC～四万十町中央IC）L＝14.8km 2車線開通

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成27年度末で用地取得率100％、事業進捗率約81％。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・平成30年度の開通に向け、調査設計、支障物件移転、改良・トンネル・橋梁・舗装工事を推進。

施設の構造や工法の変更等

・今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮

した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道56号 大方改良 区分 一般国道 主体 四国地方整備局
おおがたかいりよう

起終点 自：高知県幡多郡黒 潮 町入野立石 延長
は た ぐ んくろしおちょうい り のたていし

至：高知県幡多郡黒 潮 町入野神ノ前 2.6km
は た ぐ んくろしおちょうい り の かみのまえ

事業概要

一般国道56号は、高知県高知市を起点として、愛媛県松山市に至る全長約336ｋｍの主要幹線道路であ

り、高知西南地域の産業・経済・生活を支える大動脈であり、県民の生活基盤として重要な役割を果たし

ている。

一般国道56号大方改良は、道路幅員が狭く、歩道がない現国道の課題を解消し、歩行者や自転車利用者

の安全性向上を目的とする道路である。

また、南海トラフ巨大地震による大規模な被害が想定される黒潮町内において、総合防災拠点として黒

潮町が整備を進めている黒潮町役場新庁舎と相俟って、地域住民の避難を支援するとともに、被災後の迅

速な救援・啓開活動等を支援する道路である。

Ｈ11年度事業化 Ｈ21年度用地買収着手 Ｈ23年度工事着手

全体事業費 約68億円 事業進捗率 約81％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 7,700～12,900 台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 1.001 20/81億円 81/81億円 平成28年

事 業 費：10 / 71億円 走行時間短縮便益：79 / 79億円

(残事業) 4.0 維持管理費：11 / 11億円 走行経費減少便益：1.8 / 1.8億円

交通事故減少便益：0.4 / 0.4億円

感度分析の結果

(事業全体)交通量 ：B/C＝0.9～1.2 （交通量 ±10%） (残事業)交通量 ：B/C＝3.4～4.6（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C＝0.99～1.01（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C＝3.8～4.2（事業費 ±10%）

事業期間：B/C＝0.96～1.04（事業期間±20%） 事業期間：B/C＝3.9～4.0（事業期間±20%）

事業の効果等

①円滑なモビリティの確保

・現道等の時間損失の削減が見込まれる。

・現道等の旅行速度が改善される。

・現道等の路線バスの利便性や快適性の向上が見込まれる。

・下田の口地区から土佐入野駅（特急停車駅）までの所要時間の短縮が見込まれる。

・四万十市から高知龍馬空港（第二種空港）までの所要時間短縮が見込まれる。

②物流効率化の支援

・農林水産品の流通の利便性向上が見込まれる。

③国土・地域ネットワークの構築

・日常活動圏の中心都市へのアクセス向上が期待される。

④個性ある地域の形成

・主要な観光地へのアクセス向上が期待される。

・新規整備の公共公益施設（総合防災拠点（黒潮町役場新庁舎））へ直結する道路である。

⑤安全な生活環境の確保

・バイパスへの交通転換により現道の交通安全性が向上する。【現道：自動車11,025台／12h ,スーパー

前交差点における交通量：歩行者等217人／12h】

⑥災害への備え

・第一次緊急輸送道路として信頼性が高い道路ネットワークを形成する。

⑦地球環境の保全

・CO2排出量の削減が見込まれる。

⑧生活環境の改善・保全

・NO2排出量の削減が見込まれる。

・SPM排出量の削減が見込まれる。

・環境基準値を上回る騒音の解消が期待される。



⑨その他

・黒潮町のまちづくりと一体的に整備する必要あり。

・渋滞や駐車・停車車両の影響を受けない広幅員の道路構造となることで二次医療施設（幡多けんみん病

院）へのアクセス性の向上が期待される。

関係する地方公共団体等の意見

・一般国道56号バイパス建設促進期成同盟会（平成27年11月）や四国西南地域道路整備促進協議会（平成

27年10月、12月）等より、積極的な整備促進要望を受けている。

高知県知事の意見：

・事業継続に異議はありません。

一般国道56号大方改良は、道路幅員が狭く、歩道がない現国道の課題を解消し、歩行者や自転車利用者

の安全性向上につながります。さらに、黒潮町が整備を進めている黒潮町役場新庁舎へのアクセス道路と

なり、南海トラフ地震発生時には迅速な応急復旧活動に資する重要な路線です。このため、国においては

早期の供用を目指し、より一層の事業進捗をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・平成21年3月 須崎道路 L=4.6km 2車線供用、中村宿毛道路（四万十IC～間IC）L=6.1km 2車線供用

・平成21年11月 中村宿毛道路（下田交差点～右山交差点）L=0.85km 4車化供用

・平成22年3月 宇和島道路（津島高田IC～宇和島南IC）L＝7.8km 2車線供用、

中村宿毛道路（古津賀地区）L=0.4km 4車化供用

・平成23年3月 高知自動車道（中土佐IC～須崎西IC）L=7.0km 2車線供用

・平成24年12月 高知自動車道（中土佐IC～四万十町中央IC）L＝14.8km 2車線供用

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成27年度末時点で用地進捗率約95％、事業進捗率約81％。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・早期供用に向け、調査設計、用地買収、改良工事を推進。

施設の構造や工法の変更等

・今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理を考慮した

構造の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道3号 黒崎バイパス 区分 主体 九州地方整備局
くろさき

起終点 自：福岡県北九州市八幡東区西本町 延長
きたきゅうしゅうしやはたひがしくにしほんまち

至：福岡県北九州市八幡西区陣 原 5.8km
きたきゅうしゅうしや は た に し くじんのはる

事業概要

黒崎バイパスは、国道3号の交通混雑緩和等を図るとともに、都市高速道路と接続した広域的なネット

ワークを形成し、地域産業活性化を目的とした事業である。

Ｈ3年度事業化 Ｈ2年度都市計画決定 Ｈ5年度用地着手 Ｈ10年度工事着手

（H14年度、H25年度変更）

全体事業費 約840億円 事業進捗率 84％ 供用済延長 5.2km

計画交通量 27,500～54,800台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 91/949億円 635/1,536億円 平成25年

1.6 事 業 費：88/928億円 走行時間短縮便益：484/1,168億円

(残事業) 維持管理費：3.2/21億円 走行経費減少便益： 85/ 211億円

7.0 交通事故減少便益： 66/ 157億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～1.7（交通量 ±10％） 【残事業】交通量 ：B/C=5.6～8.3（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C=1.6～1.6（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C=6.4～7.7（事業費 ±10％）

事業期間：B/C=1.6～1.7（事業期間±20％） 事業期間：B/C=6.4～7.6（事業期間±20％）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道3号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道3号現道の交通が転換することで、交通渋滞が緩和され、交通安全性が向上

③地域産業の支援

・都市高速道路と一体的な広域ネットワークを形成し、黒崎バイパス沿道地域における更なる企業立地の

促進や定住環境の形成など地域の活性化に貢献

④生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

北九州市をはじめとする一般会員28団体、特別会員30名で構成される国道3号黒崎バイパス建設促進期

成会（会長：(株)安川電機特別顧問）により早期整備の要望を受けている。（平成28年11月）

北九州市の意見：

一般国道3号黒崎バイパスの道路事業は、企業活動を支援する物流の効率化や交通渋滞解消の効果など、

本市の産業振興や安全で快適な地域環境の改善に必要不可欠な事業です。このバイパスが全線供用するこ

とにより、その効果が最大限発揮されることから「九州地方整備局事業評価監視委員会に諮る対応方針（原

案）」のとおり事業を継続していただき、早期全線供用を望みます。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

北九州市の人口は減少傾向。一世帯あたりの自動車保有台数は横這い。国道3号（バイパス・現道）の

交通量は増加傾向。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成3年度に事業化、用地進捗率97%、事業進捗率84%（平成28年3月末時点）

平成20年度：黒崎北ランプ～陣 原ランプ間 延長2.9km（2/4）部分開通
くろさききた じんのはる

平成23年度：前田ランプ～皇后崎ランプ間 延長2.9km（4/4）開通
まえ だ こうがさき

平成24年度：東田ランプ～前田ランプ間 延長0.9km（2/4）部分開通
ひがしだ ま え だ

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

・地盤改良等の追加 【約 15億円増】

・架設計画の見直し 【約 5億円増】

・地下埋設物対応 【約 7億円増】

・沿道対策の実施 【約 8億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道3号 博多バイパス 区分 主体 九州地方整備局
は か た

起終点 自：福岡県福岡市東区下原 延長
ふくおかしひがしくしもばる

至：福岡県福岡市東区二又瀬 7.7km
ふくおかしひがしくふたまたせ

事業概要

博多バイパスは、国道3号の交通混雑の緩和や交通安全性の確保を図るとともに、博多港や福岡空港など

の広域交通拠点への円滑なアクセスを目的とした事業である。

Ｓ43年度事業化 Ｓ21年度都市計画決定 Ｓ44年度用地着手 Ｓ46年度工事着手

（Ｓ43年度変更）

全体事業費 約481億円 事業進捗率 91％ 供用済延長 4.4km

計画交通量 54,400～77,000台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 52/1,035億円 735/6,043億円 平成26年

5.8 事 業 費：36/971億円 走行時間短縮便益： 693/5,040億円

(残事業) 維持管理費：16/ 65億円 走行経費減少便益： 33/ 769億円

14.2 交通事故減少便益：8 .7/ 234億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=5.7～5.9（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=12.6～15.6（交通量 ±10%）

【事業全体】事業費 ：B/C=5.8～5.8（事業費 ±10%）【残事業】事業費 ：B/C=13.2～15.2（事業費 ±10%）

【事業全体】事業期間：B/C=5.8～5.8（事業期間±20%）【残事業】事業期間：B/C=13.8～14.5（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道3号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の確保

・生活道路（県道町川原福岡線等）への迂回交通が排除され、地域住民の安全性が向上

③物流・業務活動の支援

・国道3号や博多バイパスを利用する博多港や福岡空港からの物流支援

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（九州大学病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

福岡市をはじめとする9市8町で構成される福岡都市圏広域行政推進協議会（会長：福岡市長）により

早期整備の要望を受けている（平成28年8月）

福岡市の意見：

「対応方針（原案）案」に異存はありません。引き続き事業費の縮減並びに整備促進をお願いいたします。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は増加傾向。一世帯あたりの自動車保有台数は横這い。並行する国道3号現道の交通量は

増加傾向。



事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和43年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率91%（平成28年3月末時点）

昭和54年度：松島三丁目交差点～新二又瀬橋交差点間 延長1.9㎞（6/6）開通

平成元年度：松島交差点～松島三丁目交差点間 延長0.6km（6/6）開通

平成 7年度：松崎中学校前交差点～松島交差点間 延長0.8㎞（5/6）部分開通

平成16年度：若宮入口交差点～松崎中学校前交差点間 延長0.3㎞（5/6）部分開通

平成20年度：多々良中西交差点～若宮入口交差点間 延長0.8㎞（5/6）部分開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成29年度：福岡市東区下原～松島交差点間 延長5.2km（6/6）開通予定

施設の構造や工法の変更等

・地盤改良、盛土材改良の追加 【約 10億円増】

・処分費の追加 【約 5億円増】

・交通安全施設等の追加 【約 3.5億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道322号 八丁峠道路 区分 主体 九州地方整備局
はっちょうとうげ

起終点 自：福岡県嘉麻市大力 延長
か ま し だ い り き

至：福岡県朝倉市秋月野鳥 4.5km
あ さ く ら し あ き づ き の と り

事業概要

八丁峠道路は、国道322号における線形不良区間や異常気象時通行規制区間の解消を行い、交通安全性の

向上、道路の信頼性の確保等を目的とした事業である。

Ｈ18年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ20年度用地着手 Ｈ20年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約167億円 事業進捗率 47％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 5,400台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 113/153億円 186/186億円 平成25年

1.2 事 業 費：108/148億円 走行時間短縮便益：144/144億円

(残事業) 維持管理費：4.9/4.9億円 走行経費減少便益： 36/ 36億円

1.6 交通事故減少便益：5.6/5.6億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.1～1.3（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.5～1.7（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.1～1.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.5～1.8（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.2～1.2（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.6～1.7（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通安全性の向上

・線形不良区間や防災点検要対策箇所の通行回避による走行性及び交通安全性の向上

②道路の信頼性の向上

・異常気象時通行規制区間及び冬季の凍結による通行規制区間の回避

③生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

嘉麻市・朝倉市をはじめとする3市2町1村で構成される一般国道322号改修（トンネル）促進期成会（会

長：嘉麻市長）により早期完成の要望を受けている。（平成28年7月）

県の意見：

一般国道322号は、福岡県北九州市を起点とし、田川市、嘉麻市、朝倉市などを経て、久留米市に至る総

延長118.8㎞の幹線道路であり、地域の産業・経済活動の活性化など、地域社会を多面的に支援することを

期待されている路線である。

現在、福岡県としても、香春大任バイパス、嘉麻バイパス、千手バイパス、甘木大刀洗バイパス、第2大

刀洗バイパスの整備を重点的に進めているところである。

八丁峠道路は3㎞を超える長大トンネルを含み、高度な技術力と継続的に多額な工費を要すことから、今

後も国において、早期完成に向けた事業を継続することが必要と考える。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。交通量は横這い。一世帯あたりの自動車保有台数は福岡県や九州全体より

も多い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成18年度に事業化、用地進捗率100％、事業進捗率47％（平成28年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道208号 大川佐賀道路 区分 主体 九州地方整備局
おおかわ さ が

起終点 自：福岡県大川市大字大野島 延長
おおかわしおおあざおおのしま

至：佐賀県佐賀市嘉瀬町 9.0km
さ が し か せ ま ち

事業概要

大川佐賀道路は、地域高規格道路「有明海沿岸道路」の一部を形成し、地域間の連携及び交流の促進を

支援するとともに、並行する国道208号の交通混雑の緩和等を目的とした事業である。

Ｈ13年度事業化 Ｈ19年度都市計画決定 Ｈ24年度用地着手 Ｈ27年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約800億円 事業進捗率 6％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 27,900～39,600台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 564/650億円 1,557/1,557億円 平成28年

2.4 事 業 費：544/630億円 走行時間短縮便益：1,226/1,226億円

(残事業) 維持管理費： 19/ 19億円 走行経費減少便益： 227/ 227億円

2.8 交通事故減少便益： 104/ 104億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=2.2～2.6（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=2.5～3.0（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=2.2～2.6（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.5～3.1（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=2.1～2.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.4～3.0（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・三池港IC(福岡県)～(仮)白石3IC(佐賀県)間の所要時間の短縮により、沿岸8都市間の連携・交流を促進

し、沿岸地域全体の経済活性化を実現

②広域的な観光活動の支援

・佐賀空港から観光拠点へのアクセス性向上及び観光拠点間の結びつき強化による更なる観光客数の増加

③交通混雑の緩和

・国道208号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

④交通安全性の向上

・国道208号現道の交通が転換することで、交通渋滞が緩和され、交通安全性が向上

⑤医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（佐賀大学医学部附属病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑥生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見

佐賀市をはじめとする3市1町等で構成される有明海沿岸道路建設促進佐賀県期成会（会長：佐賀市長）
等により早期整備の要望を受けている。（平成28年8月）
県の意見：
（福岡県）

有明海沿岸道路は広域的な連携を担う地域高規格道路であり、地域にもたらす整備効果は広域的でかつ
大きいため、継続して整備すべきと考える。
（佐賀県）

整備を強く望んでいるところであり、継続することについては、異議ありません。
小さな都市が分散している当県において、地域や産業の活性化のためには、広域的な幹線道路ネットワ

ークの整備が不可欠と考えており、西九州自動車、有明海沿岸道路、佐賀唐津道路、国道498号の4つの幹
線道路の整備を重点項目に掲げて、最優先に取り組んでいます。

有明海沿岸道路は、福岡県大牟田市から鹿島市に至る重要な道路と認識しており、供用区間の延伸に伴
い、九州佐賀国際空港の利用者が増加し、空港ビル内のテナントの売上げも増加しています。また、本年4
月に発生した熊本地震のような災害発生時の避難、救急搬送などで重要な役割を担うことが期待されます。
このため、大川佐賀道路の整備が促進されることにより、有明海沿岸地域の連携が強化され、更なる人・
モノの交流の促進と防災機能の強化が期待されることから、早期に整備を進めていただきたい。

今後ともコスト縮減に努めていただくとともに、早期整備に努めていただきたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は福岡県・佐賀県合計及び九州

全体より高い。国道208号現道の交通量は約2万台/日で推移。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成13年度に事業化、用地進捗率13%、事業進捗率6%（平成28年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

・軟弱地盤層の変更に伴う増 【約36億円増】

・早津江川橋梁形式の見直しによる増 【約55億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道10号 豊前拡幅 区分 主体 九州地方整備局
ぶ ぜ ん

起終点 自：福岡県豊前市大字高田 延長
ぶ ぜ ん しおおあざた か た

至：大分県中津市三光佐知 5.9km
な か つ しさんこう さ ち

事業概要

豊前拡幅は、国道10号における交通混雑の緩和や交通安全性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ15年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ－年度用地着手 Ｈ15年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約60億円 事業進捗率 66％ 供用済延長 5.4km

計画交通量 17,600～26,100台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 15/88億円 28/137億円 平成28年

1.5 事 業 費： 14/68億円 走行時間短縮便益： 26/114億円

(残事業) 維持管理費：1.2/20億円 走行経費減少便益：2.1/9.2億円

1.9 交通事故減少便益：0.36/14億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～1.6（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.8～1.9（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.5～1.6（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.8～2.0（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.5～1.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.7～2.1（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道10号の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道10号の4車線整備による交通混雑の緩和により、交通安全性が向上

③産業振興の支援

・｢北部九州自動車産業アジア先進拠点推進構想｣に貢献し、地域経済の活性化を支援

④生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

行橋市をはじめとする2市5町で構成される東九州自動車道福岡県北東部建設推進協議会（会長：行橋市

長）により早期整備の要望を受けている。（平成28年7月）

県の意見：

（福岡県）一般国道10号豊前拡幅は東九州地域における主要な幹線道路であるとともに、北部九州の自動

車産業をはじめとする産業振興の基盤となる重要な道路であり、今後も早期完成に向け事業を

継続するべきと考える。

（大分県）早期整備を強く望んでいるところであり、事業の継続をお願いしたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。交通量は横這い。一世帯あたりの自動車保有台数は福岡県・大分県合計や

九州全体よりも多い。



事業の進捗状況、残事業の内容等

平成15年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率66%（平成28年3月末時点）

平成17年度：工業団地入口～大野瀬間 延長0.2km(4/4)開通
こうぎょうだんちいりぐち だ い の せ

平成20年度：大野瀬～八ツ並間 延長1.2km(4/4)開通
だ い の せ や つ な み

平成21年度：八ツ並～下野地間 延長2.1km(4/4)開通
や つ な み し も の じ

平成23年度：下野地～大池公園入口間 延長0.9km(4/4)開通
し も の じ おおいけこうえんいりぐち

平成24年度：大池公園入口～唐原間 延長1.0km(4/4)開通
おおいけこうえんいりぐち とうばる

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道34号 神埼佐賀拡幅 区分 主体 九州地方整備局
かんざき さ が

起終点 自：佐賀県神埼市神埼町本告牟田 延長
かんざきしかんざきまちもとおり む た

至：佐賀県佐賀市兵庫町大字渕 5.2km
さ が し ひょうごまちおおあざふち

事業概要

神埼佐賀拡幅は、国道34号の交通混雑の緩和や交通安全性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ4年度事業化 Ｈ3年度都市計画決定 Ｈ7年度用地着手 Ｈ12年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約153億円 事業進捗率 76％ 供用済延長 2.9km

計画交通量 23,100～35,300台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 37/180億円 146/295億円 平成25年

1.6 事 業 費： 31/163億円 走行時間短縮便益：134/269億円

(残事業) 維持管理費：5.4/ 16億円 走行経費減少便益：8.6/ 14億円

4.0 交通事故減少便益：4.0/ 12億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～1.8（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=3.5～4.5（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.6～1.7（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=3.7～4.4（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.5～1.8（事業期間±20%） 事業期間：B/C=3.3～4.5（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道34号の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道34号の4車線整備による交通混雑の緩和により、交通安全性が向上

③医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（佐賀大学医学部附属病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

④生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

佐賀市をはじめとして構成される国道34号（神埼佐賀拡幅・江北バイパス）整備促進期成会(会長：佐賀

市長）により早期整備の要望を受けている。（平成28年8月）

県の意見：

整備を強く望んでいるところであり、継続することについては、異議ありません。

小さな都市が分散している当県において、地域や産業の活性化のため、有明海沿岸道路、佐賀唐津道路

などの広域幹線道路と、これを補完する国道3号、国道34号などで形成される幹線道路ネットワークの整備

に取り組んでいます。

国道34号神埼佐賀拡幅は、当区間に点在する3箇所の主要渋滞箇所の解消、交通混雑の緩和などに寄与し、

時間短縮や定時性の確保がなされ、更なる人・モノの交流が促進されると期待していることから、引き続

き整備を進めていただきたい。

引き続き残区間の早期整備に努めていただきたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は九州全体より高い。国道34号

の交通量は約2.8万台/日で推移。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成4年度に事業化、用地進捗率42%、事業進捗率76%（平成28年3月末時点）

平成17年度：上犬童交差点～堀立西交差点間 延長0.8km（4/4）開通
かみいんどう ほりたてにし

平成22年度：堀立西交差点～下渕交差点間 延長2.1km（4/4）開通
ほりたてにし しもふち

平成27年度：姉川地区 延長0.5km（2/4）橋架替完了
あねがわ

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道34号 大村拡幅 区分 主体 九州地方整備局
おおむら

起終点 自：長崎県大村市杭出津一丁目 延長
おお むら し く い で つ

至：長崎県大村市久原二丁目 3.7km
おお むら し く ば ら

事業概要

大村拡幅は、国道34号の交通混雑緩和や交通安全性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ3年度事業化 Ｈ2年度都市計画決定 Ｈ9年度用地着手 Ｈ11年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約144億円 事業進捗率 94％ 供用済延長 3.2km

計画交通量 36,400～46,000台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 11/177億円 15/321億円 平成25年

1.8 事 業 費：9.4/163億円 走行時間短縮便益： 14/308億円

(残事業) 維持管理費：1.2/ 14億円 走行経費減少便益：0.28/9.3億円

1.4 交通事故減少便益：0.74/2.9億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.6～1.9（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.1～1.8（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.7～1.8（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.3～1.5（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.8～1.8（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.3～1.4（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道34号の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道34号の円滑な流動の確保により、交通安全性が向上

③産業振興の支援

・物流の効率化や企業活動の活性化及び沿線地域の製造品出荷額の増加に貢献

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設(国立長崎医療センター)への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

大村市をはじめとする議会、商工会等で構成される「国道34号等大村市内幹線道路整備促進期成会（会

長：大村市長）」により早期整備の要望を受けている。（平成28年5月）

県の意見：

一般国道34号は、東彼杵町から大村市を経由して長崎市に至る本県の大動脈であり、県内の経済・文化

活動および市民生活を支える上で重要な路線です。

このうち、当該事業の開通区間においては、整備が進むにつれ渋滞の緩和など効果が現れております。

しかしながら、事業中区間において、交通量が一日4万台を超え道路の交通容量を大きく上回っている状

況であり、また、幅員が狭く交通混雑に起因する事故の危険性も高くなっています。

このような状況であることから、事業を継続し、早期の完成に向けて取り組んでいただきますようお願

いします。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

大村市の人口は増加傾向。国道34号の交通量は約4.4万台／日で推移。一世帯あたりの自動車保有台数は

長崎県や九州平均を上回り高い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成3年に事業化、用地進捗率95%、事業進捗率94%（平成28年3月末時点）

平成14年度：市役所前交差点～大村高前交差点 延長0.5km（4/4）開通
お お む ら こう

平成20年度：大村高前交差点～玖島中前交差点 延長0.5km（4/4）開通
お お む ら こう く しま ちゅう

平成20年度：主水町交差点～市役所前交差点 延長1.0km（4/4）開通
か こ ま ち

平成21年度：玖島中前交差点～国立医療センター入口交差点 延長0.3km（4/4）開通
く しま ちゅう

平成22年度：国立医療センター入口交差点～久原2丁目交差点 延長0.2km（4/4）開通
く ば ら

平成23年度：久原2丁目交差点～与崎交差点 延長0.7km（4/4）開通
く ば ら よ ざき

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道57号 森山拡幅 区分 主体 九州地方整備局
もりやま

起終点 自：長崎県雲仙市愛野町乙字境ノ尾下 延長
う ん ぜ ん し あ い の ま ち お つ あ ざ さ か い の お し た

至：長崎県諫早市長野町 7.6km
いさはやしな が のまち

事業概要

森山拡幅は、国道57号の交通混雑緩和や交通安全性の向上等を図るとともに、地域高規格道路「島原道

路」の一部を構成し、広域ネットワークを形成する事業である。

Ｓ63年度事業化 Ｈ元年度都市計画決定 Ｈ8年度用地着手 Ｈ11年度工事着手

（Ｈ19年度変更）

全体事業費 約519億円 事業進捗率 60％ 供用済延長 1.6km

計画交通量 12,300～31,400台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 213/506億円 389/805億円 平成25年

1.6 事 業 費：204/490億円 走行時間短縮便益：335/717億円

(残事業) 維持管理費：9.2/ 16億円 走行経費減少便益： 29/ 60億円

1.8 交通事故減少便益： 25/ 28億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.3～1.8（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.6～2.0（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.5～1.7（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.7～2.0（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.5～1.6（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.7～1.9（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域ネットワークの形成・地域間交流の支援
・沿線都市と広域交通拠点との所要時間短縮や高速定時性の確保を図り、島原地域の観光交流促進や農産
物等の物流効率化に貢献

②交通混雑の解消・緩和
・国道57号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上
③交通安全性の向上
・国道57号現道の交通混雑緩和により、交通安全性が向上
④医療施設までのアクセス改善
・第三次救急医療施設(国立長崎医療センター)への救急搬送時間短縮による救命率の向上
⑤生活環境の改善
・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

諫早市をはじめとする4市で構成される①「一般国道57号等県南地域幹線道路整備促進期成会（会長：諫

早市長）」や②「島原半島振興対策協議会（会長：島原市長）」等により早期整備の要望を受けている。

（①平成28年11月、②平成28年11月）

県の意見：

一般国道57号は、県央地区と島原半島の繋ぐ路線であり、物流の効率化や交流人口の拡大、観光振興な

どに貢献する重要な幹線道路となっています。

このうち、事業中区間は、地域高規格道路である島原道路の一部を構成し、九州横断自動車道などと一

体となって広域ネットワークを形成する路線として、将来に大きな期待を寄せているところです。

このような状況であることから、事業を継続し、早期の完成に向けて取り組んでいただきますようお願

いします。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

諫早市の人口は近年減少傾向。国道57号の交通量は約2.4万台/日で推移。一世帯あたりの自動車保有台

数は長崎県や九州全体を上回り高い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和63年度に事業化、用地進捗率97%、事業進捗率60%（平成28年3月末時点）

平成21年度：尾崎交差点～長野町交差点 延長1.6km（4/4）開通
お ざ き な が の ま ち

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

・地盤改良工の影響を考慮した工法適用範囲の見直し 【約 6億円増】

・地盤改良深さの変更 【約 4億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 高速自動車国道 事業 国土交通省

九州横断自動車道延岡線 嘉島JCT～矢部 区分 主体 九州地方整備局
か し ま や べ

起終点 自：熊本県上益城郡嘉島町大字井寺 延長
かみましきぐんかしままちおおあざい て ら

至：熊本県上益城郡山都町 城平 23.0km
かみましきぐんやまとちょうじょうひら

事業概要

九州地方中央部を横断する高速道路ネットワークの一部を形成し、熊本県と宮崎県の連携強化や災害に

強い広域的なネットワークの構築を目的とした事業である。

Ｈ10年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ17年度用地着手 Ｈ17年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約806億円 事業進捗率 65％ 供用済延長 1.8km

計画交通量 10,300～14,700台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 235/930億円 1,063/1,076億円 平成28年

1.2 事 業 費： 188/879億円 走行時間短縮便益: 824/837億円

(残事業) 維持管理費： 47/ 50億円 走行経費減少便益: 156/156億円

4.5 交通事故減少便益: 83/ 83億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.1～1.3（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=4.2～5.1（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.1～1.2（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=4.2～5.0（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.1～1.2（事業期間±20%） 事業期間：B/C=4.4～4.8（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・熊本市～延岡市間の所要時間短縮に加え、沿線地域住民の生活圏の拡大や沿線地域間の交流･連携の促進

・大規模災害発生時における救援ルートの多重化と広域化

②地域産業の支援

・丸太運搬の効率性・走行性が向上し、地域産業の活性化に貢献

③医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設(済生会熊本病院)への救急搬送時間短縮による救命率の向上

④災害時の移動経路確保

・災害リスク箇所の回避による安全性向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

山都町、御船町長等で構成される①九州中央自動車道建設促進期成会（会長：山都町長）、宮崎・熊本県
知事や沿線市町長で構成される②九州中央自動車道建設促進協議会（会長：宮崎県知事）等により早期整
備の要望を受けている。（①平成28年8月、②平成28年10月）
県の意見：

九州横断自動車道延岡線(嘉島JCT～矢部)に関する国の｢対応方針(原案)｣案については、異存ありません。
本路線は、九州の横軸として熊本県と宮崎県を結び、観光や物流など沿線地域へ多くの経済効果(ストッ

ク効果)が期待される道路であるとともに、｢九州を支える広域防災拠点構想｣を策定した本県においては、
九州内で広域的かつ甚大な災害が発生した場合、相互に｢支援｣・｢受援｣が可能となる｢命の道｣にもなる道
路であります。

また、先の｢平成28年熊本地震｣の際には、国道218号及び国道445号が通行不能となり、地域住民の生活
はもとより、県内ひいては九州全体の経済活動に大きな影響が出たため、改めて九州の横軸の脆弱さとリ
ダンダンシーの確保の必要性を強く感じたところです。

以上のことから、本県としては、早期の全線の完成供用を切望しております。
なお、引き続きコスト縮減に努めて頂きますようお願いします。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は熊本県及び九州全体よりも多

い。国道218号と国道445号現道の交通量は横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成10年度に事業化、用地進捗率99%、事業進捗率65%(平成28年3月末時点)

平成25年度：嘉島JCT～小池高山IC間 延長1.8km（2/2）開通
かしま こいけたかやま

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成30年度：小池高山IC～(仮称)北中島IC 延長10.8km（2/2）開通予定

施設の構造や工法の変更等

・盛土材改良の追加 【約 49億円増】
・法面地滑り対策の追加 【約 55億円増】
・トンネル支保工及び補助工法の変更【約 22億円増】
・トンネル坑口部崩落対策の追加 【約 14億円増】
・排水構造物等の見直し 【約 34億円増】
・土砂運搬計画の見直し 【約 9億円増】
・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道3号 熊本北バイパス 区分 主体 九州地方整備局
くまもときた

起終点 自：熊本県熊本市北区四方寄町 延長
くまもとし き た く よ も ぎ まち

至：熊本県熊本市東区新南部四丁目 7.6km
くまもとしひがしくし ん な べよんちょうめ

事業概要

国道3号熊本北バイパスは、熊本都市圏内の環状道路網の一部となり熊本市及び沿線地域の交通混雑の緩

和や交流・連携機能の確保等を目的とした事業である。

Ｓ48年度事業化 Ｓ49年度都市計画決定 Ｓ51年度用地着手 Ｓ60年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約814億円 事業進捗率 93％ 供用済延長 7.6km

計画交通量 33,200～47,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 65/1,254億円 1,017/5,860億円 平成25年

4.7 事 業 費：58/1,207億円 走行時間短縮便益:858/5,225億円

(残事業) 維持管理費：7.4/47億円 走行経費減少便益: 98/455億円

15.6 交通事故減少便益: 61/180億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=4.1～5.1（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=13.9～17.2（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=4.7～4.7（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=14.4～17.2（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=4.6～4.8（事業期間±20%） 事業期間：B/C=14.9～16.4（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・熊本都市圏内の環状道路網の一部を形成し、熊本市及び沿線地域の交通混雑の緩和ならびに地域間の交

流・連携機能の確保等に貢献

②交通混雑の緩和

・国道3号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

③交通安全性の向上

・国道3号現道の交通が転換することで、交通渋滞が緩和され、交通安全性が向上

④産業振興の支援

・大型商業施設が新たに立地し、産業振興を支援

⑤医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（熊本赤十字病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑥生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見

熊本市長、合志市長等で構成される地域高規格熊本環状道路建設促進期成会（会長：熊本市長）等によ
り、早期整備の要望を受けている。（平成28年8月）
県の意見：

一般国道3号熊本北バイパスに関する国の｢対応方針(原案)｣案については、異存ありません。
本路線は、熊本環状道路を形成し、地域間交流や連携を促進し、熊本都市圏の拠点性向上の実現のため

に必要な道路であるとともに、熊本都市圏の渋滞対策として大きな役割を果たす道路でもあり、｢熊本都市
圏都市交通アクションプログラム｣にも、骨格幹線道路網として位置付けています。

また、先の｢平成28年熊本地震｣の際には、九州の縦軸である九州縦貫自動車道が、一時通行不能となり、
国道3号の大渋滞を引き起こし、地域住民の生活はもとより、支援物資の輸送や救援活動に大きな影響が出
たため、改めて九州の縦軸のリダンダンシーの確保の必要性を強く感じたところです。

以上のことから、本県としては、一日も早い全線の完成供用を切望しており、今後とも、なお一層の整
備推進をお願いします。
市の意見：

熊本都市圏の環状道路を形成する重要な路線であり、熊本市における交通渋滞の緩和にも効果が高い事
業である。また、費用対効果も十分に高い事業と認められるため、引き続き事業推進を行う必要がある。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は増加傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は熊本県及び九州全体よりも少

ない。国道3号現道の交通量は減少傾向にあるが、バイパスの交通量は増加傾向。

事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和48年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率93%（平成28年3月末時点）

平成 3年度：陣内西～新南部間 延長1.0km（4/4）開通
じんないにし しん な べ

平成10年度：麻生田～陣内西間 延長3.2km（2/4）部分開通
あ そ う だ じんないにし

平成13年度：陣内橋～陣内西間 延長1.0km（4/4）開通
じんないばし じんないにし

平成15年度：麻生田～陣内橋間 延長2.2km（4/4）開通
あ そ う だ じんないばし

平成19年度：須屋高架橋～麻生田間 延長1.6km（4/4）開通
す や こうかきょう あ そ う だ

平成26年度：四方寄町～須屋高架橋間 延長1.8km（2/4）部分開通
よ も ぎ まち す や こうかきょう

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

・地盤改良の追加 【約 10億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道57号 滝室坂道路 区分 主体 九州地方整備局
たきむろざか

起終点 自：熊本県阿蘇市波野大字小地野 延長
あ そ し なみの おおあざ しょう ち の

至：熊本県阿蘇市一の宮町坂梨 6.3km
あ そ し いち みや まちさかなし

事業概要

国道57号滝室坂道路は、地域高規格道路｢中九州横断道路｣の一部を形成し、災害発生時の代替路確保、

走行性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ25年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ－年度用地着手 Ｈ－年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約347億円 事業進捗率 1％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 7,400台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 287/292億円 339/339億円 平成28年

1.2 事 業 費：280/285億円 走行時間短縮便益: 232/232億円

(残事業) 維持管理費：7.0/7.0億円 走行経費減少便益: 86/ 86億円

1.2 交通事故減少便益: 21/ 21億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.1～1.2（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.1～1.3（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.1～1.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.1～1.3（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.1～1.2（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.1～1.2（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・大分県と熊本県の沿線各都市間の所要時間短縮や高速定時性の確保が図られ、観光・交流促進等に貢献

・大規模災害発生時における救援ルートの多重化と広域化

②災害に強いネットワークの構築

・災害時における代替路を確保し、災害に強いネットワークを形成

③物流効率化の支援

・災害時の迂回、線形不良等による運転手への負担軽減や所要時間短縮が図られ、物流の効率化を支援

④交通安全性の向上

・線形不良箇所及び路面凍結の回避が可能となり、走行性向上及び交通安全性が向上

⑤災害時の移動経路確保

・災害リスク箇所の回避による安全性向上

⑥生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見

合志市、阿蘇市等で構成される①中九州・地域高規格道路推進期成会（会長：合志市長）、②中九州・地

域高規格道路促進期成会（会長：阿蘇市長）により早期整備の要望を受けている。

（①平成27年10月、②平成28年11月）

県の意見：

一般国道57号滝室坂道路に関する国の｢対応方針(原案)｣案については、異存ありません。

本路線は、中九州横断道路の一部となり、熊本県と大分県が結ばれることで、観光や物流など沿線地域

へ多くの経済効果(ストック効果)が期待される道路であるとともに、｢九州を支える広域防災拠点構想｣を

策定した本県においては、九州内で広域的かつ甚大な災害が発生した場合、相互に｢支援｣・｢受援｣が可能

となる｢命の道｣にもなる道路であります。

また、先の｢平成28年熊本地震｣で、熊本と大分を結ぶ唯一の幹線道路である国道57号が寸断され、地域

住民の生活はもとより、県内ひいては九州全体の経済活動に大きな影響が出ているため、改めて九州の横

軸の脆弱さとリダンダンシーの確保の必要性を強く感じたところです。

以上のことから、本県としては、早期の全線の完成供用を切望しております。

なお、引き続きコスト縮減に努めて頂きますようお願いします。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は熊本県及び九州全体よりも多

い。国道57号現道の交通量は増加傾向。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成25年度に事業化、用地進捗率0%、事業進捗率1%（平成28年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

・トンネル補助・掘削工法の変更 【約107億円増】

・トンネル延長の変更 【約 10億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道57号 熊本宇土道路 区分 主体 九州地方整備局
くまもと う と

起終点 自：熊本県熊本市南区海路口町 延長
くまもとしみなみく う じ ぐちまち

至：熊本県宇土市城 塚 町 3.8km
う と し じょうつかまち

事業概要

熊本宇土道路は、地域高規格道路｢熊本天草幹線道路｣の一部を形成し、熊本地域と天草地域の地域間連

携の強化、国道3号,57号の交通混雑の緩和や交通安全性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ9年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ13年度用地着手 Ｈ18年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約404億円 事業進捗率 33％ 供用済延長 0.0km

計画交通量 14,200台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 221/358億円 601/601億円 平成25年

1.7 事 業 費：211/348億円 走行時間短縮便益:479/479億円

(残事業) 維持管理費：9.8/9.8億円 走行経費減少便益: 85/ 85億円

2.7 交通事故減少便益: 36/ 36億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.6～1.8（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=2.5～2.9（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.5～1.9（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.0～3.0（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.5～1.9（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.4～3.1（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・熊本宇土道路を含む｢熊本天草幹線道路｣の整備により、観光施設へのアクセス性が向上

②交通混雑の緩和

・国道3号及び国道57号現道の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

③交通安全性の向上

・国道3号及び国道57号現道の交通の分散化が図られ、交通安全性が向上

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設(済生会熊本病院)への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見

天草市をはじめとする5市町で構成される①熊本・天草間幹線道路整備促進期成会（会長：天草市長）、
宇土市長等により構成される②宇土市長、宇土市議会及び同地域高規格道路促進等対策特別委員会等によ
り早期整備の要望を受けている。（①平成28年8月、②平成28年10月）
県の意見：

一般国道57号熊本宇土道路に関する国の｢対応方針(原案)｣案については、異存ありません。
本路線は、県内の広域高速ネットワークを形成する地域高規格道路｢熊本天草幹線道路｣の一部を担い、

熊本都市圏と県内主要都市を半日行動圏とする｢90分構想｣の実現と熊本都市圏の拠点向上の実現のために
必要な道路であるとともに、物流の効率化などに寄与する道路でもあり、｢熊本都市圏都市交通アクション
プログラム｣にも骨格幹線道路網として位置付けています。

このように、熊本都市圏と天草地域を結ぶ地域高規格道路である｢熊本天草幹線道路｣の必要性を強く感
じているところです。

以上のことから、本県としては、一日も早い全線の完成供用を切望しており、今後とも、なお一層の整
備推進をお願いします。
市の意見：

本路線の整備によって、並行する国道3号や国道57号の渋滞緩和が期待されるほか、県内の主要観光地で
ある天草地域へのアクセス性の向上による観光や経済面での効果も期待されることから、引き続き事業推
進を行う必要がある。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は増加傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は熊本県及び九州全体よりも少

ない。国道57号現道の交通量は横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成9年度に事業化、用地進捗率99%、事業進捗率33%（平成28年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道3号 芦北出水道路 区分 主体 九州地方整備局
あしきたい ず み

起終点 自：熊本県葦北郡芦北町花岡 延長
あしきたぐんあしきたまちはなおか

至：鹿児島県出水市下知識町 29.6km
い ず み ししもちしきちょう

事業概要

芦北出水道路は、高規格幹線道路「南九州西回り自動車道」の一部を形成し、災害時の代替路の確保や

地域産業の活性化等の支援を目的とした事業である。

Ｈ5年度事業化 Ｈ17,18年度都市計画決定 Ｈ11年度用地着手 Ｈ20年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約1,568億円 事業進捗率 39％ 供用済延長 7.7km

計画交通量 19,300～25,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 711/1,519億円 1,734/2,466億円 平成28年

1.6 事 業 費：638/1,433億円 走行時間短縮便益：1,354/1,825億円

(残事業) 維持管理費： 73/ 86億円 走行経費減少便益： 247/ 430億円

2.4 交通事故減少便益： 133/ 211億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.02～2.1（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.5～3.1（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C= 1.6～1.7（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.2～2.7（事業費 ±10%）

事業期間：B/C= 1.5～1.7（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.3～2.6（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・八代市～鹿児島市を結ぶ南九州西岸地域の沿線各都市間の所要時間短縮により九州南西部の地域経済の

活性化、高速定時性を確保

②災害に強いネットワークの構築

・災害・事故発生時における国道3号や九州縦貫自動車道の代替機能確保

③医療施設までのアクセス改善

・第二次救急医療施設（熊本労災病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

④地域産業の支援

・輸送時間の短縮による水産品の翌日売り圏域拡大等、地域産業の活性化に貢献

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2



関係する地方公共団体等の意見

出水市をはじめとする自治体（9市4町）で構成される南九州西回り自動車道建設促進期成会（会長：出
水市長）から早期完成の要望を受けている。（平成28年11月）
県の意見：
（熊本県）今回、意見照会のありました一般国道3号芦北出水道路に関する国の「対応方針（原案）」案に
ついては、異存ありません。

本道路は九州南部の高速ネットワークを形成する高規格幹線道路「南九州西回り自動車道」の一部を担
い、災害時の代替路の確保や地域産業の活性化等を図る重要な道路です。

また、水俣病により疲弊した水俣・芦北地域の振興を図るうえで重要な道路であり、昭和53年の閣議了
解を踏まえ第六次にわたり県が策定している「水俣・芦北地域振興計画」の中においても、「南九州西回り
自動車道」の整備促進を重要な施策として掲げています。

以上のことから、本県としては、一日も早い全線の完成供用を切望しており、今後とも、なお一層の整
備推進をお願いします。
（鹿児島県）「対応方針（原案）」案の「継続」については、異存ありません。

当該道路は、九州縦貫自動車道等とともに広域的な高速交通ネットワークを形成し、九州の一体的浮揚
に寄与するだけでなく、沿線地域の交流連携の強化、産業・観光の振興など、今後の地域の浮揚発展に大
きく貢献することや、原子力災害を含む大規模災害発生時における沿線住民の迅速な避難や物資の緊急輸
送などに大きな役割を担うことなどから、事業の継続をお願いするとともに、できる限り早期に整備完了
していただきたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域（芦北町，津奈木町，水俣市，出水市）の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車

保有台数は熊本県・鹿児島県合計及び九州全体より多い。国道3号現道の交通量は横這い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成5年度に事業化、用地進捗率72%、事業進捗率39%（平成28年3月末時点）

平成27年度：芦北IC～津奈木IC間 延長7.7km（2/4）部分開通
あしきた つ な ぎ

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成30年度：津奈木IC～水俣IC(仮称)間 延長5.6km（2/4）開通予定
つ な ぎ みなまた

施設の構造や工法の変更等

・法面変状・地滑り対策の追加 【約 26億円増】
・架設工法の変更 【約 17億円増】
・盛土材料の変更 【約 12億円増】
・盛土構造から橋梁構造への変更 【約28.4億円増】
・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道57号 大野竹田道路 区分 主体 九州地方整備局
お お の た け た

起終点 自：大分県豊後大野市大野町田中 延長
ぶ ん ご お お の し お お の ま ち た な か

至：大分県竹田市大字会々 12.3km
たけたしおおあざあいあい

事業概要

大野竹田道路は、「中九州横断道路」の一部を形成し、大分市～熊本市間の広域的な連携を図り、沿線

地域の産業発展や地域活性化の支援等を目的とした事業である。

Ｈ18年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ20年度用地着手 Ｈ20年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約446億円 事業進捗率 71％ 供用済延長 6.3km

計画交通量 11,600～13,600台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 85/508億円 236/565億円 平成28年

1.1 事 業 費：70/475億円 走行時間短縮便益：172/428億円

(残事業) 維持管理費：16/ 33億円 走行経費減少便益： 39/ 81億円

2.8 交通事故減少便益： 26/ 56億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.02～1.2（交通量 ±10％） 【残事業】交通量 ：B/C=2.5～3.1（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C=1.1 ～1.1（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C=2.6～3.0（事業費 ±10％）

事業期間：B/C=1.1 ～1.1（事業期間±20％） 事業期間：B/C=2.7～2.8（事業期間±20％）

事業の効果等

①広域交通ネットワークの形成

・沿線各都市間の所要時間短縮や高速定時性が図られ、観光・交流促進等に貢献

②地域産業の支援

・輸送時間短縮により、価格の高い関東方面への出荷量増加や出荷先拡大が期待され、地域産業を支援

③交通安全性の向上

・線形不良箇所の回避が可能となり、交通安全性が向上

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設からの60分圏域拡大及び救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

竹田市をはじめとする3市で構成される①中九州・地域高規格道路促進期成会（会長：阿蘇市長）、中九

州横断道路沿線市で構成される②豊肥・地域高規格道路促進期成会（会長：竹田市長）により早期整備の

要望を受けている。（①平成28年11月、②平成28年11月）

県の意見：

早期整備を強く望んでいるところであり、事業の継続をお願いしたい。なお、事業費については引き続

きコスト縮減を図って頂きたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は減少傾向。沿線地域の一世帯あたりの自動車保有台数は大分県及び九州全体よりも多

い。国道57号の交通量は増加傾向。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成18年度に事業化、用地進捗率99％、事業進捗率71％（平成28年3月末時点）

平成26年度：大野IC～朝地IC間 延長6.3km（2/2）開通
お お の あ さ じ

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成30年度：朝地IC～（仮称）竹田IC間 延長6.0km（2/2）開通予定
あ さ じ た け た

施設の構造や工法の変更等

・地盤改良深さの見直し 【約 17億円増】

・土質区分の見直し 【約 27億円増】

・湧水対策等の追加 【約 17億円増】

・工事用道路及び里道等の計画見直し 【約 9億円増】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道212号 三光本耶馬渓道路 区分 主体 九州地方整備局
さ ん こ う ほ ん や ば け い

起終点 自：大分県中津市三光西秣 延長
な か つ し さんこうにしまくさ

至：大分県中津市本耶馬渓町落合 12.8km
な か つ し ほ ん や ば け い ま ち おちあい

事業概要

三光本耶馬渓道路は、地域高規格道路「中津日田道路」の一部を形成し、物流の効率化や災害に強い道

路ネットワークの構築等を目的とした事業である。

Ｈ19年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｈ21年度用地着手 Ｈ22年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約466億円 事業進捗率 16％ 供用済延長 0.0 km

計画交通量 12,500～12,900台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 307/347億円 424/424億円 平成25年

1.2 事 業 費：293/333億円 走行時間短縮便益：306/306億円

(残事業) 維持管理費： 14/ 14億円 走行経費減少便益： 66/ 66億円

1.4 交通事故減少便益： 52/ 52億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.2～1.3（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.3～1.4（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.1～1.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.3～1.5（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.04～1.3（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.2～1.5（事業期間±20%）

事業の効果等

①災害に強い道路ネットワークの構築

・災害時に国道212号の代替路になる道路ネットワークを構築

②生産性向上

・東九州自動車道や重要港湾中津港と一体となって各産業の経済活動及び物流の効率化を支援

③交通安全性の向上

・線形不良箇所の回避が可能となり、交通安全性が向上

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（新別府病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

中津市、日田市、宇佐市の3市の首長・議会議長で構成される中津日田間地域高規格道路促進期成会（会

長：中津市長）等より早期整備の要望を受けている。（平成28年11月）。

県の意見：

早期整備を強く望んでいるところであり、事業の継続をお願いしたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口、一世帯当たりの自動車保有台数、及び交通量は横這い。



事業の進捗状況、残事業の内容等

平成19年度に事業化、用地進捗率59%、事業進捗率16%（平成28年3月末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成30年度：中津IC～（仮称）田口IC間 延長2.8km（2/2）開通予定

施設の構造や工法の変更等

・本線構造の見直し 【約40億円増】

・補強土壁の壁面パネル大型化 【約0.2億円減】

・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実なコスト縮減に努める

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道10号 門川日向拡幅 区分 主体 九州地方整備局
かどがわひゅうが

起終点 自：宮崎県東臼杵郡門 川 町加草 延長
ひがしうすきぐんかどがわちょう か くさ

至：宮崎県日向市大字平岩 12.8km
ひゅうがしおおあざひらいわ

事業概要

門川日向拡幅は、国道10号の交通混雑や交通安全性の課題の解消及び高速ICへのアクセス向上等を目的

とした事業である。

Ｓ45年度事業化 Ｈ8年度都市計画決定 Ｈ12年度用地着手 Ｈ14年度工事着手

（Ｈ20年度変更）

全体事業費 約314億円 事業進捗率 88％ 供用済延長 11.3km

計画交通量 13,600～34,500台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 41/683億円 109/2,894億円 平成25年

4.2 事 業 費： 35/603億円 走行時間短縮便益:98/2,618億円

(残事業) 維持管理費：5.8/ 80億円 走行経費減少便益:6.8/ 172億円

2.7 交通事故減少便益:3.8/ 103億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=4.2～4.3（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=2.7～2.8（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=4.2～4.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.5～3.0（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=4.2～4.2（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.5～2.8（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道10号の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・国道10号の4車線整備による交通混雑の緩和により、交通安全性が向上

③地域間の連携・物流効率化の支援

・重要港湾の細島港へのアクセス向上により、港湾物流の効率化を支援

④医療施設までのアクセス改善

・第三次救急医療施設（県立延岡病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

日向市をはじめとする1市2町2村の議会議長で構成される日向市・東臼杵郡町村議会議長連合会（会長：

日向市議会議長）により早期整備の要望を受けている。（平成27年8月）

県の意見：

一般国道10号門川日向拡幅につきましては、これまで、全延長12.8ｋｍのうち、約11.3ｋｍが供用され、

交通混雑の緩和や交通安全性の向上などに一定の効果が現れており、「対応方針（原案）」案の「継続」に

ついて異論はありません。

当該事業につきましては、地元自治体からも強い要望がなされているところであり、残る1.5ｋｍの区間

につきましても、早期に供用予定時期を示した上で、より一層の整備推進をお願いします。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域の人口は近年減少傾向。国道10号の交通量は約2万台/日で推移。一世帯あたりの自動車保有台

数は宮崎県や九州全体を上回り高い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

昭和45年度に事業化、用地進捗率94%、事業進捗率88%（平成28年3月末時点）

平成6年度：門川地区 延長4.9km（4/4）開通
かどかわ

平成9年度：日向地区 延長4.9km（4/4）開通
ひゆうが

平成17年度：新 生 町交差点付近 延長0.3km（4/4）開通
しんせいちよう

平成21年度：長 江交差点付近 延長0.4km（4/4）開通
ちようこう

平成25年度：お倉ヶ浜交差点付近 延長0.8km（4/4）開通
くら はま

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道3号 出水阿久根道路 区分 主体 九州地方整備局
い ず み あ く ね

起終点 自：鹿児島県出水市下知識町 延長
い ず み し しもちしきちょう

至：鹿児島県阿久根市鶴川内 14.9km
あ く ね し つるがわうち

事業概要

出水阿久根道路は、高規格幹線道路「南九州西回り自動車道」の一部を形成し、災害時の代替路の確保

や地域産業の活性化等の支援を目的とした事業である。

Ｈ9年度事業化 Ｈ17年度都市計画決定 Ｈ18年度用地着手 Ｈ19年度工事着手

（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約555億円 事業進捗率 70％ 供用済延長 8.2km

計画交通量 20,100～24,500台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 136/ 629億円 382/ 1,112億円 平成28年

1.8 事 業 費：108/576億円 走行時間短縮便益：308/858億円

(残事業) 維持管理費： 28/ 53億円 走行経費減少便益： 32/123億円

2.8 交通事故減少便益： 43/131億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.5～2.1（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=2.1～3.7（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.7～1.8（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=2.6～3.1（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.7～1.8（事業期間±20%） 事業期間：B/C=2.7～2.9（事業期間±20%）

事業の効果等

①広域ネットワークの形成

・八代市～鹿児島市を結ぶ南九州西岸地域の沿線各都市間の所要時間短縮により九州南西部の地域経済の

活性化、高速定時性を確保

②災害に強いネットワークの構築

・災害・事故発生時における国道3号や九州縦貫自動車道の代替機能確保

③地域産業の支援

・輸送時間の短縮による水産品の翌日売り圏域拡大等、地域産業の活性化に貢献

④医療施設へのアクセス改善

・第二次救急医療施設（出水郡医師会広域医療センター）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

⑤生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

出水市をはじめとする自治体（9市4町）で構成される南九州西回り自動車道建設促進期成会（会長：出

水市長）から早期完成の要望を受けている。（平成28年11月）

県の意見：

「対応方針（原案）」案の「継続」については、異存ありません。

当該道路は、九州縦貫自動車道等とともに広域的な高速交通ネットワークを形成し、九州の一体的浮揚

に寄与するだけでなく、沿線地域の交流連携の強化、産業・観光の振興など、今後の地域の浮揚発展に大

きく貢献することや、原子力災害を含む大規模災害発生時における沿線住民の迅速な避難や物資の緊急輸

送などに大きな役割を担うことなどから、事業の継続をお願いするとともに、できる限り早期に整備完了

していただいきたい。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

沿線地域（出水市、阿久根市）の人口は減少傾向。交通量は約1.8万台/日で推移。一世帯あたりの自動

車保有台数は鹿児島及び九州全体を上回り高い。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成9年度に事業化、用地進捗率100%、事業進捗率70%（平成28年3月末時点）

平成26年度：阿久根北IC～阿久根IC間 延長4.2km（2/4）部分開通

平成27年度：野田IC～阿久根北IC間 延長4.0km（2/4）部分開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

平成28年度：高尾野北IC～野田IC 延長2.8km（2/4）開通予定

平成29年度：出水IC～高尾野北IC 延長3.9km（2/4）開通予定

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 一般国道 事業 国土交通省

一般国道3号 鹿児島東西道路 区分 主体 九州地方整備局
か ご し まとうざい

起終点 自：鹿児島県鹿児島市田上八丁目 延長
か ご し ま し た が み

至：鹿児島県鹿児島市上荒田町 3.4km
か ご し ま し うえあらたちょう

事業概要

国道3号鹿児島東西道路は、中心市街地へのアクセス機能の強化 、国道3号の交通混雑の緩和や交通安全

性の向上等を目的とした事業である。

Ｈ13年度事業化 Ｈ12年度都市計画決定 Ｈ14年度用地着手 Ｈ17年度工事着手

（Ｈ25年度変更）

全体事業費 約808億円 事業進捗率 約33％ 供用済延長 2.2km

計画交通量 20,800～47,100台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) 398/749億円 627/910億円 平成28年

1.2 事 業 費：393/738億円 走行時間短縮便益：514/749億円

(残事業) 維持管理費：5.6/ 11億円 走行経費減少便益： 68/ 95億円

1.6 交通事故減少便益： 44/ 66億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C=1.1～1.4（交通量 ±10%）【残事業】交通量 ：B/C=1.4～1.8（交通量 ±10%）

事業費 ：B/C=1.2～1.3（事業費 ±10%） 事業費 ：B/C=1.4～1.7（事業費 ±10%）

事業期間：B/C=1.1～1.3（事業期間±20%） 事業期間：B/C=1.4～1.7（事業期間±20%）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・国道3号や（主）鹿児島東市来線の交通混雑緩和及び旅行速度の向上

②交通安全性の向上

・現道の交通が転換することで、交通渋滞が緩和され、交通安全性が向上

③医療施設へのアクセス改善

・第三次救急医療施設（鹿児島市立病院）への救急搬送時間短縮による救命率の向上

④生活環境の改善

・自動車の走行性向上による環境への影響低減（CO ,NO ,SPM削減）2 2

関係する地方公共団体等の意見

鹿児島県知事や鹿児島県市長会等で構成される①鹿児島県開発促進協議会（会長：鹿児島県県議会議長）、

鹿児島商工会議所や鹿児島経済同友会等で構成される②鹿児島東西・南北幹線道路建設促進期成会（会長

：鹿児島市長）等により早期整備の要望を受けている。（①平成28年11月、②平成28年11月）

県の意見：

「対応方針（原案）」案の「継続」については、異存ありません。

国道3号鹿児島東西道路は、鹿児島インターから鹿児島市街地への交通アクセス機能を強化するとともに、

交通混雑の緩和や交通安全性の向上等を目的とした重要な道路と認識しています。

今後とも、事業が着実に実施できるよう、所要の予算の確保をお願いします。



事業評価監視委員会の意見

審議の結果、事業継続。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

鹿児島市の人口及び一世帯あたりの自動車保有台数は、事業採択時以降同程度で推移。並行現道の(主)

鹿児島東市来線の交通量は約4.2万台／日で推移。

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成13年度に事業化、用地進捗率88%、事業進捗率33%（平成28年3月末時点）

平成21年度：鹿児島IC～田上IC間のランプ 延長0.4km部分開通

平成25年度：鹿児島IC～田上IC間 延長0.4km（4/4）開通

平成25年度：田上IC～建部IC間 延長1.8km（2/4）部分開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

地元や関係機関との協力体制のもと、今後も引き続き残工事等の事業進捗を図っていく。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や施工等に変更はないが、新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物対策により、着実

なコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

 
                                 担 当 課：道路局国道・防災課 

                                 担当課長名：川崎 茂信     

事業名 
 

一般国道58号 読谷
よみたん

道路 
事業
区分

一般国道 
事業 
主体 

内閣府 
沖縄総合事務局

起終点 
自：沖縄県

おきなわけん

読谷村
よみたんそん

親志
お や し

  

至：沖縄県
おきなわけん

読谷村
よみたんそん

古堅
ふるげん

 
延長 

 
6.0km

事業概要  

一般国道58号は、沖縄本島西海岸を南北に走る交通の大動脈であり、沖縄本島中南部の人口集中地域
や県と那覇市と、沖縄本島北部の観光・リゾート地域及び農山村地域を結ぶ主要幹線道路である。読谷
道路は沖縄西海岸道路の一翼を担い、本島北部と中南部を結ぶ主要幹線道路となり、平行する国道58号
読谷村、嘉手納町区間の国道58号の交通混雑の緩和はもとより、地域の産業、観光及び地域振興プロジ
ェクトを支援する道路として、平成13年度に事業化された。 

 H13年度事業化 H－都市計画決定  H13年度用地着手 
 

 H13年度工事着手 
 

全体事業費   620億円 事業進捗率 約28％ 供用済延長 2.8km

計画交通量       27,600台／日 

費用対効果 
分析結果 
 
 
 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体) 3.2 
 (残事業)   3.6 
 

      340/569億円
 事 業 費：320/536億円
 維持管理費： 20/ 33億円
 

     1,221/1,801億円 
 走行時間短縮便益：1,045/1,519億円 
 走行経費減少便益：121/205億円 
 交通事故減少便益： 54/ 78億円 

 平成25年 
 
 
 

感度分析の結果  

(事業全体)  交通量変動  Ｂ／Ｃ＝3.0～3.3（交通量±10%）   (残事業)  Ｂ／Ｃ＝3.4～3.8（交通量±10%） 

            事業費変動  Ｂ／Ｃ＝3.0～3.4（事業費±10%）         Ｂ／Ｃ＝3.3～4.0（事業費±10%） 

            事業期間変動 Ｂ／Ｃ＝3.0～3.3（事業期間±20%）       Ｂ／Ｃ＝3.4～3.8（事業期間±20%） 

事業の効果等  

①円滑なモビリティの確保 
・損失時間の削減が見込まれる。 
・現道の路線バスの利便性向上が期待される。 
②物流効率化の支援 
・重要港湾（那覇港）へのアクセス向上が見込まれる。 
③都市の再生 
・大木地区土地区画整理事業、読谷補助飛行場跡地利用などの計画との連携が期待される。 
④個性ある地域の形成 
・座喜味城址から近郊の観光拠点である北谷町（ｱﾒﾘｶﾝﾋﾞﾚｯｼﾞ）などへのアクセス向上が見込まれる。 
⑤安全で安心できる暮らしの確保 
・読谷村役場から第3次医療施設（県立中部病院）へのアクセス向上が見込まれる。 
⑥地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑦生活環境の改善・保全 
・NOx排出量の削減が見込まれる。 
・SPM排出量の削減が見込まれる。 

関係する地方公共団体等の意見  

 読谷道路は、ハシゴ道路ネットワークを形成する主要幹線道路であり、国道58号の読谷村から嘉手納
町区間において、交通混雑の緩和や地域開発プロジェクト支援に大きく寄与する重要な道路と認識して
いる。 

一部区間の暫定供用により、現道区間の交通量の減少等、整備効果が発現されているものの、依然と
して、渋滞箇所が残っていることなどから、全線において、早期の暫定供用が必要である。 

このため、対応方針（原案）のとおり事業継続に同意する。 

事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）に対して審議を行った結果、「事業継続」で了承された。 



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等   

・国道58号現道の交通量は設計基準交通量を超過している。 
・平成18年に読谷補助飛行場が返還されており、その中心を通過する読谷道路を中心とした基盤整備、

土地区画整理事業が進行中（計画中）。 
・読谷村の人口、観光入り込み客数は増加傾向である。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・平成13年度に事業化、用地進捗率90％、事業進捗率28％（平成28年3月末時点） 
・平成15年度：大木～古堅間 延長1.3km（2/4）部分開通 
・平成25年度：座喜味～喜名間 延長1.5km（2/4）部分開通 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・現在大きな課題は発生していない。 
・早期の全線暫定２車線開通に向けて、事業中区間の調査設計、用地買収、工事の推進を図る。 

施設の構造や工法の変更等  

・技術の進展に伴う新技術・新工法の採用など、コスト縮減に努めながら事業を推進。 

対応方針（原案） 事業継続 

対応方針決定の理由  

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 

事業概要図  

 

  

 

 

 

 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

読谷道路 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

 
                                 担 当 課：道路局国道・防災課  

                                 担当課長名：川崎 茂信     

事業名 一般国道58号 北谷
ちゃたん

拡幅 
事業
区分

一般国道 
事業 
主体 

内閣府 
沖縄総合事務局

起終点 
自：沖

おき

縄
なわ

県
けん

北
ちゃ

谷
たん

町
ちょう

浜
はま

川
がわ

 

至：沖
おき

縄
なわ

県
けん

宜
ぎ

野
の

湾
わん

市
し

伊
い

佐
さ

 
延長 

 
4.3km

事業概要  

一般国道58号「北谷拡幅」は、北谷町浜川から宜野湾市伊佐に至る、延長約4.3kmの主要幹線道路であ
り、沖縄県における幹線道路網計画「ハシゴ道路計画」の一部として位置付けられている。 

北谷拡幅の整備により、国道58号北谷地区の交通容量が確保され、交通渋滞の緩和及び沿道環境の改
善等が図られるとともに、周辺観光施設へのアクセス向上ならびに地域開発プロジェクトの支援が期待
されている。 

 H24年度事業化 H21年度都市計画決定  H28年度用地着手  H26年度工事着手 

全体事業費  約230億円 事業進捗率 0.1％ 供用済延長 0.0km

計画交通量       94,500台／日 

費用対効果 
分析結果 
 
 
 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体)  4.0 
 (残事業)    4.2 
 

        156/162億円
 事 業 費 ：151/157億円
 維持管理費：4.5/4.5億円
 

       654/654億円 
 走行時間短縮便益：647/647億円 
 走行経費減少便益： 21/ 21億円 
 交通事故減少便益：-14/-14億円 

 平成28年 
 
 
 

感度分析の結果  

(事業全体)  交通量変動  Ｂ／Ｃ＝ 3.4～4.5（交通量±10%）   (残事業)  Ｂ／Ｃ＝ 3.5～4.7（交通量±10%） 

            事業費変動  Ｂ／Ｃ＝ 3.7～4.5（事業費±10%）         Ｂ／Ｃ＝ 3.8～4.7（事業費±10%） 

            事業期間変動 Ｂ／Ｃ＝ 3.5～4.5（事業期間±20%）       Ｂ／Ｃ＝ 3.7～4.7（事業期間±20%） 

事業の効果等  

①円滑なモビリティの確保 
・損失時間の削減が見込まれる。 
・現道における平均旅行速度の向上が見込まれる。 
②物流効率化 
・北谷町役場から那覇空港へのアクセス性が向上。 
③国土・地域ネットワークの構築 
・県庁所在地（那覇市）へのアクセス性が向上 
④個性ある地域の形成 
・那覇空港からアメリカンビレッジへのアクセス性が向上。 
⑤安全で安心できるくらしの確保 
・第3次救急医療機関へのアクセス性が向上。 
⑥地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑦生活環境の改善・保全 
・NO2排出量の削減が見込まれる。 
・SPM排出量の削減が見込まれる。 

関係する地方公共団体等の意見  

 北谷拡幅は、ハシゴ道路ネットワークを形成する沖縄西海岸道路の一区間であり、国道58号の交通渋
滞緩和、周辺観光施設へのアクセス向上、地域開発プロジェクト支援に大きく寄与する重要な道路と認
識している。 
 国道58号の当区間においては、通過交通、生活交通、観光交通が集中し慢性的な渋滞状況であり、地
域住民の日常生活において、大きな支障を及ぼしている。 
 当道路の整備により、渋滞が緩和され速達性が向上され、地域活性化、観光産業の支援につながるも
のと期待されることから、早期の供用開始が必要である。 
 このため、対応方針（原案）のとおり事業継続に同意する。 
 



事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）に対して審議を行った結果、「事業継続」で了承された。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・北谷町の人口伸び率は、全国平均及び沖縄県全体平均を超える伸び率。 
・北谷町1世帯当たりの自動車保有台数は2台を越えており、沖縄県全体や全国平均の保有台数を上回っ

ている。 
・沖縄県への観光客数は近年増加傾向で、平成２７年度には７９４万人と過去最高を更新。 
・平成25年3月、事業に必要な米軍基地（キャンプ桑江）の一部返還の時期が、「2025年度以降になる」と

の統合計画が出された。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・平成24年度に事業化、用地進捗率0.0％、事業進捗率0.1％ (平成28年3月末時点)。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・全線開通に向けて、桑江伊平土地区画整理事業（平成32年度完了予定）とも連携しながら、鋭意事業
進捗を図る。 

施設の構造や工法の変更等  

・今後、技術の進展に伴う新技術・新工法の採用など、コスト縮減に努めながら事業を推進する。 

対応方針（原案） 事業継続 

対応方針決定の理由  

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 

事業概要図  

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

 

位置図 

北谷拡幅 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

 
                                 担 当 課：道路局国道・防災課 

                                 担当課長名：川崎 茂信     

事業名 一般国道506号 豊
と

見
み

城
ぐすく

東
ひがし

道路 
事業
区分

一般国道 
事業 
主体 

内閣府 
沖縄総合事務局

起終点 
自：沖

おき

縄
なわ

県
けん

豊
と

見
み

城
ぐすく

市
し

名
な

嘉
か

地
ち

       

至：沖
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縄
なわ

県
けん

南
は

風
え

原
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町
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山
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川
かわ

 
延長 

 
6.2km

事業概要  

豊見城東道路は、那覇空港自動車道の一部を形成し、那覇空港へのアクセス性向上に資するとともに
那覇都市圏の交通混雑の緩和を目的に計画された２環状７放射道路として、地域の産業、観光及び地域
振興プロジェクトを支援する道路で、豊見城市名嘉地から南風原町山川に至る延長6.2ｋｍの高規格幹線
道路である。 

 H3年度事業化 
 

H2年度都市計画決定  H5年度用地着手 
 

 H9年度工事着手 
 

全体事業費   1,230億円 事業進捗率 約94％ 供用済延長 6.2km

計画交通量       38,200台／日 

費用対効果 
分析結果 
 
 
 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体) 1.5 
 (残事業)   4.3 
 

       71/1,624億円
 事 業 費：62/1,578億円 
 維持管理費：9.7/  46億円 
 

      310/2,495億円 
 走行時間短縮便益：258/2,031億円 
 走行経費減少便益： 29/  287億円 
 交通事故減少便益： 24/  177億円 

 平成25年 
 
 
 

感度分析の結果  

(事業全体)  交通量変動  Ｂ／Ｃ＝1.3～1.7（交通量±10%）   (残事業)  Ｂ／Ｃ＝1.3～7.9（交通量±10%） 

            事業費変動  Ｂ／Ｃ＝1.5～1.5（事業費±10%）         Ｂ／Ｃ＝4.0～4.8（事業費±10%） 

            事業期間変動 Ｂ／Ｃ＝1.5～1.5（事業期間±20%）       Ｂ／Ｃ＝4.1～4.3（事業期間±20%） 

事業の効果等  

①円滑なモビリティの確保 
・損失時間の削減が見込まれる。 
・第二種空港へのアクセス性が向上。 
②個性ある地域の形成 
・那覇空港から海洋博記念公園へのアクセス性が向上。 
③安全で安心できる暮らしの確保 
・第3次医療施設へのアクセス性が向上。 
④地球環境の保全 
・CO2排出量の削減が見込まれる。 
⑤生活環境の改善・保全 
・NOX排出量の削減が見込まれる。 
・SPM排出量の削減が見込まれる。 

関係する地方公共団体等の意見  

 豊見城東道路は、那覇空港自動車道の一部を形成する高規格幹線道路であり、那覇空港へのアクセス
向上、那覇都市圏の交通渋滞の緩和、地域の産業、観光の地域開発プロジェクト支援する重要な幹線道
路と認識している。 

当該道路の整備により、沖縄自動車道と一体となり、本島中南部・北部の各拠点の産業、観光及び地
域振興プロジェクト支援、物流の効率化及び交通混雑の緩和が期待できることから、早期の事業完了が
必要である。 

このため、対応方針（原案）のとおり事業継続に同意する。 
 
 

事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）に対して審議を行った結果、「事業継続」で了承された。 
 
 



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・那覇市周辺部、なかでも豊見城市、南風原町の人口、自動車保有台数の伸び率は高い。 
・県全体の観光客数は増加しており、本島南部と中部・北部を結ぶ道路としての期待大。 
・平成２４年度には「国際物流拠点産業集積地域」制度が創設され、那覇空港自動車道の整備により空

港へのアクセス性が向上し、物流の支援も期待される。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・事業進捗率は約94％(平成28年度末見込み) 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・平成25年度に豊見城ＩＣ～南風原南ＩＣが4車線開通 
・平成26年度に豊見城・名嘉地ＩＣ～豊見城ＩＣが4車線開通 

施設の構造や工法の変更等  

・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減に努めながら事業を推進。 

対応方針（原案） 事業継続 

対応方針決定の理由  

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 

事業概要図  

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 



再評価結果(平成２９年度事業継続箇所) 

 担 当 課：道路局 高速道路課 

 担当課長名：伊勢田 敏 
                                                                                                 

事業名 北海道
ほ っ か い ど う

横断
お う だ ん

自動車道根室線（余市
よ い ち

～小樽
お た る

JCT） 
事業

区分
高速自動車国道 

事業 

主体 
東日本高速道路㈱ 

起終点 
自：北海道余市

よ い ち

郡余市
よ い ち

町 登
のぼり

町 
延長 23 km 

至：北海道小樽
お た る

市新光
し ん こ う

町 

事業概要 北海道横断自動車道は、北海道を東西に貫き、後志・道央・道東地域の連絡の強化を図り、沿線 

地域の産業、経済、文化、観光等の発展に資する路線である。 

Ｈ１７年度事業化 Ｈ１１年度都市計画決定 Ｈ２１年度用地着手  Ｈ２２年度工事着手 

全体事業費 約1,172億円 事業進捗率     30 ％ 供用済延長 0.0km 

計画交通量  7,600～8,500台／日 

費用対効果 Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

分析結果 (事業全体) 733 / 1,283 億円 1,759 / 1,759億円  平成28年 

 1.4  事  業  費：552 / 1,102億円  走行時間短縮便益: 1,373 / 1,373億円  

 (残事業)  維持管理費：181 /  181億円  走行経費減少便益:  276 /  276億円  

 2.4   交通事故減少便益:  109 /  109億円  

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

 交通量変動  ： B/C = 2.6 （交通量  ＋10%） B/C = 2.2 （交通量  －10%） 

 事業費変動  ： B/C = 2.2 （事業費  ＋10%） B/C = 2.6 （事業費  －10%） 

 事業期間変動 ： B/C = 2.4 （事業期間－1年） B/C = 2.3 （事業期間＋1年） 

事業の効果等  

・国土・地域ネットワークの構築（当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する） 

・安全で安心できるくらしの確保（三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる） 

・災害への備え（緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する）     他 ９項目に該当

関係する地方公共団体等の意見  

北海道知事の意見：高速ネットワークの拡充による道央圏の連絡強化により地域間交流の活性化や物流の効率

化が図られるなど、道民生活の向上や経済・社会活動の活性化に寄与することから、当該事業の継続について異

議はありません。 なお、事業の実施にあたっては、平成１１年９月３日付け環政第４６１号「小樽都市計画道路１・

３・１小樽山手通及び余市都市計画道路１・３・１余市望海台通（余市町～小樽市間 自動車専用道路）環境影響

評価準備書」に係る知事意見を遵守するとともに、早期完成を図るようお願いいたします。 加えて、後志地域から

小樽市内の高次医療施設への救急搬送時間の短縮や観光客の利便性向上などを図るため、小樽ジャンクション

のフルジャンクションでの整備について、特段の配慮をお願いいたします。 

事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）のとおり了承。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

なし 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

 用地買収については概ね完了(99%)し、本線については全面的に土工・橋梁・トンネル工事に着手しており、事業

を着実に推進中である 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 平成30年度の完成を目指して事業を着実に推進中である。  

施設の構造や工法の変更等  

 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら積極的にコスト縮減を図っていく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変らないと考えられる。 

事業概要図  

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 北海道横断自動車道（小樽～余市） 供用中区間： 
事業中区間： 

北海道横断自動車道 余市～小樽ＪＣＴ



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

 担 当 課：道路局 国道・防災課、高速道路課

 担当課長名：川﨑 茂信、伊勢田 敏 

                                                                                                 

事業名 
常磐自動車道（いわき中央

ちゅうおう

～亘理
わ た り

） 

一般国道６号 仙台
せんだい

東部
と う ぶ

道路（亘理
わ た り

～仙台港北
せんだいこうきた

）

事業

区分

高速自動車国道 

一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北地方整備局 

東日本高速道路㈱

起終点 
自：福島県いわき市好間

よ し ま

町
まち

北好間
き た よ し ま

 （いわき中央
ちゅうおう

ＩＣ） 
延長 150km 

至：宮城県仙台
せんだい

市宮城野
み や ぎ の

区中野
な か の

 （仙台港北
せんだいこうきた

ＩＣ） 

事業概要 常磐自動車道は、関東地方と東北地方南部の太平洋沿いの主要地方都市を結び、産業、経済、

文化の交流発展に重要な役割を果たす道路である。 

仙台東部道路は、仙台都市圏高速環状ネットワークの一部を形成するとともに、東北地方の物流拠点で

ある仙台塩釜港、仙台空港へのアクセスの向上、物流ネットワークの機能強化等に重要な役割を果たす道

路である。 

Ｓ６１年度事業化 Ｓ６０年度都市計画決定

（Ｈ８年度変更） 

Ｓ６３年度用地着手 Ｓ６３年度工事着手 

全体事業費  約 6,328億円 事業進捗率     77％ 供用済延長 150km 

計画交通量  10,500～43,400台／日 

費用対効果 Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

分析結果 (事業全体) 732 / 9,939億円 947 / 24,464億円  

 2.5 事 業 費：694 / 8,457億円  走行時間短縮便益:  968 / 21,285億円 平成27年 

 (残事業) 維持管理費： 38 / 1,482億円  走行経費減少便益:  -36 /  2,340億円  

 1.3   交通事故減少便益:  15 /    838億円  

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

 交通量変動  ： B/C = 1.2（交通量 －10%） B/C = 1.4（交通量 ＋10%） 

 事業費変動  ： B/C = 1.4（事業費 －10%） B/C = 1.2（事業費 ＋10%） 

 事業期間変動 ： B/C = 1.4（事業期間－2年） B/C = 1.2（事業期間＋2年） 

事業の効果等  

・物流効率化の支援（国際拠点港湾（旧特定重要港湾）もしくは国際コンテナ航路の発着港湾へのアクセス向上が見込まれる）

・災害への備え（緊急輸送道路が通行止めになった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する） 

・安全で安心できる暮らしの確保（三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる）  他 １８項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

常磐自動車道の４車線化については、東日本大震災及び原子力発電所事故の被災地における早期復興や

持続的な発展を着実に進める上で必要不可欠である高速道路ネットワークの機能強化、常磐道の全線開通

による交通量の増加に伴う交通渋滞や交通事故等による通行障害への対応が喫緊の課題であると、福島県

知事（常磐自動車道建設促進期成同盟会等）、宮城県知事、高速自動車道整備促進に関する浜通り地方議

会連絡協議会（仙台市議会他１７市議会）、高規格道路整備促進期成同盟会（いわき市長等）、基幹交通

網の早期復旧と整備促進に関する特別委員会（相馬市）より要望されている。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

常磐道の全線開通（平成27年3月）により交通量が増大し、平均交通量は最大で19,500台/日である。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

平成６年３月に仙台空港ＩＣ～仙台東ＩＣ間、平成７年７月に岩沼ＩＣ～仙台空港ＩＣ間、平成１１年

３月にいわき中央ＩＣ～いわき四倉ＩＣ間、平成１３年８月に亘理ＩＣ～岩沼ＩＣ間及び仙台東ＩＣ～仙

台港北ＩＣ間、平成１４年３月にいわき四倉ＩＣ～広野ＩＣ間、平成１６年４月に広野ＩＣ～常磐富岡Ｉ

Ｃ間、平成２１年９月に山元ＩＣ～亘理ＩＣ間、平成２４年４月に南相馬ＩＣ～相馬ＩＣ間、平成２６年

１２月に浪江ＩＣ～南相馬ＩＣ間及び相馬ＩＣ～山元ＩＣ間、平成２７年３月に常磐富岡ＩＣ～浪江ＩＣ

間が暫定供用。 

残事業の内容は、いわき中央ＩＣ～広野ＩＣ間及び山元ＩＣ～岩沼ＩＣ間の４車線化工事。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

暫定２車線供用であるが、既に４車線分の用地取得が完了している。 

施設の構造や工法の変更等  

 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら積極的にコスト縮減を図っていく。 

  



対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は満たしており、事業実施の目途が立っている。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

  

供用中区間（４車線）

供用中区間（２車線）

いわき中央 

いわき四倉 

広野 

常磐富岡 

浪江 
南相馬

相馬

新地

山元
亘理 

岩沼 

仙台空港 

名取 

仙台港北

仙台東

仙台港

常磐自動車道 
（いわき中央～亘理） 

一般国道６号 
仙台東部道路 

（亘理～仙台港北） 



再評価結果(平成２９年度事業継続箇所) 

 担 当 課：道路局 高速道路課 

 担当課長名：伊勢田 敏 

                                                                                                 

事業名 東北中央自動車道（南陽高畠
なんようたかはた

～山形上山
やまがたかみのやま

） 
事業

区分
高速自動車国道 

事業 

主体 
東日本高速道路㈱ 

起終点 
自：山形県東置賜

ひがしおいたま

郡高畠町
たかはたまち

大字深沼
ふかぬま

 
延長 24km 

至：山形県上山市金瓶
かみのやましかなかめ

 

事業概要 東北中央自動車道は、福島県、山形県、秋田県の主要地方都市を結び、産業、経済、文化の発展 

に資する路線である。 

Ｈ１７年度事業化 Ｈ２年度都市計画決定（上山～山形上山） Ｈ２１年度用地着手  Ｈ２３年度工事着手 

 Ｈ８年度都市計画決定（南陽高畠～上山）   

全体事業費   約1,240億円 事業進捗率     20 ％ 供用済延長 0.0 km 

計画交通量  9,400台～10,100台／日 

費用対効果 Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

分析結果 (事業全体) 841 / 1,333億円 2,530 / 2,530億円   平成28年 

 1.9  事  業  費：644 / 1,137億円  走行時間短縮便益: 2,075 / 2,075億円  

 (残事業)  維持管理費：197 /   197億円  走行経費減少便益:  339 /  339億円  

 3.0   交通事故減少便益:  115 /  115億円  

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

 交通量変動  ： B/C = 3.3 （交通量  ＋10%） B/C = 2.7 （交通量  －10%） 

 事業費変動  ： B/C = 3.3 （事業費  ＋10%） B/C = 2.8 （事業費  －10%） 

 事業期間変動 ： B/C = 3.1 （事業期間－1年） B/C = 2.9 （事業期間＋1年） 

事業の効果等  

・国土・地域ネットワークの構築（当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する） 

・安全で安心できるくらしの確保（三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる） 

・災害への備え（緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する） 他 １０項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

山形県知事の意見： 「東北中央自動車道 南陽高畠～山形上山」を「事業継続」とすることについて同意します。 

東北中央自動車道は、格子状骨格道路ネットワークを形成し、災害時の広域的代替機能の強化や救急医療への

対応はもとより、産業、経済、観光の振興を図るためにも極めて重要で必要不可欠な道路でありますので、一日も

早い開通を希望いたします。  

事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）のとおり了承。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

なし 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

 用地買収については100%完了。H23年度から土工工事に先立ち試験盛土工事等に着手し、試験施工を完了。本

線工事はH24年度から順次着手している。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 平成30年度の完成を目指して事業を着実に推進中である。 

施設の構造や工法の変更等  

 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら積極的にコスト縮減を図っていく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変らないと考えられる。 

事業概要図  

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

供用中区間： 
事業中区間： 

東北中央自動車道 南陽高畠～山形上山 



 

 

再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

                    担 当 課： 道路局高速道路課  

                  担当課長名： 伊勢田 敏     

事業名 
第二東海自動車道 横浜名古屋線 

秦野
はだの

～御殿場
ごてんば

ＪＣＴ 

事業 

区分 
高速自動車国道 

事業 

主体 

 
中日本高速道路㈱ 
 

起終点 
自）神奈川県秦野

はだの

市柳 川
やながわ

 

至）静岡県御殿場
ごてんば

市駒 門
こまかど

 

延長 ３２km 

事業概要  

 第二東海自動車道は近畿自動車道名古屋神戸線と一体となって、三大都市圏を相互に結び、人の交流と物流を支える大動脈として、日本

経済を牽引するとともに、東名・名神高速道路の代替機能を果たす上で不可欠な路線である。 

Ｈ１７年度事業化 Ｈ６年度都市計画決定 Ｈ２４年度用地着手 Ｈ２５年度工事着工 

全体事業費 約５,１２４億円 事業進捗率    １９％ 供用済延長 ０km 

計画交通量 約４７,３００台／日～５０,２００台／日 

費用対効果 

分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体)  ２．８ 
 
（残事業）   ４．１ 

3,268/4,846億円 
事 業 費： 3,021/4,599億円 
維持管理費：    247/247億円 

13,454/13,454億円 
走行時間短縮便益： 12,097/12,097億円 

走行経費減少便益：   1,099/1,099億円 
交通事故減少便益：     258/258億円 

平成２８年 

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

交通量変動  ： B/C＝4.5（交通量  +10％） B/C＝3.7（交通量  -10％） 
事業費変動  ： B/C＝3.8（事業費  +10％） B/C＝4.5（事業費  -10％） 
事業期間変動 ： B/C＝4.2（事業期間 - 1年） B/C＝4.0（事業期間 + 1年） 

事業の効果等 

・物流の効率化（特定重要港湾もしくは国際コンテナ航路の発着港湾へのアクセス向上が見込まれる） 

・個性ある地域の形成（IC等からのアクセスが向上する主要な観光地が存在する） 

・安全で安心できるくらしの確保（三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる） 

                                               他１２項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

＜神奈川県＞ 

第二東海自動車道（新東名高速道路）は、東名高速道路とダブルネットワークを形成し、交通機能を分担することにより、高速性・定時
性を確保して、生産性の向上や観光振興などに寄与するとともに、大規模災害時における代替性の確保にも資する重要な路線である。 

平成28 年２月までに、御殿場ＪＣＴから西側の区間が全線供用されており、今後、本県区間の整備が最盛期を迎えていく中、新東名高

速道路の早期整備に寄せられる県民や企業の期待は、ますます高まっている。 
そこで、本事業区間を含む新東名高速道路の神奈川県区間について、引き続き、整備を促進し、早期の供用を図るようお願いしたい。 

 

＜静岡県＞ 
新東名高速道路は、我が国の社会経済活動の根幹を担う新たな大動脈として、慢性的な渋滞に陥っている東名高速道路と交通機能を分担

することで、高速性・定時性を確保するとともに、予想される南海トラフ巨大地震等の災害発生時には、代替路及び緊急輸送路としての役

割を果たす極めて重要な道路である。 
新東名高速道路の静岡県区間が開通して４年余が経過し、県内では宿泊者数が３年連続で増加、企業立地件数が開通前の約２倍で推移し

ている。平成28 年２月には、浜松いなさＪＣＴ～豊田東ＪＣＴ間が開通し、渋滞回数の大幅減少や、県西部観光施設の来訪者数の増加な

ど、期待どおりの開通ストック効果が現れており、本年上半期の県内の企業立地件数は、29 件で全国トップとなり、新東名高速道路を始
めとする交通アクセスの良さが本県の優位性につながっている。 

平成32 年夏には、東京オリンピック・パラリンピックの自転車競技が本県内で開催されることから、それを契機に一層の経済の好循環

につなげていくためにも、同年度に開通が予定される御殿場ＪＣＴ以東の区間の一日も早い開通をお願いしたい。 
 

 

 

事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）のとおり了承。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

 平成２４年４月及び平成２８年２月の新東名開通により、平行する現東名の交通量は減少したが、評価対象区間に平行する現東名（大井
松田～御殿場）は依然として渋滞・事故が多く発生している。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

 用地取得及び工事順次着手中。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

今後も計画通り工事を進めることで完成予定年度までの開通が可能。 

施設の構造や工法の変更等  

 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら積極的にコスト縮減を図っていく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、当初から事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 



 

 

事業概要図  

 

 

 
※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの 

第二東海自動車道横浜名古屋線 

秦野～御殿場 JCT 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
                    担 当 課： 道路局高速道路課  

                  担当課長名： 伊勢田 敏     

事業名 
近畿自動車道 名古屋

な ご や

神戸
こうべ

線 

菰野
こもの

～亀 山
かめやま

西
にし

ＪＣＴ 

事業 

区分 
高速自動車国道 

事業 

主体 
中日本高速道路㈱ 

起終点 
自）三重県三重

み え

郡菰野
こ も の

町大字潤
うる

田
だ

 

至）三重県亀山
かめやま

市安坂山
あさかやま

町 
延長 １５km 

事業概要  

近畿自動車道名古屋神戸線は第二東海自動車道と一体となって、三大都市圏を相互に結び、人の交流と物流を支える大動脈として、 

日本経済を牽引するとともに、東名・名神高速道路の代替機能を果たす上で不可欠な路線である。 

Ｈ１７年度事業化 Ｈ６年度都市計画決定 Ｈ２３年度用地着手 Ｈ２３年度工事着手 

全体事業費  約１，９５９億円 事業進捗率   ２４％ 供用済延長 ０km

計画交通量   約３８，７００台／日 

費用対効果 

分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体) ３．３ 

 

(残事業)  ６．０ 

   1,107/2,018億円 

 事業費：  924/1,835億円 

 維持管理費：183/183億円 

    6,651/6,651億円 

 走行時間短縮便益 ：5,878/5,878億円 

 走行費用減少便益：     614/614億円 

 交通事故減少便益：     159/159億円 

 平成２８年 

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施  

交通量変動  ： B/C＝6.6（交通量  +10%）  B/C＝5.4（交通量  -10%） 

事業費変動  ： B/C＝5.5（事業費  +10%）   B/C＝6.6（事業費  -10%） 

事業期間変動 ： B/C＝6.0（事業期間 – 1 年）  B/C＝5.8（事業期間 +1 年） 

 

 

 

事業の効果等  

・円滑なモビリティの確保（並行区間等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線が存在する又は新たなバス路線が期待

できる） 

・個性ある地域の形成（IC 等からのアクセスが向上する主要な観光地が存在する） 

・安全で安心できるくらしの確保（三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる） 

 

                                            他１０項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

【三重県】 

「近畿自動車道名古屋神戸線（菰野～亀山西ＪＣＴ）」は、東名、名神高速道路等とのネットワーク化によるリダンダンシーの確保、東名阪

自動車道の慢性的渋滞解消、産業の生産性向上や地域の活性化に資する道路です。 

三重県及び沿線市町では、開通予定にあわせてアクセス道路など関連する道路整備を進めているところであり、当事業を継続し、予定通り平

成３０年度に完成するようお願いします。 

合わせて、鈴鹿ＰＡスマートＩＣ及び亀山西ＪＣＴのフルジャンクション化が本線と同時供用するようお願いします。 

事業評価監視委員会の意見  

対応方針（原案）のとおり了承。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

並行する東名阪道（四日市ＪＣＴ～四日市ＩＣ付近）で、2012年12月から暫定三車線運用を開始し、渋滞回数は減少しているが、依然とし

て渋滞が発生している。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

用地取得は概成し本線工事を全面展開中。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 計画通り進捗しており、完成予定年度までの開通が可能 

 
施設の構造や工法の変更等  

 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら積極的にコスト縮減を図っていく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、当初から事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 



事業概要図  

                 
 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

近畿自動車道 名古屋神戸線 

菰野～亀山西 JCT 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
担 当 課：道路局 高速道路課 

担当課長名：伊勢田 敏      

事業名 
中国横断自動車道 姫路鳥取

ひめじとっとり

線 

播磨新宮
はりましんぐう

ＩＣ～山崎
やまさき

ＪＣＴ 

事業 
区分 

高速自動車国道 
事業 
主体 

西日本高速道路㈱

起終点 
自）兵庫県たつの市新宮町

しんぐうちょう

角亀
つのがめ

 

至）兵庫県宍粟市
し そ う し

山崎町
やまさきちょう

市場
い ち ば

 
延長 １１km 

事業概要  

 中国横断自動車道姫路鳥
ひめじとっ

取線
とりせん

は、姫路市
ひめじし

を起点として、たつの市、相生市
あいおいし

を経由して宍粟市
し そ う し

で中国自動車道と

接続、その後佐用町
さようちょう

にて分岐し、美作市
みまさかし

及び智頭町
ちづちょう

を経由して鳥取市
とっとりし

に至る延長約８６㎞の高速自動車国道であ

る。 

Ｈ１８年度事業化 Ｈ９年度都市計画決定 Ｈ２５年度用地着手 Ｈ２５年度工事着手 
全体事業費   約６５１億円 事業進捗率 １９％供用済延長 －km

計画交通量   約５，６００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体) １．１ 
 
(残事業)  １．４ 

      494/614億円 
 事業費：  448/568億円 
 維持管理費：46/ 46億円 

       702/702億円 
 走行時間短縮便益：655/655億円 
 走行経費減少便益： 32/ 32億円 
 交通事故減少便益： 15/ 15億円 

 平成２８年 

感度分析の結果  残事業について感度分析を実施   

 交 通量変 動 ： B/C=1.6（交通量+10%）            B/C=1.3（交通量-10%） 

  事 業費変 動 ： B/C=1.6（事業費-10%）            B/C=1.3（事業費+10%） 

 事業期間変動 ： B/C=1.5（事業期間-1年）          B/C=1.4（事業期間+1年） 

事業の効果等    
・円滑なモビリティの確保(新幹線駅へのアクセス向上が見込まれる) 

・国土・地域ネットワークの構築(当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する)  

・災害への備え(並行する高速ネットワークの代替路線として機能する)             他８項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  
・兵庫県知事の意見： 

人口減少社会において、地域の活力を維持するためには、多彩な交流の促進や災害時等における安全・安心の確

保が必要であり、その基盤となる高速道路ネットワークの整備は不可欠。中国横断自動車道姫路鳥取線は、全線 86km

のうち当該区間約 11km がミッシングリンクとなっており、十分なストック効果を発揮できていない。  

当区間の完成により山陽自動車道と中国自動車道が連結し、地域間交流や地域経済が一層活性化し、沿線地域を

始めとする地域創生に大きく寄与するものと考える。また、播磨新宮 ICに直結する播磨科学公園都市は、高度な研

究施設や医療施設等が集積しており、世界を牽引する科学技術拠点としてさらなる発展・活用が期待できるほか、

防災面においても大きな効果が発揮される。  

こうしたことから、引き続き安全・環境に配慮して事業を継続するとともに、平成 32年度末供用の前倒しを図る

よう、一層の事業促進に取り組んでいただきたい。 

事業評価監視委員会の意見   
・対応方針（原案）については、了承する。 
＜委員からの主な意見＞ 
・高速道路整備により、播磨科学公園都市に位置するSPring-8などの研究施設を利用するため、域内へ進出する

企業の増加に加え、域外からアクセスする企業の利便性向上に大きく貢献することから、早期の開通を目指し

てほしい。 
・播磨科学公園都市内の粒子線センターは、高度医療施設として関西以外の遠方からの通院も多く、高速道路整

備による利便性の向上への期待が大きい。 
・兵庫県は全県防災拠点が三木市にあり、当該区間の整備により播磨新宮にある西播磨の防災拠点との連携が強

化され、防災対策の強化が図られる。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
同路線の大原～西粟倉間が平成２５年３月に供用を開始した。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  
 調査及び設計を実施し、地元設計協議が完了。現在用地買収中である。今後工事を実施していく予定である。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
 現在、用地取得を進めながら本線工事に着手しており、引き続き事業を進めていく。 
施設の構造や工法の変更等  
 新技術・新工法や現地の状況変化も確認しながら今後ともコスト縮減を図っていく。 



対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  
 以上の状況を勘案すれば、当初及びこれまでの再評価から事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図  

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

高 速 自 動 車 国 道

供 用 中

事 業 中

基本計画区間

予 定 路 線

高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路

供 用 中

事 業 中

供 用 中

事 業 中

一般 国 道 自 動 車 専 用 道 路



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
担 当 課：道路局 高速道路課 

担当課長名：伊勢田 敏     

事業名 
近畿
き ん き

自動
じ ど う

車道
しゃどう

 松原
まつばら

那智勝浦
な ち か つ う ら

線
せん

 

御坊
ご ぼ う

～南紀
な ん き

田辺
た な べ

 

事業 
区分 

高速自動車国道 
事業 
主体 

西日本高速道路㈱

起終点 
自）和歌山県御坊市

ご ぼ う し

野口
の ぐ ち

 

至）和歌山県田辺市
た な べ し

稲成町
いなりちょう

 
延長 ２７km 

事業概要  

 「近畿自動車道松原那智勝浦線」は、大阪府松原市を起点として和歌山市、田辺市、新宮市、尾鷲市を経由し、

三重県多気郡多気町に至る国土開発幹線自動車道であり、紀伊半島中南部地域と京阪神地域を結ぶネットワーク

を形成することにより、地域の連携を強化し、産業、経済、文化の交流発展に資する路線である。 
Ｈ５年度事業化 都市計画決定  ― Ｈ８年度用地着手 Ｈ８年度工事着手 
全体事業費 約１，９０７億円 事業進捗率 ５９％供用済延長 ２７km

計画交通量   約８，５００～９，４００台／日 
費用対効果 
分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  
(事業全体) 1.6 
 
(残事業)  1.04 

    330/2,554億円 
 事業費：310/2,283億円 
 維持管理費：20/270億円 

     342/4,095億円 
 走行時間短縮便益：309/3,185億円 
 走行経費減少便益：16/603億円 
 交通事故減少便益：16/307億円 

 平成２８年 

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

 交 通量変 動 ： B/C=1.1（交通量+10%）            B/C=0.9（交通量-10%） 

  事 業費変 動 ： B/C=1.1（事業費-10%）            B/C=0.9（事業費+10%） 

 事業期間変動 ： B/C=1.1（事業期間-1年）          B/C=1.0（事業期間+1年） 

事業の効果等    
・円滑なモビリティの確保(現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線が存在する)  
・個性ある地域の形成(主要な観光地へのアクセス向上が期待される) 

・災害への備え(対象区間が、第１次緊急輸送道路として位置づけられている) 

           他７項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  
［和歌山県］ 

 御坊～印南間は、暫定２車線区間として全国有数の交通量を有し、慢性的な渋滞や対面交通による重大事故が

多発するとともに、南海トラフ巨大地震など大規模災害時の緊急輸送道路となることから、４車線化は不可欠。

このため、事業実施をお願いするとともに、４車線化事業に着手済みの湯浅御坊道路と同時供用となるよう着

実な事業推進をお願いしたい。 

印南～南紀田辺間についても、早期に４車線化の事業実施をお願いしたい。 

事業評価監視委員会の意見  

御坊ＩＣから印南ＩＣまでの事業実施の必要性については了承する。 
＜委員からの主な意見＞ 

・当該区間は交通量も多く、特に夏季には一般道も含め頻繁に渋滞している。定時性の確保、運転者の疲労軽減

 、安全性の向上などから、早期の４車線化が必要。 

・阪和道に並行する国道４２号では、台風など高波により通行止めとなる場合もあるため、リダンダンシー機能

 の強化としても必要性は高い。 

・交通量や渋滞の多い北側の区間から遂次４車線化を実施していくことは理解できるが、残る印南～南紀田辺に

 ついても、早期に４車線化を図っていくことが重要。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  
・当該区間は、平成１９年に南紀田辺ＩＣまで開通し、平成２７年には南紀田辺～すさみ南（新直轄）が開通。

・隣接する湯浅御坊道路の４車線化事業が事業中。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  
・４車線の用地取得が完了し、暫定２車線にて供用中。御坊～印南について逐次４車線化の工事を再開する。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  
・暫定２車線にて供用中であり、残る２車線について本線工事の進捗を図る。 

施設の構造や工法の変更等  
・事業の進捗に合わせ、設計並びに施工計画等の精度を上げていくとともに、新技術・新工法の採用や現地の状

況変化も確認しながら、コスト削減を図っていく。 



対応方針 事業継続（工事再開）
対応方針決定の理由  

以上のことを勘案すれば、４車線化工事の必要性・重要性は十分認められると考えられる。 

事業概要図        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

担 当 課：道路局 高速道路課 

担当課長名：伊勢田 敏    

事業名 
四国横断自動車道
しこくおうだんじどうしゃどう

 阿南
あ な ん

四万十
し ま ん と

線
せん

 

徳島東
とくしまひがし

～徳島
とくしま

ＪＣＴ 

事業 

区分 
高速自動車国道 

事業 

主体 
西日本高速道路㈱

起終点 
自）徳島県徳島市北沖洲

きたおきのす

 

至）徳島県徳島市川内
かわうち

町富久
とみひさ

 
延長 ５km 

事業概要  

 四国横断自動車道は、四国縦貫自動車道とともに「四国８の字ネットワーク」の一部を形成し、観光及び物流

など地域の活性化に資する重要な路線である。 

Ｈ１０年度事業化 Ｈ６年度都市計画決定 Ｈ２６年度用地着手 Ｈ２７年度工事着手 

全体事業費   約８０６億円 事業進捗率 ３４％供用済延長 －km

計画交通量   約７，８００台／日 

費用対効果 

分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体) １．４ 

 

(残事業)  ２．２ 

     477/743億円 

 事業費： 455/720億円 

 維持管理費：23/23億円 

        1,036/1,036億円 

 走行時間短縮便益： 942/942億円 

 走行経費減少便益： 71/71億円 

 交通事故減少便益：  23/23億円 

 平成２８年 

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

 交 通量変 動 ： B/C=2.0～2.4（交通量 ±10%） 

  事 業費変 動 ： B/C=1.9～2.3（事業費 ±10%） 

 事業期間変動 ： B/C=2.0～2.2（事業期間 ±1年） 

事業の効果等    

・円滑なモビリティの確保(並行区間等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される) 

・物流効率化の支援(農林水産業を主体とする地域から大都市圏への農林水産品の流通の利便性向上が見込まれる) 

・災害への備え(緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する) 

他７項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

徳島県知事の意見： 
「四国横断自動車道 阿南四万十線」は、「四国縦貫自動車道」や地域高規格道路「阿南安芸自動車道」とと
もに、「四国８の字ネットワーク」を形成し、「活力の道」として、経済・産業の発展、交流圏の拡大など地
方創生の実現に寄与するとともに、平時の救急救命、「南海トラフ巨大地震」などの災害発生時の緊急輸送道
路となる「命の道」として、県民の安全・安心の確保に重要な役割を果たす路線である。  
 このため、引き続き、早期供用に向けた事業の着実な推進をお願いする。 

事業評価監視委員会の意見   

・「事業継続」とする対応方針（原案）については、了承する。 

＜委員からの主な意見＞ 

・四国８の字ネットワークのミッシングリンク沿線になっている徳島県南部および高知県（室戸地方）は、交通

の便が悪いために観光や漁業などのポテンシャルを生かせていない。ミッシングリンクを解消し、路線全体の

早期整備を期待する。 

・吉野川河口部の環境の保全については、橋梁の環境モニタリングを実施するなど真剣に取り組んでおり、環境

への配慮が十分なされている。環境モニタリング技術の発展にも大きく寄与している。 

・地元の自治体と協力した津波避難場所の設置は、避難区連の実施など地域住民の防災意識を高めるきっかけに

もなっており、地域防災に貢献している。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

平成１５年３月に高松道全線が供用した。 

平成２４年４月に徳島東環状道路が一部供用した。 

平成２７年２月に徳島南環状道路が一部供用した。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

陸上部では、一部で盛土を施工中であり、残る土工工事と上部工工事の発注に向け、鋭意用地交渉を進めている。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

現在、用地取得を進めながら本線工事に着手しており、引き続き事業を進めていく。 

施設の構造や工法の変更等  

地元設計協議など事業進捗に合わせ、設計並びに施工計画等の精度を上げていくとともに、新技術・新工法の採

用や現地の状況変化も確認しながら、コスト削減を図っていく。 



対応方針 事業継続 
対応方針決定の理由  

以上、事業の効果、事業評価監視委員会における審議、知事等の意見を踏まえると、事業の必要性、重要性は

高いと考えられる。 

事業概要図  

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

 

四国横断自動車道 

阿南四万十線 

徳島東～徳島ＪＣＴ 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

担 当 課：道路局 高速道路課 

担当課長名：伊勢田 敏     

事業名 
九 州
きゅうしゅう

横断
おうだん

自動
じ ど う

車道
しゃどう

長崎
ながさき

大分
おおいた

線
せん

 

長崎
ながさき

～長崎
ながさき

多良見
た ら み

 

事業 

区分 
高速自動車国道 

事業 

主体 
西日本高速道路㈱

起終点 
自）長崎県長崎市

ながさきし

早坂町
はやさかまち

 

至）長崎県長崎市
ながさきし

中里町
なかざとまち

 
延長 １１km 

事業概要  

 九州横断自動車道長崎大分線は、九州縦貫道、東九州道と一体となって高速道路ネットワークを形成し、 

九州地方の一体的な産業、経済、文化の交流発展に資する路線である。 

Ｈ５年度事業化 都市計画決定  ― Ｈ８年度用地着手 Ｈ８年度工事着手 

全体事業費 約１，０４８億円 事業進捗率 ６３％供用済延長 １１km

計画交通量   約１１，６００～１２，８００台／日 

費用対効果 

分析結果 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体) 1.6 

 

(残事業)  1.4 

    165/1,430億円 

 事業費：152/1,298億円 

 維持管理費：13/131億円 

     224/2,338億円 

 走行時間短縮便益：207/2,081億円 

 走行経費減少便益： 10/  192億円 

 交通事故減少便益：  7/   65億円 

 平成２８年 

感度分析の結果 残事業について感度分析を実施 

 交 通量変 動 ： B/C=1.5（交通量+10%）            B/C=1.2（交通量-10%） 

  事 業費変 動 ： B/C=1.5（事業費-10%）            B/C=1.2（事業費+10%） 

 事業期間変動 ： B/C=1.4（事業期間-1年）          B/C=1.3（事業期間+1年） 

事業の効果等    

・円滑なモビリティの確保(第二種空港へのアクセス向上が見込まれる) 

・国土・地域ネットワークの構築(当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する) 

・災害への備え(緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成する、並行する高速ネット

 ワークの代替路線として機能する)                 他８項目に該当 

関係する地方公共団体等の意見  

［長崎県］ 

 長崎～長崎芒塚間については、長崎芒塚～長崎多良見間と同様、産業や観光の活性化を図るネットワークの充

実の観点と、リダンダンシーの機能強化や救急医療支援等の安全安心の観点から早期の整備が必要と考えており

ます。また、当該区間は、そのほとんどをトンネルで占められ、特に安全に課題があることから、４車線化事業

の早期の実施をお願いいたします。 

事業評価監視委員会の意見   

長崎ＩＣから長崎芒塚ＩＣまでの事業実施の必要性については了承する。 

＜委員からの主な意見＞ 

・災害時のリダンダンシー機能の確保、安全性の更なる向上など、４車線化の必要性は十分にある。 

・長崎バイパスにおいて無料化社会実験を行われた際、当該区間の交通量に大きな変化が見られなかったことか

 らも、長崎道と長崎バイパスでは使われ方が異なると言える。 

・空港へのアクセスとして高速バスの利用が増加していることからも重要な道路であり、４車線化の必要性は高

 い。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・当該区間は、平成１６年に暫定２車線として開通。 

・長崎南環状線の開通（平成２３年）により、長崎道とのネットワークを形成。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・４車線の用地取得が完了し、暫定２車線にて供用中。 

・長崎芒塚～長崎多良見について４車線化工事を行っており、長崎～長崎芒塚についても工事を再開する。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・暫定２車線にて供用中であり、残る２車線について本線工事の進捗を図る。 

施設の構造や工法の変更等  

・事業の進捗に合わせ、設計並びに施工計画等の精度を上げていくとともに、新技術・新工法の採用や現地の状

況変化も確認しながら、コスト削減を図っていく。 



対応方針 事業継続（工事再開） 
対応方針決定の理由  

以上のことを勘案すれば、未事業化区間の長崎～長崎芒塚を含め、４車線化工事の必要性・重要性は十分認め

られると考えられる。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

 

九州横断自動車道長崎大分線 

長崎～長崎多良見 
工事再開区間 



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）
担 当 課：道路局国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 一般国道２７８号 尾札部道路 事業 一般国道 事業 国土交通省
お さつ べ

区分 主体 北海道開発局

起終点 自：北海道函館市尾札部町 延長
ほつかいどうはこだて お さ つ べ

至：北海道函館市大船町 １４．８km
ほつかいどうはこだて おおふね

事業概要

一般国道２７８号は、函館市を起点とし、鹿部町を経由して森町に至る延長約１１５kmの幹線道路で
ある。
このうち尾札部道路は、落石、土砂崩落等の危険箇所及び現道隘路区間の解消を図り、道路の安全な

通行の確保を目的とした、函館市尾札部町から大船町に至る延長１４．８kmの事業である。

Ｓ６１年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 Ｓ６３年度用地着手 Ｈ元年度工事着手
（Ｈ－年度変更）

全体事業費 約２２１億円 事業進捗率 ８０％ 供用済延長 １１．９km

地域の防災面の課題

・現道には、津波浸水想定区域が１４．２ｋｍの内１３．５ｋｍが存在し、早急な対策が必要。
（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））
・現道には、車道幅員５．５ｍ以下の狭隘区間が全体の約８割、歩道の未設置区間が全体の約８割、急
カーブが１５箇所存在し、交通事故の危険性が高く避難復旧ルートとして脆弱であり、早急な対策が
必要。（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））

・現道には、防災上の対策必要箇所２箇所（落石・崩壊：１箇所、岩盤崩壊：１箇所）存在し、下部露
岩斜面には、崩壊跡や落石が多く見られ、上部自然斜面には法面全体に転石が点在し、斜面全体に湧
水が多く、湧水が要因と思われるオーバーハング部が見られ、予想災害規模は高さ３５ｍからの落石
（最大Φ０．８ｍ）、高さ２０ｍの表層崩壊（Ｖ＝１０ｍ３程度）となっており、早急な対策が必要。
（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））

課題を踏まえた対策・事業内容

・現道は、津波浸水想定区域となるため、災害要因の解消、事故要因除去、現道交通への影響、埋蔵文
化財の回避、事業期間及び経済性を防災上の視点から技術的に比較考慮した結果、津波浸水想定区域
の回避及び線形幅員隘路区間を回避する別線ルートの整備が妥当。また、落石・崩壊箇所を解消する
法枠＋グランドアンカー案の整備が妥当。（北海道開発局道路防災技術専門委員会（Ｈ２５.１０））
別線を整備することにより課題箇所を回避。

事業の効果等 費用 (残事業)/(事業全体)

○走行時間の短縮等（２１５億円（残事業＝４６億円）） ４５／３１０億円

○災害による被害の回避等（１１４億円（残事業＝２８億円）） 事 業 費： 39/285億円
・岩盤崩壊等による通行止め時の迂回の解消 維持管理費：5.6/ 25億円
・津波災害被災による人命損失の回避
・救急搬送の効率化及び遅延の回避
・余裕時間の短縮

○地域住民の不安感の解消（３３５億円（残事業＝３３５億円））
・走行時の安心の確保・不安の解消

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等：
函館市など、２市９町の首長で構成される｢北海道渡島総合開発期成会｣等より早期整備の要望を

受けている。

知事の意見：
落石、土砂崩壊等の危険箇所及び現道隘路区間の解消により、道路の安全な通行の確保等が図られ、

道民生活の向上や経済・社会活動の活性化に寄与することから、当該事業の継続について異議はない。
なお、事業の実施にあたっては、環境への影響を最小限にとどめること。また、徹底したコスト縮減

を図るとともに、これまで以上に効率的・効果的に執行し、早期供用を図ること。



事業評価監視委員会の意見

当委員会に提出された再評価原案準備書の対応方針については，北海道開発局案を妥当と判断する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・函館新道が七飯藤城ＩＣ～函館ＩＣまで開通
・函館・江差自動車道が函館ＩＣ～北斗茂辺地ＩＣまで開通
・北海道縦貫自動車道が八雲ＩＣ～大沼公園ＩＣまで開通
・一般国道２７８号鹿部道路が全線開通
・函館新外環状道路が函館ＩＣ～赤川ＩＣまで開通
・北海道新幹線 新青森駅～新函館北斗駅間が開業
・市町村合併により、｢函館市｣ ｢森町｣ ｢八雲町｣ ｢北斗市｣が誕生
・シーニックバイウェイ北海道「函館・大沼・噴火湾ルート」指定

事業の進捗状況、残事業の内容等

平成元年度に工事着手して、用地進捗率８８％、事業進捗率８０％となっている。（平成２８年３月
末時点）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

引き続き、早期開通に向けて事業を進める。

施設の構造や工法の変更等

施設の構造や工法等に変更はないが、引き続きコスト縮減に取り組んでいく。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

事業の必要性・重要性に変化はなく、防災面の効果が見込まれるため。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算
出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成29年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川崎 茂信

事業 事業
事業名 一般国道47号 新庄古口道路 一般国道 国土交通省

しんじようふるくち

区分 主体 東北地方整備局

自：山形県新 庄市大字本合海
やまがた しんじよう もとあいかい

起終点 延長 １０．６ｋｍ
至：山形県最上郡戸沢村大字古口

やまがた も が み と ざ わ ふるくち

事業概要
新庄酒田道路は、新庄市から酒田市に至る約50kmの地域高規格道路である。
新庄古口道路は、新庄酒田道路の一部を形成し、一般通行規制区間及び特殊通行規制区間の解消や冬期

交通障害の解消を目的とした延長約10.6kmの事業である。
Ｈ１３年度事業化 － 都市計画決定 Ｈ１９年度用地着手 Ｈ２０年度工事着手

全体事業費 ４４１億円 事業進捗率 ４２％ 供用済延長 ２．４km

地域の防災面の課題
・現道の国道４７号では事前通行規制区間が１区間（連続雨量150mm）、特殊通行規制区間が１箇所（河

川氾濫により危険が予想される場合）存在。また自然災害等による全面通行止めは過去３０年間で６４
回発生。

・周辺に代替え路線がなく、災害等による通行止が発生した場合、迂回に要する距離は通常期の約３倍を
要する。

・このため、戸沢村の日常生活を営む上で重大な障害及び不安要素となっており、地元自治体等からも改
善の要望も出されているなど地域の喫緊の課題となっている。

課題を踏まえた対策・事業内容
・通行規制区間解消のため、約１０ｋｍ区間を別線整備。
・全線で現道対策を行う場合、大規模な法面対策、現道嵩上げ、線形改良が必要となるほか、集落部を通
過しており用地買収に多額の費用を伴うことから、コスト高となるため別線による整備とした。

事業の効果等 費 用 (残事業)/(事業全体)

①災害等による迂回解消を含めた走行時間の短縮等 ２６０／４１０億円
（516億円（残事業=516億円））

②災害への備え 事 業 費：213/363億円
・現道等の一般通行規制1.0km（連続雨量150mm）、特殊通行規 維持管理費： 47/ 47億円

制0.9km（河川氾濫）、運搬排雪区間に伴う通行規制上り合計
2.9km 下り合計1.9kmを解消する。

③高次救急医療施設へのアクセス性向上
・新庄市～日本海総合病院（現況64分）へのアクセス向上が見

込まれる。

関係する地方公共団体等の意見
○山形県知事の意見
「対応方針（原案）」案のとおり、事業継続について同意します。
一般国道47号新庄古口道路は、格子状骨格道路ネットワークを形成する重要な路線であります。本路線

は、災害時の広域的代替機能の強化や救急医療への対応はもとより、産業、経済、観光の振興を図るため
にも極めて重要で必要不可欠であります。特に、コンテナ貨物の急増や大型クルーズ船の誘致が進む酒田
港の利活用においては、大きな役割を担うものであります。
また、本県では、「やまがた創生総合戦略」や「山形道路中期計画」において“高速道路・地域高規格

道路の整備”の重要性について盛り込んでおり、早期完成を目指すとともに、全区間の供用目標を明らか
にし、着実な予算の確保をお願いします。

○以下の団体等から新庄古口道路の整備促進について要望あり
・国道47号・新庄酒田道路地域高規格道路整備促進期成同盟会
・大蔵村長
・山形地区国道協議会

事業評価監視委員会の意見
対応方針（原案）どおり「継続」が妥当である。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・この事業の目的が失われるような道路交通状況の変化及び関連プロジェクト等の変更はない。

事業の進捗状況、残事業の内容等
・平成２０年度に工事着手して、用地進捗率１００％、事業進捗率４２％となっている。
・残事業の内容（古口大橋Ｌ＝５７０m 等）。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・引き続き、早期完成に向けて事業を進める。

施設の構造や工法の変更等
・軟弱地盤対策工法を見直すことによるコスト縮減。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算
出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成29年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業 事業
事業名 一般国道47号 高屋道路 一般国道 国土交通省

た か や

区分 主体 東北地方整備局

自：山形県最上郡戸沢村大字古口
やまがた も が み と ざ わ ふるくち

起終点 延長 ３．４ｋｍ
至：山形県最上郡戸沢村大字古口

やまがた も が み と ざ わ ふるくち

事業概要
新庄酒田道路は、新庄市から酒田市に至る約50kmの地域高規格道路である。
高屋道路は、新庄酒田道路の一部を形成し、災害危険箇所の回避や冬期交通障害の解消を目的とした延

長約3.4kmの事業である。
Ｈ１８年度事業化 － 都市計画決定 Ｈ２２年度用地着手 Ｈ２５年度工事着手

全体事業費 １４７億円 事業進捗率 ３０％ 供用済延長 － km

地域の防災面の課題
・現道の国道４７号では事前通行規制区間（連続雨量150mm以上）が存在。また自然災害等による全面通

行止めは過去３０年間で５１回発生。
・周辺に代替路線がなく、災害等による通行止が発生した場合、迂回に要する距離は通常期の約３倍を要

する。
・線形不良箇所が多数存在し、特に冬期における交通事故は通常期の約３倍と多発。
・このため、戸沢村の日常生活を営む上で重大な障害及び不安要素となっており、地元自治体等からも改

善の要望も出されているなど地域の喫緊の課題となっている。
課題を踏まえた対策・事業内容
・事前通行規制区間縮小のため、約３ｋｍ区間を別線整備。
・全線で現道対策を行う場合、大規模な法面対策、現道嵩上げ、線形改良工事などが必要となることから

別線による整備とした。
事業の効果等 費 用 (残事業)/(事業全体)

①災害等による迂回解消を含めた走行時間の短縮等
（217億円（残事業=217億円）） ９０／１４８億円

②災害への備え
・現道等の防災点検要対策３箇所等が解消される。 事 業 費： 77/134億円

③高次救急医療施設へのアクセス性向上 維持管理費： 14/ 14億円
・新庄市から日本海総合病院（現況64分⇒整備後63分）へのア
クセス向上が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見
○山形県知事の意見

「対応方針（原案）」案のとおり、事業継続について同意します。
一般国道47号高屋道路は、格子状骨格道路ネットワークを形成する重要な路線であります。本路線は、

災害時の広域的代替機能の強化や救急医療への対応はもとより、産業、経済、観光の振興を図るためにも
極めて重要で必要不可欠であります。特に、コンテナ貨物の急増や大型クルーズ船の誘致が進む酒田港の
利活用においては、大きな役割を担うものであります。

また、本県では、「やまがた創生総合戦略」や「山形県道路中期計画」において“高速道路・地域高規
格道路の整備”の重要性について盛り込んでおり、早期完成を目指すとともに、供用目標を明らかにし、
着実な予算の確保と併せ、一般国道47号において事前通行規制区間の解消に不可欠な、本区間前後区間の
早期事業化についてもお願いします。

○以下の団体等から高屋道路の整備促進について要望あり
・国道47号・新庄酒田道路地域高規格道路整備促進期成同盟会
・大蔵村長
・山形地区国道協議会

事業評価監視委員会の意見
対応方針（原案）どおり「継続」が妥当である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・この事業の目的が失われるような道路交通状況の変化及び関連プロジェクト等の変更はない。



事業の進捗状況、残事業の内容等
・平成２２年度に工事着手して、用地進捗率６１％、事業進捗率３０％となっている。
・残事業の内容（トンネルＬ＝３km 等）。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・引き続き、早期完成に向けて事業を進める。

施設の構造や工法の変更等
・猪ノ鼻トンネル路側側溝を見直すことによるコスト縮減。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算
出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）
担 当 課：道路局 国道・防災課
担当課長名：川﨑 茂信

国 土 交 通 省事業名 事業 事業一般国道17号 綾戸バイパス 一般国道
あ や ど

関東地方整備局区分 主体

起終点 自：群馬県渋川市上白井 延長
ぐんまけんしぶかわしかみしろい

2.3km至：群馬県沼田市岩本町
ぐんまけんぬまたしいわもとまち

事業概要
一般国道17号は、東京都中央区から新潟県新潟市に至る延長約390kmの主要幹線道路であるとともに、通過

市町村における日常生活や経済活動を支える重要な路線である。綾戸バイパスは、落石等の災害による被害
の回避、線形不良箇所による交通事故の解消、関越自動車道通行止め時の代替路確保等を目的とした延長2.3
kmのバイパス事業である。
年度事業化 H-年度工事着手H4 H-年度都市計画決定 H22年度用地着手

（H-年度変更）
約157億円 0km全体事業費 事業進捗率 11％ 供用済延長

地域の防災面の課題
。・国道17号綾戸地区付近では急峻な地形かつ脆弱な地質により､過去61回の落石災害等が発生

・昭和62年9月、大雨による法面崩壊で約13時間全面通行止め。
国道17号に並行する県道下久屋渋川線は、大型車通行禁止、高さ制限等の通行規制箇所が存在。また、異・
常気象時における事前通行規制区間が2箇所存在し、実際に落石等の災害が発生するなど、代替路としての
機能を満足していない。

・平成8～14年度に現道17号の緊急防災対策事業を実施 （要防災対策箇所28箇所）。
・緊急防災対策後も災害が発生し、本線の通行への影響はなかったが、依然、道路区域外からの法面崩

壊や落石が続いており、抜本的な対策が必要。
落石を予見するのは難しい。緊急防災対策を実施したとはいえ、一定の危険性が存在。非常に頻度が低いと・
しても想定を超える災害が発生する可能性がある。現道での防災対策には限界がある。単に通行止めの時
に迂回できるということではなく、人命に係わることであるので、安全性の確保として根本的な対策が必要。
（高崎河川国道事務所道路防災対策等検討委員会(H25.10)）

課題を踏まえた対策・事業内容
・現道17号において、安全を確保する抜本的な防災対策を実施する場合、現況の2車線を前提としても概

算約220億円が必要。4車線を確保する場合には、より大規模に山を切ることとなり、更なる事業費が
必要となる。また、線形不良区間の解消、施工中の安全確保等の課題が残る。

、 。・抜本的な対策としてはバイパス整備が妥当であり 現地状況に適したトンネル構造と橋梁構造とした
現道17号における防災対策には限界があり、抜本的対策としてのバイパス計画は妥当。また、落石等の災害・
危険箇所を避けたルートで計画され、構造も含め技術的に妥当。防災上から、早期完成が必要。
（高崎河川国道事務所道路防災対策等検討委員会(H25.10)）

(残事業)/(事業全体)事業の効果等 費用
①線形不良箇所の回避、急勾配区間の回避

線形不良箇所、急勾配区間が解消され、安全性、円滑性が確保さ 億円101/118
れる。

②通行止め時の代替路 事 業 費： 億円94/111
関越自動車道は、霧や雪等により通行止めとなることがあり、隣 維持管理費： 億円6.5/6.5
接する県道は狭隘な道路であるため、これらの道路の代替路とな
る。

関係する地方公共団体等の意見
・群馬県知事の意見：

綾戸地区の国道１７号現道は、急峻な地形を通過しており、落石・法面崩壊の危険性や線形不良等
による交通安全上の問題がある。これらを回避し、関越自動車道等の代替路としての安全性の向上の
ためにも本事業は必要であり、事業を継続されたい。

事業評価監視委員会の意見
事業継続を承認する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
平成8年度～平成14年度に現道17号の防災対策を実施。
市町村合併により、子持村から渋川市となる。

事業の進捗状況、残事業の内容等
平成22年度に用地買収に着手し、用地進捗率38％となっている。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
引き続き用地の取得を推進し、早期に工事着手する。

施設の構造や工法の変更等
－

事業継続対応方針
対応方針決定の理由
以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を

踏まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。
事業概要図



※１ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課
担当課長名：川﨑 茂信

事業名 一般国道１７号 浦佐バイパス 事業 一般国道 事業 国土交通省
う ら さ

区分 主体 北陸地方整備局

起終点 自：新潟県南魚沼市市野江甲 延長 6.6km
みなみうおぬま い ち の え こ う

至：新潟県魚沼市虫野
うおぬま む し の

事業概要
国道17号浦佐バイパスは、幹線道路ネットワークの強化、浸水・濃霧区間の回避、冬期除雪障害の解消

などを目的とした延長6.6kmのバイパス事業である。

Ｓ63年度事業化 Ｈ3年度都市計画決定 Ｈ5年度用地着手 Ｈ9年度工事着手
全体事業費 約210億円 事業進捗率 70％ 供用済延長 4.0km
地域の防災面の課題
・浦佐バイパスは、新潟県国土強靱化地域計画（H28年3月）にて、大規模災害時のリダンダンシー確保の
ための日本海国土軸の形成に必要な道路として位置づけられている。

・魚野川が洪水により氾濫すると、JR上越線と並行する国道17号区間は道路が浸水し通行不能となること
や、魚野川沿いの現道区間は、春先になると濃霧による交通阻害などがあることから、魚沼市、南魚沼
市から要望がだされているなど地域の喫緊の課題となっている。

・浦佐バイパス現道区間には、JR上越線と魚野川に挟まれた路肩狭小（0.75m）区間が存在し、道路除雪
により側方に寄せられた雪は車道の一部に堆雪するため、運搬排雪による通行障害が生じている。

・運搬排雪作業は平均で年間75時間実施され、冬期間の道路交通に大きな影響を与えている。

課題を踏まえた対策・事業内容
・現道区間の魚野川氾濫での道路浸水による通行止め、濃霧の発生、幅員狭小区間の冬期除排雪作業によ
る通行障害を別線での浦佐バイパスの整備により、課題箇所を回避する。

事業の効果等 費 用 （残事業）/（事業全体）

①道路ネットワークの強化
・大雨等による道路浸水や濃霧等による交通障害の影響を回避 83 ／ 273億円

②冬期除雪障害の解消
・車道の一部に堆雪した雪の運搬排雪に伴う通行障害の解消 事 業 費： 55 / 228億円

③第三次医療施設へのアクセス向上 維持管理費： 28 / 46億円
・魚沼市街地～魚沼基幹病院へのアクセス向上

④地域の産業集積支援と生産性向上
・水の郷工業団地への産業集積支援と進出企業の生産性向上に
寄与

関係する地方公共団体等の意見
地域から頂いた主な意見等：

魚沼市や南魚沼市などで構成される「一般国道17号浦佐バイパス整備促進期成同盟会」から整備促進
要望を頂いている。

知事の意見：
地域の安全・安心確保等のため、事業を継続する必要がある。

事業評価監視委員会の意見
審議の結果、再評価及び対応方針（原案）の「事業継続」は妥当である。

事業採択時より再評価実施までの周辺環境変化等
・H18年10月に関越自動車道 大和スマートICが供用し、H28年3月には24時間運用開始。
・浦佐バイパス隣接地に地域医療の高度化に向けた第三次医療施設「魚沼基幹病院」がH27年6月に開院。
・魚沼市では企業立地重点促進区域として、産業集積の形成と活性化を目指し水の郷工業団地を造成。



事業の進捗状況、残事業の内容等
事業の進捗状況：
・H9年度に工事着手、事業進捗率70%、そのうち用地進捗率約97%（平成28年度末予定）
・H12年度、南魚沼市浦佐（延長約1.1km）部分供用
・H24年度、南魚沼市浦佐～魚沼市十日町間（延長約1.1km）部分供用
・H26年度、魚沼市十日町（延長約1.8km）部分供用
残事業の内容：
南魚沼市市野江甲～浦佐間（延長1.6km）の工事、魚沼市十日町～魚沼市虫野間（延長1.0km）の用地
買収および工事

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
魚沼市十日町～魚沼市虫野間（延長1.0km）について用地買収・改良工事を推進する。
南魚沼市市野江甲～南魚沼市浦佐間（延長1.6km）についても順次事業を推進する。

施設の構造や工法の変更等
建設発生土の有効活用や新技術の活用等により、コスト縮減を図る。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
国道17号は、東京都から新潟市に至る重要な幹線道路であり、広域的な通過交通や沿線地域間の連携を

支える重要な役割を担っている。
浦佐バイパスの整備により、幹線道路ネットワークの強化、浸水・濃霧区間の回避、冬期除雪障害の解

消のほか、地域の産業集積支援と生産性の向上など、多様な効果が見込まれるため事業を継続する。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算出した値
であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局国道・防災課
担当課長名：川﨑 茂信

事業名 一般国道３５９号 砺波東バイパス 事業 一般国道 事業 国土交通省
となみひがし

区分 主体 北陸地方整備局

起終点 自：富山県砺波市芹谷 延長 6.1km
と な み せりだに

至：富山県砺波市高道
と な み たかんど

事業概要
国道359号砺波東バイパスは、災害に強い緊急通行確保路線の強化、線形不良区間や隘路箇所の解消、

冬期路肩堆雪による交通障害の解消などを目的とした、延長6.1kmのバイパス事業である。

Ｈ9年度事業化 Ｈ4年度都市計画決定 Ｈ9年度用地着手 Ｈ10年度工事着手
全体事業費 約231億円 事業進捗率 72％ 供用済延長 4.5km
地域の防災面の課題
・老朽橋（太田橋）では、出水時等の通行規制により大幅な迂回が生じる
（平成9年7月の梅雨豪雨により、河床の砂利が流され、倒壊の恐れがあることから通行止めが発生）
・狭隘、歩道未設置区間では、車両のすれ違い困難や歩行者の車道歩行などの冬期交通障害が発生
・急カーブが連続する区間で死傷事故率が高い（死傷事故率100件/億台キロ以上の箇所が6箇所）
・上記のように事業区間現道沿線で日常生活を営む上で重大な障害及び不安要素となっており、砺波市からも
整備促進の要望が出されているなど地域の喫緊の課題となっている。
・現道に歩道がないため、大雪の際に歩行者が車道を歩くことから非常に危険性が高く、冬期交通障害に対し
早急に対応が必要。【国道359号砺波東バイパス防災効果検討委員会（H25/9,10）】
・架橋から76年経過している太田橋については、これまで同様、適切に点検し補修（クラック注入等）を行うとと
もに、老朽橋梁の交通負荷軽減の対策が必要。【国道359号砺波東バイパス防災効果検討委員会（H25/9,1
0）】

課題を踏まえた対策・事業内容
・隘路・急カーブ区間については、別線ルートでの整備により、良好な平面線形(R=200m)が確保され、
現道の冬期交通障害も改善することから、防災面から見て技術的に妥当。
・また、計画案は別線にて庄川の橋梁渡河部を新橋で架橋することで出水時の安全性を確保し、さらに老朽
橋梁の太田橋への交通負荷が軽減することから、防災面から見て技術的に妥当。
【国道359号砺波東バイパス防災効果検討委員会（H25/9,10）】
・橋梁等の別線を整備することにより課題箇所を回避。

事業の効果等 費 用 （残事業）/（事業全体）

①災害に強い緊急通行確保路線の強化
・富山県の地域防災計画で第2次緊急通行確保路線に位置づけら 53／280 億円
れており、災害時の救援物資の輸送等、重要な役割を担う。

・老朽橋梁太田橋の代替路が確保され、災害に強い緊急通行確 事 業 費： 52/276 億円
保路線の強化が期待される。 維持管理費： 0.76/3.9 億円

②線形不良や隘路箇所、冬期通行障害の解消
・急カーブや幅員狭隘区間を回避することで、冬期すれ違い困
難等の通行障害を解消。

・砺波市と富山市方面との移動の円滑性や安全性、製品輸送時
の安定性等が向上し、物流効率化を支援する。

③観光振興の支援
・周辺観光施設と北陸新幹線富山駅、富山きときと空港等の交
通結節点とのアクセス強化や観光の周遊性強化を図り、観光
振興を支援する。



関係する地方公共団体等の意見
地域から頂いた主な意見等：

砺波市より災害時の信頼性が高く、物流効率化にも寄与する砺波東バイパスの早期完成についての要
望を頂いている。

知事の意見：
今後ともコスト縮減に努め、早期に効果が発現されるよう整備促進に格段の配慮を願いたい。

事業評価監視委員会の意見
審議の結果、再評価及び対策方針（原案）の「事業継続」は妥当である。

事業採択時より再評価実施までの周辺環境変化等
・平成16年11月に旧砺波市と旧庄川町が砺波市として合併
・平成20年7月に東海北陸自動車道が飛騨清見IC～白川郷ICの供用により全線供用
・平成26年度には北陸自動車道 高岡砺波スマートICが供用

事業の進捗状況、残事業の内容等
事業の進捗状況：用地進捗率99.6％、事業進捗率72％（平成28年度末予定）
残事業の内容：砺波市芹谷～砺波市頼成間（延長1.6km）完成2車線整備

砺波市頼成～砺波市高道間（延長4.5km）完成4車線整備

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
未供用区間である砺波市芹谷～砺波市頼成間(延長1.6km)について、平成31年度中の完成2車線供用を目

指して事業を推進する。
完成4車線の整備については、交通状況を勘案しつつ整備時期等について検討する。

施設の構造や工法の変更等
建設発生土の有効活用や新技術の活用等により、コスト縮減を図る。

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
国道359号砺波東バイパスは富山市と金沢市を結ぶ重要幹線道路として、砺波市、小矢部市など県内の

中核都市形成に大きな役割を担っている。
砺波東バイパスの整備により、災害に強い緊急通行確保路線の強化、線形不良区間や隘路箇所の解消、

冬期路肩堆雪による交通障害の解消など、期待される効果は大きいため事業を継続する。

事業概要図

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算出した値
であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道161号 愛発除雪拡幅 区分 一般国道 主体 近畿地方整備局
あ ら ち

起終点 自：福井県敦賀市疋田 延長
つ る が ひ き だ

至：福井県敦賀市駄口 4.5km
つ る が だ ぐ ち

事業概要

一般国道161号は、福井県敦賀市を起点とし、滋賀県湖西地域を経て、滋賀県大津市に至る北陸地方と

近畿圏を結ぶ主要な幹線道路である。

このうち敦賀市内の疋田トンネルは幅員が狭く、大型車のすれ違いが困難であり、また現道には堆雪帯

がないため、冬期積雪時には円滑な通行に支障をきたしている。

愛発除雪拡幅は、敦賀市疋田から駄口を結ぶ現道拡幅区間であり、こうした国道161号の課題を解消し、

交通安全の確保及び冬期の円滑な交通の確保を目的に計画された道路である。

H15年度事業化 H-年度都市計画決定 H15年度用地着手 H16年度工事着手

（H-年度変更）

全体事業費 81億円 事業進捗率 約85％ 供用済延長 0.5km

地域の防災面の課題

・当該区間は降雪量が多い地域であるが、堆雪帯がないため、冬期は積み上げられた雪により幅員が狭く

なり通行に支障が発生。

・敦賀は、北陸地方と関西・中京地方とを繋ぐ交通の要衝であるが、数年に一度、大雪となり、国道8号、

161号、北陸道などの幹線道路の通行止めにより日常生活や物流交通に支障が発生。

・国道161号は北陸地方と関西地方を結ぶ幹線道路であり、大型車の割合が高くなっているが、JR北陸本

線の下を通過する疋田トンネルの幅員は4.8mしかなく、大型車のすれ違いが不可能。

・当該区間では、防災要対策箇所が4箇所存在。

課題を踏まえた対策・事業内容

・積雪等による通行止めを回避するため現道に堆雪幅設置等の対策を行い、大型車すれ違い不能のトンネ

ル区間については、新たなトンネルを整備する計画。

事業の効果等 費用 (残事業) / (事業全体)

①災害時の迂回解消を含めた走行時間の短縮等 124億円 40 / 97億円

（残事業 124億円）

②災害等による被害の回避 事 業 費： 23 / 80億円

・降雪時の交通安全向上 維持管理費： 17 / 17億円

③事前通行規制区間の解消

・敦賀市疋田～敦賀市山中間の事前通行規制を解消する。

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等:

・平成25年7月 北陸地方開発促進協議会(福井県知事、石川県知事、富山県知事)より整備促進の要望を

受けている。

福井県知事の意見：

国道161号愛発除雪拡幅の対応方針(原案)「事業継続」について異存ありません。

愛発除雪拡幅については、これまで大雪等により通行止めが多く発生しているため、安定的な交通が

確保されるよう、早期完成をお願いしたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、「国道161号愛発除雪拡幅」の再評価は、当委員会に提出された資料、説明の範囲におい

て、おおむね適切に進められており、対応方針(原案)のとおり「事業継続」でよいと判断される。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等



一般国道161号愛発除雪拡幅事業区間は、秋田市や山形市に匹敵する降雪量であり、平成23年1月の豪雪

では、国道8号、161号、北陸道で通行止めが発生。

事業の進捗状況、残事業の内容等

現在、調査設計を実施中。用地進捗率：約26%、事業進捗率：約85%。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

引き続き事業を推進し、早期の開通を目指す。

施設の構造や工法の変更等

事業の実施にあたり、新技術・新工法の活用等によりコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれる。

事業概要図

【位置図】

【概要図】

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。
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再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道417号 冠 山 峠道路 区分 一般国道 主体 近畿地方整備局
かんむりやまとうげ

起終点 自：岐阜県揖斐郡揖斐川町塚奥山 延長
い び いびがわちようつかおくやま

至：福井県今立郡池田町田代 7.8km
いまだて いけだちよう た し ろ

事業概要

一般国道417号は、岐阜県大垣市を起点とし、福井県南越前町を終点とする道路であり、このうち、福

井県と岐阜県の県境にあたる冠山峠付近は、自動車交通不能区間となっており、代替路として線形不良箇

所や冬期通行止めのある林道が利用されている。

冠山峠道路は、岐阜県揖斐郡揖斐川町塚奥山から福井県今立郡池田町田代を結ぶ道路で、岐阜県・福井

県の自動車交通不能区間の解消を図り、安全・安心な交通を確保することを目的に計画された道路である。

H15年度事業化 H-年度都市計画決定 H19年度用地着手 H20年度工事着手

（H-年度変更）

全体事業費 230億円 事業進捗率 約25％ 供用済延長 －

地域の防災面の課題

・岐阜県から福井県に通じる国道417号は、冠山峠付近が自動車交通不能区間（7.6km）となっており林道

冠山線・林道塚線が唯一の代替路であるが、林道には線形不良箇所が多数存在している。

また、冬期は積雪のため通行止となる他、大雨や落石等による通行止も発生している。

・隣接市町と結ぶ道路が大雨等異常気象により被災し、通行止になることで池田町が孤立することが懸念

される。

・当該区間は、急峻で脆弱な地形、地質であり、代替路となっている林道は土砂崩れ等の危険性が高いた

め、抜本的な対策が早急に必要。また、冠山峠道路は、現道が無いため、道路としての機能が必要な事

業であり、隣接自治体とのネットワークを早急に完成させる必要がある。（大災害時における広域陸路

に関する有識者会議 H25.10.28）

課題を踏まえた対策・事業内容

・自動車交通不能区間、冬期通行止め区間を解消するとともに、土砂崩落による通行止めを回避する対策

としてトンネルを主体とした別線整備で計画。

・当該区間は急峻な地形で、代替路となっている林道には線形不良箇所が多数存在するため、林道を拡幅

しても、幹線道路の代替路としての機能は不十分。

・当該事業は、急峻な地形に位置し、既存の林道の拡幅が困難であることから、トンネル、橋梁を主体と

した新設ルートで計画し、雪崩等の雪害を受けやすい斜面を避けていることから防災面から見て技術的

に妥当である。（大災害時における広域陸路に関する有識者会議 H25.10.28）。

事業の効果等 費用 (残事業) / (事業全体)

①災害時の迂回解消を含めた走行時間の短縮等 299億円 156 / 186億円

（残事業 299億円）

②災害による被害の回避 事 業 費：148 / 179億円

・災害時の代替機能の確保。 維持管理費：7.9 / 7.9億円

③自動車交通不能区間の解消

・国道417号における自動車交通不能区間(L=7.6m)を解消す

る。

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等:

・平成24年12月 冠山トンネル(国道417号)早期開通促進福井県連絡協議会(鯖江商工会議所会頭、池田

町商工会長、越前市商工会長)より整備促進の要望を受けている。

・平成25年10月 冠山トンネル(国道417号)早期開通促進期成同盟会(大垣市長、鯖江市長、池田町長、

揖斐川町長)より整備促進の要望を受けている。

岐阜県知事の意見：



対応方針（原案）案のとおり、事業の継続について異存ありません。

なお、事業費については、最新技術の活用も含めて、徹底した縮減をお願いします。

福井県知事の意見：

国道417号冠山峠道路の対応方針（原案）「事業継続」については異存ありません。

冠山峠道路については、北陸新幹線敦賀開業の効果を広く浸透させ、本県と岐阜県が一体的に発展す

るためにも、速やかに進めるべき事業である。

このため、十分な予算を確保し平成34年度までの完成を実現していただきたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、「国道417号冠山峠道路」の再評価は、当委員会に提出された資料、説明の範囲において、

おおむね適切に進められており、対応方針(原案)のとおり「事業継続」でよいと判断される。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

一般国道417号冠山峠付近は、依然として、自動車交通不能区間となっている。

また、代替路となっている林道では、依然として、土砂崩れが多発し、冬期通行止めとなっている。

事業の進捗状況、残事業の内容等

現在、トンネル工事を実施中。用地進捗率：100%、事業進捗率：約25%。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

引き続き事業を推進し、早期の開通を目指す。

施設の構造や工法の変更等

事業実施にあたり、新技術・新工法の活用等により、コスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性は変化無く、防災面の効果が見込まれる。

事業概要図

【位置図】

【概要図】

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。
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再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
 
                                担 当 課：道路局 国道・防災課 

                                担当課長名：川﨑 茂信      

事業名 

 

 

一般国道１９号桜沢
さくらざわ

改良 

事業 

区分 

 

一般国道 

事業 

主体 

国土 交通省      E 

中部地方整備局 

 
起終点 
 
 

自：長野
な が の

県 塩尻
しおじり

市大字 贄川
にえかわ

 

至：長野
な が の

県塩尻
しおじり

市大字宗賀
そ う が

 

 
延長 
 
 

 
 

２．１km 

事業概要  

一般国道１９号桜沢改良は、長野県塩尻市大字贄川から長野県塩尻市大字宗賀に至る延長２．１km の

バイパスであり、現道の防災課題箇所の解消を目的に計画された道路です。 

 現道区間には、防災点検の結果、対策等が必要と判断された箇所（８箇所）や交通事故が多発している

線形不良箇所など多くの課題があります。 

 本事業は、課題解決のために別線整備することで、防災課題箇所を回避します。 

Ｈ１９年度事業化 

 

－ Ｈ２１年度用地着手 

 

 Ｈ２４年度工事着手 

 

全体事業費 ９０億円 事業進捗率 １７％ 供用済延長 ０．０km 

地域の防災面の課題                     

・当該区間には、防災上課題のある箇所として、道路災害に直接結びつく可能性の高い要対策箇所が３箇

所、道路災害の危険要因がある防災カルテ箇所が５箇所存在し、過去には雪崩や豪雨により土石流、冠

水が発生するなど災害の発生しやすい地域である。 

・特に、要対策箇所（擁壁・落石）においては、空石積擁壁中央付近に、９ｃｍ程度のせり出し、石の抜

け落ちや、新たな落石（平成２５年７月）が発生しており、抜本的な対応が早急に必要である。 

（中部防災技術専門委員会（平成２５年１０月１８日）） 

課題を踏まえた対策・事業内容                     

・事業内容は、現状の課題（防災上の課題、過去の災害、線形不良、災害・事故等による通行止め、生

活環境）を解決する対策検討の視点として、防災課題箇所や線形不良区間での事故懸念及び経済性な

どを総合的に検討しており、現在の計画案が技術的に適切な対策案であると判断出来る。 

・事業の対策内容のコストについて、土工区間、橋梁、トンネル等について、現時点での調査結果（地

質調査等）及び類似事業対策から決定しており、適正コストが計上されているため妥当だと判断出来

る。 

（中部防災技術専門委員会（平成２５年１０月１８日）） 

事業の効果等  費用       (残事業)/(事業全体) 

① 災害時の迂回解消を含めた走行時間の短縮等 

（９６億円（残事業=９６億円）） 

② 災害による被害の回避 

・日常生活への影響の回避等 

・通行止めによる迂回回避の効果 

・観光への影響の回避 

・孤立集落の発生や復旧活動の遅れの回避 

 

72 ／ 81 億円 

              

  事 業 費： 64/ 73 億円 

  維持管理費： 8.2/8.2 億円 

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

知事の意見： 

 一般国道１９号「桜沢改良」は、防災点検における要対策箇所や交通事故が多発している線形不良箇 

所を回避するために必要不可欠な事業です。 

 ついては、事業を継続し、積極的な予算確保により、早期開通を図るよう強く要望します。 

 また、事業の実施にあたっては、一層のコスト縮減に努められるようお願いします。 

 

 



事業評価監視委員会の意見  

・「事業継続」することは「妥当」である。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・平成２６年２月、要対策箇所で雪崩が発生し、約２７時間の全面通行止め規制を実施。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・事業進捗率は１７％、用地進捗率１００％。（平成２７年度末） 

・今年度は塩尻市大字贄川～塩尻市大字宗賀（延長２．１ｋｍ）のトンネル工等を実施。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・塩尻市大字贄川～塩尻市大字宗賀（延長２．１ｋｍ）は、早期開通に向けて、工事を推進します。 

施設の構造や工法の変更等  

・今後、技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進する。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

  事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。 
事業概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。 
※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 
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再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

 

                                担 当 課：道路局 国道･防災課 

                                担当課長名：川﨑 茂信      

事業名 

 

 

一般国道１５６号 大和
や ま と

改良 

事業 

区分 

 

一般国道 

事業 

主体 

国土 交通省      E 

中部地方整備局 

起終点 
自：岐阜

ぎ ふ

県
け ん

郡上
ぐ じ ょ う

市
し

大和町
や ま と ち ょ う

剣
つるぎ

  

至：岐阜
ぎ ふ

県
け ん

郡上
ぐ じ ょ う

市白鳥町中津屋
し ろ と り ち ょ う な か つ や

 
延長 ２．６km 

事業概要  

一般国道１５６号大和改良は、岐阜県郡上市大和町剣から岐阜県郡上市白鳥町中津屋に至る延長２．６

km のバイパスであり、現道の防災課題箇所の回避や冬期の交通安全の確保を目的に計画された道路です。 

現道区間には、対策等が必要と判断された防災課題箇所（１１箇所）があるほか、河川増水時の道路決

壊の危険性、冬期において発生する線形不良区間の交通事故等の課題があります。 

本事業は、課題解決のために別線整備することで、防災課題箇所を回避します。 

Ｈ元年度事業化  Ｈ１３年度用地着手 Ｈ２０年度工事着手 

全体事業費 ７８億円 事業進捗率 ８８％ 供用済延長 １．６km 

地域の防災面の課題                     

・当該区間には、防災上の課題である箇所として、道路災害に直接結びつく可能性の高い要対策箇所が２

箇所、道路災害の危険要因がある防災カルテ箇所が９箇所存在し、過去には豪雨により道路決壊、土石

流が発生するなど災害の発生しやすい地域である。 

・特に、要対策箇所（崩壊・落石）においては、新たな表層崩壊地があり、拡大・進行により、土砂や浮

石が既設の落石防護柵を破り道路へ流出する恐れがあるなど、抜本的な対応が早急に必要である。 

（中部防災技術専門委員会（平成２５年１０月１８日）） 

課題を踏まえた対策・事業内容                     

・対策内容は、現状の課題（防災上の課題、過去の災害、線形不良）を解決する対策検討の視点として、

防災課題箇所や線形不良区間での冬期交通の安全性向上及び経済性など総合的に検討しており、現在

の計画案が技術的に適切な対策案であると判断出来る。 

・事業の対策内容のコストについて、土工区間、橋梁等について、現時点での調査結果（地質調査等）及

び類似事業対策から決定しており、適正コストが計上されているため妥当だと判断出来る。 

（中部防災技術専門委員会（平成２５年１０月１８日）） 

事業の効果等  費用       (残事業)/(事業全体) 

① 災害時の迂回解消を含めた走行時間の短縮等 

（１０５億円（残事業=１０５億円）） 

② 災害による被災の回避等 

・救急医療活動への影響の回避 

・冬期の広域交通への影響の解消 

２８ ／ ９６ 億円 

              

  事 業 費： １６/８４ 億円 

  維持管理費： １２/１２ 億円 

 

関係する地方公共団体等の意見  

地域から頂いた主な意見等：  

一般国道１５６号大和改良は、災害に強い道路機能の確保や交通安全を果たすことを期待されており、

郡上市より早期整備の要望を受けている。 

知事の意見： 

 対応方針（原案）のとおり、事業の継続について異存ありません。 

 なお、今後の事業実施にあたっては、最新技術の活用も含めて、徹底したコスト縮減をお願いします。 



事業評価監視委員会の意見  

・「事業継続」することは「妥当」である。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・平成９年１１月に東海北陸自動車道が白鳥ＩＣまで開通（平成２０年度全線開通）。 

・平成１６年３月に沿線の大和町や白鳥町、八幡町などが合併し「郡上市」が誕生。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・事業進捗率は８８％、用地進捗率は１００％。（平成２７年度末） 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

・郡上市大和町剣から郡上市大和町万場（延長１．６km）は、平成２７年１１月２５日に開通。 

・残る、郡上市大和町万場から郡上市白鳥町中津屋（延長１．０km）は、早期開通に向けて工事を推進し

ます。 

施設の構造や工法の変更等  

・今後、技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進する。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

・事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。 

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 

大和改良

岐阜県



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川崎 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道9号 笠波峠除雪拡幅 区分 一般国道 主体 近畿地方整備局
かさなみとうげじよせつかくふく

起終点 自：兵庫県美方郡香美町村岡区八井谷 延長
み かた か み ちようむらおか く や い だに

至：兵庫県美方郡香美町村岡区日影 4.6km
み かた か み ちようむらおか く ひ かげ

事業概要

一般国道９号は、京都市を起点とし山口県下関に至る幹線道路で、当該地域唯一の幹線道路として利用

されています。特に、当該区間は、兵庫県の最高峰氷ノ山（1.510m）に連なるハチ北高原の麓に位置し、

兵庫県内でも最も積雪が多い地域であり、冬季の安全な交通確保が要望されている。

笠波峠除雪拡幅事業は、降雪、豪雨地滑りなど災害時等の交通の確保、道路構造令を満足していない線

形不良箇所の解消及びそれらを起因とした通行止めによる影響の軽減を目的とした事業である。

S62年度事業化 H-年度都市計画決定 S63年度用地着手 H5年度工事着手

（H-年度変更）

全体事業費 187億円 事業進捗率 約49％ 供用済延長 1.5km

地域の防災面の課題

・但馬北部地域は国内でも有数の豪雪地帯で、笠波峠付近の福岡では累計積雪深は４ｍを超過。また、周

辺道路は冬期通行不能箇所が多く、交通を国道９号に依存している。

・一般国道９号の笠波峠付近には、大規模地滑り地帯があり、その一部は「地滑り地域」に指定。また、

地滑り末端部に位置することから、これまでに地表面の変移や小規模な崩壊を確認。

課題を踏まえた対策・事業内容

・積雪や地滑りによる通行止めを回避し、災害時の交通確保、線形不良の解消、通行止めによる影響の軽

減を防ぐ対策として、現道拡幅が可能な区間については、現道拡幅を行い、大規模地滑りブロック区間

においては、トンネルバイパス案とし、地滑りブロックの下部を通過する計画。これにより、峠の線形

不良区間はトンネル計画のため改善され、また、地滑りや積雪の影響を回避できる。

事業の効果等 費用 (残事業) / (事業全体)

①災害時の迂回解消を含めた走行時間の短縮等 260億円 85 / 229億円

（残事業 197億円）

②災害による被害の回避 事 業 費： 75 / 214億円

・当該路線の整備により、通行止めによる迂回を回避 維持管理費： 10 / 16億円

③線形不良の解消

・当該路線の整備により、安全で円滑な交通を確保

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等:

・但馬自治会が「国の予算編成に対する要望」で笠波峠除雪拡幅の早期整備を要望（平成28年8月3日）

・兵庫県国道９号改修期成同盟会が笠波峠除雪拡幅の早期完成を要望（平成28年11月14日）

兵庫県知事の意見：

一般国道9号は、日常生活はもとより、産業や観光など地域の活性化を支える上でも、重要な幹線道

路である。

但馬地域の香美町村岡地区は、国内でも有数の豪雪地帯であることから、国道9号の周辺道路の多く

が冬季通行不能となり、地域の交通は国道9号に依存している状況である。

しかしながら、笠波峠は現道が急勾配でカーブがきついなど、特に冬期間における安全で円滑な交通

の確保が課題となっている。

このため、引き続き、地元からも強い要望がある笠波峠除雪拡幅事業の推進を図っていただきたい。

事業評価監視委員会の意見

審議の結果、「一般国道９号笠波峠除雪拡幅」の再評価は、当委員会に提出された資料、説明の範囲に

おいて、おおむね適切であり、対応方針（原案）のとおり「事業継続」することが妥当と判断される。



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

平成11年度迄に起点から約1.5km区間を開通しているが、残事業区間については依然、冬季積雪による

渋滞や事故等が多く、地域の生活や経済に悪影響を与えている。また、平成7年～16年度の間に、数回に

わたって現道付近で地滑りが発生し、以後継続して地盤の動きが観測されている。

事業の進捗状況、残事業の内容等

現在までに1.5kmを開通済み、用地進捗率：約85％、事業進捗率：約49％。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

引き続き事業を推進し、早期の開通を目指す。

施設の構造や工法の変更等

事業実施にあたり、新技術・新工法の活用等によりコスト縮減に努める。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の状況を勘案すれば、事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれる。

事業概要図

【位置図】

【概要図】

※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。

※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
 
                                担 当 課：道路局 国道・防災課 

                                担当課長名：川﨑 茂信      

 

事業名 

 

 

一般国道１８３号 鍵掛峠道路
かっかけとうげどうろ

  

事業

区分

一般国道 

 

事業 

主体 

国土交通省

中国地方整備局 

起終点 自：広島
ひろしま

県 庄原
しょうばら

市 西 城 町
さいじょうちょう

 高尾
こ う お

 

至：鳥取
とっとり

県 日野
ひ の

郡 日南町
にちなんちょう

 新屋
に い や

  

 

延長 

 

12.0km

事業概要  

一般国道183号は、広島県広島市から鳥取県米子市までを結ぶ延長約140kmの主要幹線道路である。 
 鍵掛峠道路は、鳥取県と広島県の県境部に位置し、広島県庄原市西城町高尾と鳥取県日野郡日南町新屋を

結ぶ延長12.0㎞の道路整備であり、地域高規格道路「江府三次道路」の一部を構成するものである。 

事業目的は、線形不良の解消、災害時の代替ルートの確保、救急医療活動の支援、安定的な物流ネットワークの

構築 等である。 

Ｈ17年度事業化 －
 

Ｈ21年度用地着手 Ｈ27年度工事着手 
 
全体事業費 
 

 
約223億円 

 

事業進捗率 
（H28年度末見込）

18％ 供用済延長 0.0ｋｍ

地域の防災面の課題                    
・平成17年1月には、法面崩落により国道183号で約106時間にわたり通行止めが発生し、大幅な迂回を強いら

れている。 

・さらに、災害時の通行止めによる孤立や迂回について、「土砂崩れにより三坂地区が封鎖されたこともあり

アクセス改善が重要」（介護事業者）等の地域の声があり、沿線住民の不安要素となっている。 

・加えて、冬期には積雪によるスリップ事故や大型車の立ち往生が発生し、路線バス及びスクールバス運行へ

の阻害や地域の日常生活・交通安全に課題がある。 
課題を踏まえた対策・事業内容                    
・並行する一般国道 183 号は急峻な地形を通過しており、事前通行規制区間（3.2 ㎞）、要防災対策箇所（27

箇所）、急カーブ（R<150m：74 箇所）、急勾配（i>5%：Ｌ=5.0 ㎞）の区間が連続しており、これらの課題
を解消するためにはバイパスによる整備が必要となる。 

事業の効果等  費用      (残事業)/(事業全体)

○災害等の被害の軽減 
・災害による片側交通規制を解消する効果 
○災害等に対する不安感の解消 
・災害時の迂回ルートの確保による不安解消効果 
・通行止め時の医療サービスが享受できなくなる不安解消効果 
・線形不良箇所の走行に伴う精神的疲労の軽減効果 
○走行時間の短縮等 

150 ／ 193 億円 
              
  事 業 費： 143/ 186 億円 
  維持管理費：  7.0/ 7.0 億円 
 
 
 

関係する地方公共団体等の意見  

鳥取県日野郡と広島県備北地域振興のため、本事業の整備促進について、庄原市をはじめとする沿線市町村

から構成される「地域高規格道路江府三次線建設促進期成会」より要望を受けている。 

鳥取県知事の意見：事業の「継続」という対応方針（原案）案については異存ありません。 

一般国道183号は鳥取県と広島県をつなぐ主要幹線道路ですが、県境付近の鍵掛峠は急勾配かつ線形不良であ

るため、冬期交通の安全確保及び地域の経済活動における物流に支障を来しています。地域産業の生産性を向

上させ、冬期交通の安全を確保し、さらに大規模地震時等の災害時におけるリダンダンシーの確保の観点から

も鍵掛峠道路の早期整備が必要です。 

引き続き早期完成に向け一層の御尽力をお願いします。なお、事業の執行に際しては、ICTの活用など効率

的な執行に努めていただき、引き続き事業費の縮減を図られるとともに、地元や関係機関と調整を図っていた

だくようお願いします。 

広島県知事の意見：一般国道183号鍵掛峠道路の事業再評価に係る対応方針（原案）案については妥当である。

一般国道183号鍵掛峠道路は、広島県備北地域と鳥取県西部地域を連結する地域高規格道路「江府三次道路」

の一部を構成し、地域間交流の促進や観光産業の活性化、物流機能の向上に資する幹線道路であるとともに、

線形不良区間や異常気象時通行規制区間の解消など、防災上の観点からも特に重要な道路であると考えます。

引き続きコストの縮減に努めながら、早期完成に向け、確実に整備を進めていただきたい。 



事業評価監視委員会の意見  

・事業者から各事業の概要、評価結果及び対応方針（原案）について説明を受け、事業が適切に実施され

ているか審議を行い、次のとおり意見の取りまとめを行った。 

・審議の結果、再評価対象の事業は適切に実施されており、事業継続とすることとした事業者の判断は妥

当であると意見集約した。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・中国横断自動車道尾道松江線が平成27年3月に全線開通。 

・道の駅「奥大山」が平成27年4月、道の駅「にちなん日野川の郷」が平成28年4月にオープン。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・平成 28 年度末で用地買収の進捗率は 75％見込みである。 

・平成28年度末で事業全体の進捗率は18％見込みである。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 現在は、用地買収、調査・設計及び改良工事を行っており、早期開通を目指し、事業を推進する。 

施設の構造や工法の変更等  

  今後の事業の実施にあたっては、コスト縮減に努力しつつ、事業を推進していく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

  事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。 

事業概要図  

 
 

 
※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。 
※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 

ひろし と と

０ １ ０ ２ ０ ㎞

島根県

広島県

岡山県

鳥取県

山口県

鍵掛峠道路



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
 
                                担 当 課：道路局 国道・防災課 

                                担当課長名：川﨑 茂信      

 

事業名 

 

 

一般国道１８５号 安芸津
あ き つ

バイパス 

  

 

事業

区分

 

一般国道 

 

 

事業 

主体 

 

国土交通省 
中国地方整備局 

 
起終点 
 

自：広島
ひろしま

県 東広島
ひがしひろしま

市安芸津町
あ き つ ち ょ う

風早
かざはや

 

 至：広島
ひろしま

県 竹原
たけはら

市吉名町
よしなちょう

八代谷
やしろだに

   

 
延長 
 

6.1km

事業概要  

 
一般国道185号は、広島県呉市から広島県三原市までを結ぶ延長約77kmの主要幹線道路である。 

安芸津バイパスは、広島県東広島市安芸津町風早から竹原市吉名町矢代谷を結ぶ延長6.1kmのバイパス事業

である。 

事業目的は、線形不良の解消、災害時の代替ルートの確保、安全性・利便性の向上、救急医療活動の支援、

安定した輸送活動の支援等である。 

Ｈ11年度事業化 Ｈ10年度都市計画決定 Ｈ13年度用地着手 Ｈ17年度工事着手 
 
全体事業費 
 

 
約185億円 

 

事業進捗率 
（H28年度末見込）

35％ 供用済延長 1.5ｋｍ

地域の防災面の課題                    
 
・平成 16 年 8 月には、台風による路面冠水により国道 185 号で約 3 時間にわたり通行止が発生、また翌

月 9 月には、越波による通行規制が発生しており、大幅な迂回を強いられている。 
・また、当該箇所は地震発生時の津波浸水想定の範囲に該当しており、国道 185 号では津波浸水によ 

り通行機能に障害が発生する可能性がある。 

課題を踏まえた対策・事業内容                    
 
・国道185号（安芸津バイパス並行区間）には、道路幅員が狭く平面曲線や縦断勾配の急な区間などの道路線

形不良箇所や歩道未整備区間が存在しており、安全性が損なわれている。これらの課題を解消するためには
バイパスによる整備が必要となる。 

 
事業の効果等  費用      (残事業)/(事業全体)

 
○災害等に対する不安感の解消 
・災害時の迂回ルートの確保による不安解消効果 
・通行止め時の医療サービスが享受できなくなる不安解消効果 
・線形不良箇所の走行に伴う精神的疲労の軽減効果 
・新設道路への交通転換による並行現道の歩行者・自転車通行の快適

性向上効果 
○走行時間の短縮等 
 

110 ／ 200 億円 
              
  事 業 費： 98/ 184 億円 
  維持管理費：  12/  16 億円 
 
 
 

関係する地方公共団体等の意見 
 

安芸津バイパスは、地域経済の活性化や産業活動の効率化等に重要な役割を果たすことが期待されてお
り、東広島市長から主要事業の提案書（平成 28 年 7 月）や、東広島市長はもとより、地権者等関係者で
構成される「安芸津町基幹道路等基盤整備促進同盟会」により早期整備の要望（平成 28 年 11 月）を受け
ている。 
 
広島県知事の意見：継続とする対応方針については妥当である。 

一般国道１８５号安芸津バイパスは，物流ネットワークの確保に資する幹線道路であり，現道部におい
ては台風などの異常気象時に越波や路面冠水による通行止めが発生しており，防災上の観点からも特に重
要な道路であると考えております。 

現在，一部区間が供用されているものの交通転換が進まず，バイパスとしての機能が十分に発揮されて
いない状況となっております。 

引き続きコストの縮減に努めながら，早期完成に向け，確実に整備を進めていただきたい。 
 



事業評価監視委員会の意見
 
・事業者から各事業の概要、評価結果及び対応方針（原案）について説明を受け、事業が適切に実施され

ているか審議を行い、次のとおり意見の取りまとめを行った。 
・審議の結果、再評価対象の事業は適切に実施されており、事業継続とすることとした事業者の判断は妥

当であると意見集約した。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
 
・平成 26 年度に東広島・呉道路が全線暫定開通。 
・竹原市にまちなか交流拠点として「道の駅たけはら」や海の玄関口として「たけはら海の駅」が開設。
 
事業の進捗状況、残事業の内容等 
 
・平成 28 年度末で用地買収の進捗率は 43％見込みである。 
・平成28年度末で事業全体の進捗率は35％見込みである。 
・現在までに1.5kmを開通している。 
 
事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

 引き続き早期全線開通を目指し事業を推進する。 

施設の構造や工法の変更等
 
  今後の事業の実施にあたっては、コスト縮減に努力しつつ事業を推進していく。 
 
 
対応方針 
 

事業継続 
 

対応方針決定の理由 

  事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。 

  
事業概要図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。 
※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 

 

 

広 島 県

０ １ ０ ２ ０ ㎞

安芸津バイパス



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 
 
                                担 当 課：道路局 国道・防災課 

                                担当課長名：川﨑 茂信      

 

事業名 

 

 

一般国道４９１号 長門
な が と

・俵山
たわらやま

道路 

  

 

事業

区分

 

一般国道 

 

 

事業 

主体 

 

国土交通省 
中国地方整備局 

 
起終点 
 

自：山口
やまぐち

県長門
な が と

市俵山
たわらやま

小原
こ ば ら

 

 至：山口
やまぐち

県長門
な が と

市深川
ふ か わ

湯本
ゆ も と

 

 
延長 
 

5.5km

事業概要  

一般国道491号は、山口県下関市から山口県長門市までを結ぶ延長約50ｋｍの主要幹線道路である。

 長門・俵山道路は、長門市俵山小原と長門市深川湯本を結び山陰自動車道の一部を構成する延長 5.5

㎞の高規格幹線道路である。 

 事業目的は、線形不良の解消、災害時の代替ルートの確保、救急医療活動の支援、広域交流・地域

活性化支援等である。 

Ｈ20年度事業化 －
 

Ｈ24年度用地着手 Ｈ26年度工事着手 
 
全体事業費 
 

 
約266億円 

 

事業進捗率 
（H28年度末見込）

54％ 供用済延長 0.0ｋｍ

地域の防災面の課題                    

・長門市俵山地区と長門市中心部を結ぶ（主）下関長門線の大寧寺峠周辺では、要防災対策箇所（5 箇所）

や異常気象時通行規制区間（1.9km）が存在するほか、急カーブ・急勾配など道路線形不良箇所が連続

している。 

・さらに、俵山地区へ通じる主要な道路網には異常気象時通行規制区間（4 区間、延べ 14.4km）が存在

しているため、豪雨時には俵山地区（464 世帯、1,256 人）で孤立の恐れがある。 

・平成 21 年 7 月中国・九州北部豪雨をはじめ、俵山地区と長門市内を結ぶ（主）下関長門線の大寧寺 

峠では 10 年間で約 1,699 時間（約 70 日）の通行止めが発生し、大幅な迂回を強いられた。 

課題を踏まえた対策・事業内容 
                   

・並行する（主）下関長門線の大寧寺峠周辺は急峻な地形を通過しており、異常気象時通行規制区間

（1.9km）、要防災対策箇所（5 箇所）、急カーブ（R<150m：46 箇所）、急勾配（i>5%：5 箇所）の区

間が連続 しており、これらの課題を解消するためにはバイパスによる整備が必要となる。 

事業の効果等  費用      (残事業)/(事業全体)

○災害等の被害の軽減 

・災害時の通行止め時に迂回する交通の損失解消効果 

・災害による片側交通規制を解消する効果 

・通行止め時の救命率が向上する効果 

○災害等に対する不安感の解消 

・災害時の迂回ルートの確保による不安解消効果 

・通行止め時の医療サービスが享受できなくなる不安解消効果 

・線形不良箇所の走行に伴う精神的疲労の軽減効果 

○走行時間の短縮等 

120 ／ 260 億円 
              
  事 業 費： 107/ 246 億円 
  維持管理費：   13/  13 億円 
 
 
 

関係する地方公共団体等の意見  

山口県知事の意見： 

 一般国道 491 号長門・俵山道路の「対応方針（原案）」案である「継続」に対して、異存なし。 

引き続き、コスト縮減等を考慮の上、早期完成に向けて、より一層の事業促進に努めていただきたい。



事業評価監視委員会の意見  

・事業者から各事業の概要、評価結果及び対応方針（原案）について説明を受け、事業が適切に実施され

ているか審議を行い、次のとおり意見の取りまとめを行った。 

・審議の結果、再評価対象の事業は適切に実施されており、事業継続とすることとした事業者の判断は妥

当であると意見集約した。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・H28 年度に長門・俵山道路に接続する俵山・豊田道路が事業化。 

・H28年8月に長門市が「長門湯本温泉観光まちづくり計画」を策定。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・平成 28 年度末で用地買収の進捗率は 96％見込みである。 

・平成28年度末で事業全体の進捗率は54％見込みである。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 H31年度に長門市俵山小原～長門市深川湯本間で全線開通の見通しである。 

施設の構造や工法の変更等  

  今後の事業の実施にあたっては、コスト縮減に努力しつつ事業を推進していく。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

  事業の必要性は変化なく、防災面の効果が見込まれるため。 

事業概要図 
 

 
※１ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算

出した値であり、試算値を含む。 
※２ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 
 
 

山 口 県

０ １ ０ ２ ０ ㎞

長門俵山道路



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道55号 牟岐バイパス 区分 一般国道 主体 四国地方整備局
む ぎ

起終点 自：徳島県海部郡牟岐 町 川長 延長
とくしまけんかい ふ ぐん む ぎ ちようかわたけ

至：徳島県海部郡牟岐 町 中村 2.4km
とくしまけんかい ふ ぐん む ぎ ちようなかむら

事業概要

一般国道55号は、徳島県徳島市を起点として、小松島市、阿南市、美波町、室戸市などを経由し、高知

市に至る全長約228㎞の主要幹線道路であり、産業・経済の交流を支える大動脈であるとともに、通勤・

通学等の地域住民の日常生活に欠かせない生活道路としての役割を持つ重要な道路である。

当該事業は、南海トラフ巨大地震による津波浸水想定区域を回避し、緊急輸送道路の機能を確保するこ

とで、安全性・信頼性の高い広域道路ネットワークの構造を目的とした道路である。

また、災害拠点病院（県立海部病院）の高台移転、避難広場（面積：2,300㎡、避難想定人数：約910人）

の整備など地域の防災まちづくりと一体となった整備により、地域の津波・地震対策を支援する道路でも

ある。

H16年度事業化 H－年度都市計画決定 H24年度用地着手 H25年度工事着手

全体事業費 81億円 事業進捗率 約34％ 供用済延長 0.0km

地域の防災面の課題

・徳島県が指定した津波被害警戒区域の指定（H26.3.31）によると牟岐町市街地は津波により浸水すると

想定され、被災時の避難路や緊急輸送路となるべき国道55号が津波で浸水する。

・このため、津波に伴う通行止めにより、甚大な経済被害が生じると予測されており、地域の喫緊の課題

となっている。

課題を踏まえた対策・事業内容

・津波浸水区間を解消するために、2.4km区間をバイパス整備とした。

・津波浸水区間の嵩上げを現道対策で行う場合、沿線乗り入れが不可能になり、さらに市街地の家屋移転

に莫大な費用と時間がかかるためバイパスとした。

事業の効果等 費用

・南海トラフ巨大地震発生時の津波浸水想定区域を回避 （残事業）/（事業全体）

・緊急輸送道路として、災害時の救急活動や救援物資の搬送など 50/ 79億円

を支援 事業費： 45/ 74億円

・走行時間の短縮等（44億円（残事業＝44億円）） 維持管理費：5.1/ 5.1億円

・南海トラフ巨大地震発生時の津波等による通行被害の回避

（10.5億円）

・南海トラフ巨大地震発生時の津波浸水区間住民の避難支援

（18.7億円）

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等

・徳島県、徳島県議会四国横断自動車道・阿南安芸自動車道建設促進議員連盟、徳島県議会徳島自動車道

整備促進議員連盟、国道55号バイパス建設促進県議会議員協議会から本事業の整備促進について、積極

的な要望活動が続けられている。

徳島県知事の意見：

・「牟岐バイパス」の事業を継続するという「対応方針（案）」については，異議ありません。

県南地域においては，「南海トラフ巨大地震」による津波で，唯一の幹線道路である一般国道５５号が

寸断され，地域の孤立が危惧されております。

津波回避バイパスとなる「牟岐バイパス」は，地震発生時の緊急輸送道路の確保や救急医療施設への搬

送時間の短縮に資する「命の道」として，また，牟岐町市街地での線形不良・狭隘区間解消による安全

性の確保や交通混雑の緩和を図るうえで必要不可欠な道路です。

また，「牟岐バイパスの整備」とともに「県立海部病院の高台移転」や「避難広場の整備」など，県南

地域の新たな防災拠点づくりに，国，県，町が連携して，鋭意取り組んでいるところであります。

このため，引き続き，コスト縮減を推進し，早期供用に向け，事業の着実な実施をお願いします。



事業評価監視委員会の意見

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

・平成19年 5月 日和佐道路（由岐IC～美波町北河内間：Ｌ＝6.2km）開通

・平成23年 7月 日和佐道路（阿南市福井町小野～由岐IC間：Ｌ＝3.1km）開通（日和佐道路全線開通）

・平成24年 8月 県立海部病院の高台移転用地決定（牟岐バイパス沿線）

・平成25年11月 阿南道路（阿南市津乃峰町西分～橘町大浦間：Ｌ＝1.7km）開通

・平成27年 3月 四国横断自動車道（徳島～鳴門JCT間：Ｌ＝10.9km）開通）

・平成28年 3月 「四国広域道路啓開計画」が策定され、国道55号が進出ルートに指定

事業の進捗状況、残事業の内容等

・平成28年3月末で用地取得率約56％、平成28年3月末で事業進捗率約34％

残事業の内容（関トンネルL=175m 関高架橋L=142m 等）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・引き続き、早期供用に向けて事業を進める

施設の構造や工法の変更等

・津波浸水を回避するための道路縦断計画高の嵩上げ案を採用。

・縦断計画の変更に際し、大規模な地盤改良が必要となる盛土構造から橋梁構造案へ変更。

・トンネル断面を見直しし、コスト削減。

・今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮

した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 事業の効果等に記載してある金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して

算出した値であり、試算値を含む。

※ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所）

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：川﨑 茂信

事業名 事業 事業 国土交通省

一般国道32号 猪ノ鼻道路 区分 一般国道 主体 四国地方整備局
い の は な どう ろ

起終点 延長
自：香川県三豊市財田 町 財田上 8.4km

か がわけん み とよ し さい た ちようさい た かみ

至：徳島県三好市池田 町 州 津
とくしまけん み よし し いけ だ ちようしゆう づ

事業概要

一般国道32号は、香川県高松市を起点とし徳島県三好市を経由して高知県高知市に至る香川県・徳島県

・高知県を結ぶ全長約137kmの広域幹線道路ネットワークである。

猪ノ鼻道路は、異常気象時における通行止めの解消や、冬期の積雪区間、連続する急勾配やヘアピンカ

ーブの回避による安全性の向上により安全で信頼性のある交通機能を確保するとともに、徳島県西部地域

と香川県西部地域の連携強化を図る道路である。

H15年度事業化 H－年度都市計画決定 H19年度用地着手 H19年度工事着手

全体事業費 432億円 事業進捗率 約38％ 供用済延長 0.0km

地域の防災面の課題

・一般国道32号猪ノ鼻峠は、山間部を通過し、法面崩落や路肩崩壊など防災上危険な箇所が51箇所、線形

不良箇所(R≦80m)が28箇所、7%の急勾配区間が２箇所存在。

・平成16年12月6日の法面崩落災害では、約97時間にわたって全面通行止めとなった。

・事前通行規制区間（L=11.0km）が存在し、H15～H27の13年間は約６日(延べ５回)の全面通行止めが発生

している。

・また、積雪によりH15～H27の13年間は、42.6時間/年のチェーン規制が行われている。

・このため、地域住民が日常生活を営む上で重大な障害及び不安要素となっており、地域の喫緊の課題と

なっている。

課題を踏まえた対策・事業内容

・多数の法面崩壊等の危険箇所を回避するため、バイパスを整備。

・全線で現道対策を行う場合、大規模な法面対策工事が必要となり、バイパスとした。

事業の効果等 費用

（残事業）/（事業全体）①異常気象時における事前通行規制区間（L=約11km）の解消

②緊急輸送道路の信頼性向上 268 / 398億円

③線形不良箇所の回避による走行性・安全性の向上 事 業 費：252 / 382億円

④走行時間の短縮等＜通行止めによる迂回の解消、冬期の通行障 維持管理費： 16 / 16億円

害の解消＞ （451億円（残事業＝451億円 ））

関係する地方公共団体等の意見

地域から頂いた主な意見等：

・徳島県道路整備促進期成同盟会、徳島県三好市議会、香川県道路協会、香川県政策提言、香川県三豊市

、 、 。議会 四国びとみらい実行委員会から本事業の整備推進について 積極的な要望活動が続けられている

徳島県知事の意見：

・ 猪ノ鼻道路」の事業を継続するという「対応方針（原案 」案については，異議ありません。一般国「 ）

道３２号は，徳島と香川，高知を結ぶ主要幹線道路であり，県西部の産業，文化を育む重要な道路であ

ります。しかしながら，徳島・香川県境に位置する猪ノ鼻峠付近は，大雨による事前通行規制や冬期の

凍結や積雪による通行障害，線形不良による交通事故の多発など，安全性，定時性に大きな問題を抱え

ております 「猪ノ鼻道路」は，これらの問題を解消し，沿線地域の日常生活を支えるとともに，災害。

時には緊急輸送道路としての役割を担う，なくてはならない道路であり，また，徳島県西部と香川県西

部の連携強化や「にし阿波観光圏」における観光振興など，地域の活性化にも資する重要な道路であり

ます。このため，引き続き，コスト縮減を推進し，平成３２年度の全線開通に向け，事業の着実な実施

をお願いします。

香川県知事の意見：

・事業継続について異議はありません。国道32号猪ノ鼻道路の整備は、異常気象時の通行規制区間の解消

や線形不良箇所の回避による走行性・安全性向上等により、安全で安心な交通を確保し、さらに香川、

徳島両県の交流のみならず、四国全体の交流、連携を強化するものです。また、国道32号は南海トラフ



地震発生時に瀬戸内海側と太平洋側を結ぶ進出ルートとして、四国広域道路啓開計画に位置付けられた

重要なルートであることから、早期の供用を目指し、より一層の事業進捗をお願いします。

事業評価監視委員会の意見

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

平成19年 4月 国道319号善通寺バイパス バイパス区間完成開通・

平成20年 7月 高知自動車道 新宮～大豊間、南国～高知間 4車線化・

・平成20年 7月 大型ショッピングセンター（香川県綾川郡綾川町）オープン

（ ）・平成20年12月 国道32号綾南・綾歌・満濃バイパス丸亀市綾歌町岡田上地区 暫定開通開始 全線開通

・平成24年12月 国道32号綾南・綾歌・満濃バイパス 全線4車線完成開通

平成25年 4月 にし阿波～剣山・吉野川観光圏 認定・

・平成25年 5月 国立病院機構四国こどもとおとなの医療センター（香川県善通寺市） 開院

・平成26年12月 国道32号猪ノ鼻峠区間（L=13.4km）が「集中除雪区間」に指定

・平成28年 3月 「四国広域道路啓開計画」が策定され、国道32号が進出ルート（代替ルート）に指定

事業の進捗状況、残事業の内容等

・用地進捗率100％、事業進捗率約38％（平成28年3月末時点）

・残事業の内容（箸蔵第１トンネルL=155m、箸蔵第１橋L=30m 等）

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

・引き続き、平成32年度の全線開通に向けて事業を推進中。

施設の構造や工法の変更等

今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮・
した構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。

事業継続対応方針

対応方針決定の理由

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。

事業概要図

※ 事業の効果等に記載してある金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して

算出した値であり、試算値を含む。

※ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。

※ 事業の効果および費用の欄に係る数値は平成25年度評価時点。

一般国道32号
猪ノ鼻道路

高知県

愛媛県

徳島県

香川県



再評価結果（平成２９年度事業継続箇所） 

担 当 課：道路局 国道・防災課  

担当課長名：川﨑 茂信         

事業名 

 

 

 一般国道33号 越知
お ち

道路（２工区） 

事業 

区分 

一般国道 事業 

主体 

国土交通省 

四国地方整備局 

起終点 

 

 自：高知県
こ う ち け ん

高岡郡
たかおかぐん

越知町
お ち ち ょ う

越知
お ち

丙
へい

 

 至：高知県
こ う ち け ん

高岡郡
たかおかぐん

越知町
お ち ち ょ う

越知丁
お ち て い

 

延長 

 

 

3.0km 

事業概要  

一般国道 33 号は高知市と松山市を結ぶ延長約 123 ㎞の幹線道路で、代替路線を有しないことから中山

間地域にとって日常生活に欠くことのできない重要な路線である。一方、降雨による事前通行規制区間が

全区間の 38%を占めているなど、様々な課題を抱えている。 

越知道路（2 工区）は地すべり地を通過する現道を回避し、一般国道 33 号の中でも落石など危険な斜

面が多い箇所の防災対策と急カーブなど線形不良箇所を解消することで、幹線道路としての防災機能の強

化や安全性・走行性の向上を図り、災害により孤立化する集落の解消や円滑な交通の確保を図る延長 3.0

㎞の地域高規格道路である。 

H20年度事業化 Ｈ－年度都市計画決定 H24年度用地着手 H24年度工事着手 

全体事業費   137億円 事業進捗率 約18％ 供用済延長 0.0km 

地域の防災面の課題  

・現道沿いに防災点検における防災ランクⅠが 6 箇所、防災ランクⅡが 14 箇所存在。 

 →防災ランクⅠ（岩盤崩壊：4 箇所、落石崩壊：2 箇所） 

 →防災ランクⅡ（落石崩壊：13 箇所、地すべり：1 箇所） 

・平成 22 年 8 月 16 日 18 時 20 分頃に岩盤崩落が発生し、約 4 日間の全面通行止めが発生。 

・当該区間の防災面の課題は、仁淀川町（人口 5,841 人）及び越知町野老山地区（人口 184 人）におい

て日常生活や経済活動を営む上で重大な障害及び不安要素となっており、越知町・仁淀川町からも改

善の要求が出されているなど地域の喫緊の課題となっている。 

・降雨による事前通行規制区間（L=20.3km）が存在し、平成 8 年度～平成 27 年度に約 28 日間の通行止

めを実施。 

・現道は線形不良箇所(R≦150m)が 9 箇所存在する。 

課題を踏まえた対策・事業内容  

・楠神地すべりは必要な抑止力が非常に大きいことから現場の対策は困難であり、防災ランク箇所も多

数あることから、将来的な安全性や経済性も考慮のうえ、別線での対策を行うことが適当。 

・別線トンネルを整備することにより課題箇所を回避。 

・事前通行規制区間短縮のため、現道 1.5km 区間については法面対策を施すことにより課題箇所を解消。 

・別線及び線形改良により線形不良区間を解消。 

事業の効果等  費用 （残事業）/（事業全体） 

・異常気象時における事前通行規制区間の短縮 

・災害時の通行止めによる大幅迂回の解消 

・線形不良箇所の回避による走行性・安全性の向上 

・走行時間の短縮等＜通行止めによる迂回の解消＞（126 億円

（残事業=126 億円）） 

・災害時の通行止めによる沿道の孤立による経済（営業）損失

（2.7 億円） 

 

103/115億円 

 

事 業 費：100/112 億円 

維持管理費：3.3/3.3 億円 

関係する地方公共団体等の意見  

地域から頂いた主な意見等： 

・国道33号整備促進期成同盟会高知県協議会等より、整備促進の要望を受けている。 

高知県知事の意見： 

・事業継続に異議はありません。一般国道３３号は、高知県と愛媛県の県都を結ぶ幹線道路であり、産

業振興などの取り組みを支える重要な社会基盤です。しかしながら、当路線は、災害危険箇所が多く残

されており、降雨時には事前通行規制が頻発することに加え、代替路線がないことから住民生活に支障

をきたしています。沿線地域では、今年３月の高知西バイパスの開通により、渋滞の緩和や時間短縮な

どの整備効果を住民が実感し、道路整備に対する期待感が高まっています。これらのことから、幹線道

路としての安全性・走行性の向上や防災機能を強化するため、国においては、早期の供用を目指し、よ

り一層の事業進捗をお願いします。 

 



 

事業評価監視委員会の意見  

「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

・市町村合併により「仁淀川町」が誕生。 

・平成 14 年 4 月  国道 439 号 大峠バイパス 開通 

・平成 19 年 3 月 国道 494 号 佐川～吾桑バイパス（須崎②工区） 開通 

・平成 19 年 6 月 国道 33 号 越知道路 開通 

・平成 21 年 12 月 四国横断自動車道 土佐 PA スマート IC 開通 

・平成 23 年 4 月 国道 494 号 佐川～吾桑バイパス（佐川工区） 開通 

・平成 25 年 2 月 国道 439 号 大峠バイパス（いの町残区間） 開通 

・平成 26 年 7 月 国道 439 号 大植バイパス（大植工区） 開通 

・平成 28 年 3 月「四国広域道路啓開計画」が策定され、国道 33 号が進出ルートに指定 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

・用地取得率約80％、事業進捗率約18％(H28.3末) 

・残事業の内容（新今成トンネル962m、新横倉大橋195m、立花大橋170m等） 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 引き続き、早期供用に向けて事業を進める。 

施設の構造や工法の変更等  

今後も新技術、新工法の採用による工事コストの縮減に加えて、施設の長寿命化や維持管理費を考慮し

た構造等の採用等、総コストの縮減に努めていくこととする。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

・以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 

事業概要図  

 

 

 

  

※ 事業の効果に記載している金額は、防災面の効果を完成後５０年間の便益額として現在価値化して算 

出した値であり、試算値を含む。 

※ 費用に記載している金額は、現在価値化して算出した値。 

※ 事業の効果および費用の欄に係る数値は平成25年度評価時点。 

一般国道 33 号 
越知道路（2 工区） 

高知県 
愛媛県 

徳島県 

香川県 


